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「鉄釣燈篭」
鎌倉時代・14世紀
重要文化財　京都国立博物館 所蔵
※表紙の写真は、左に全図、右に部分図2点を使

用しています。

鉄鍛造、六角形の大きな釣燈篭で、火袋に
七宝繋と松皮菱文、それに亀甲文と種子を
浮かし、扉に金剛力士像をあらわしている。
正面右手下方に「白山中宮元応元年己未六
月日 尾州玉井 大工貞澄」の透彫銘があっ
て、作者と作期、及び白山中宮長滝寺にあっ
たことが分かり、今日知られる製作年代の明
らかな釣燈篭のうち最古の作品である。そ
の形はおおらかで古式を伝え、透文様・猪目
など細部の装飾が巧緻である。鎌倉時代の
金工意匠の特色がよくあらわれている。

写真提供：©KYOTOMUSE（京都国立博物館）

■ 本レポートについてのお問い合わせ先

総務部  CSRグループ
〒107-0052  東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）
電話 03-6271-2065　FAX 03-6271-1190
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/contact/index.html

◎表紙の掲載作品について

写真や映像を通じて、文化・芸術を記録保存して後世に伝えることは、富士
フイルムグループの本業を通じた社会貢献活動のひとつです。京都国立
博物館のご協力により、所蔵品の一部を本レポートの表紙に掲載させて
いただきました。

京都国立博物館
〒605-0931 京都市東山区茶屋町527   Tel.075-525-2473（テレホンサービス） 
http://www.kyohaku.go.jp/jp/index_top.html

京都国立博物館は、1897年（明治30年）に京都東山の山麓に開館した100年余の歴史を
もつ博物館です。京都に伝来した美術作品や文化財、また日本・東洋の古美術品や埋蔵
文化財などを収蔵しています。
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や機器を開発、販売し、社会の発展に貢献してまいりまし

た。第二の創業による業態転換を経て、今日では、化粧品

アスタリフトシリーズ、高級デジタルカメラXシリーズ等の

個人向け商品から、オフィスプリンター、デジタル複合機、

各種高機能材料、印刷材料、医療用機器等の業務用商品、

さらには、医薬品に至る、広範な分野の商品を提供してい

ます。

　現在、当社グループはさらなる成長を確固たるものにす

べく、中期経営計画「VISION80」の達成に向け、現場力を

向上させる取り組み「G-up」を展開しております。企業が価

値ある商品を世に問い、成長を続けるためには、各部門で

強い現場力が必要であり、従業員一人ひとりが、自分の持

ち場＝「現場」のプロでなければなりません。

　全グループ従業員8万人、それぞれに各部門、そして各

自の「現場」があり、すべての現場には今日の課題と明日の

夢があります。「G-up」を通し、問題の本質をとらえる力、現

場のわずかな変化を見極める感性、そして解決する力を

磨き上げ、個々の力を最大限に引き出すチームワークで、

様々な壁を突破し夢を実現していく、そんな活力ある強い

集団であり続けたいと願っています。

多様化する社会の期待に応える

　富士フイルムグループは、誠実かつ公正な事業活動を

通じて、「先進・独自の技術をもって、人々の生活の質のさ

らなる向上に寄与する」とうたう企業理念を実践すること

により、社会の持続可能な発展に貢献することをCSRの基

本的な考えとしています。その具体的な行動の一つとして、

「2020年度までに、CO2排出量をライフサイクル全体で

2005年度比30％削減する」という環境目標を2010年に制

定し、活動を推進しております。生産工場においては、「自

家発電燃料の天然ガス化」「再生可能エネルギーの導入」

「省エネ技術の積極開発・導入」等に取り組み、また、商品

開発においても「環境配慮設計」を全事業で推進し、お客

様先の使用時におけるCO2排出量の削減も積極的に進め

ています。

　一方、当社グループの事業分野、活動地域の拡大に伴

い、ステークホルダーからの要望も多様化してきています。

企業としての安定的な成長、利益の還元はもとより、現地の

社会課題にいかに応えていくか、社会の永続的な発展に寄

与していくかも、厳しく問われるようになってまいりました。

　特に、新興諸国では、急激な経済発展の一方で、食糧や

飲料水の不足、社会インフラ整備の遅れ、医療格差など多

くの社会課題が顕在化しています。それらの課題を共有

し、当社グループのもつ技術力、そして従業員の力を合わ

せて、解決に向け、協力していくことは、その国、地域の社

会発展に寄与するのみならず、新たなビジネスの創出に

もつながっていくのです。

価値を創る　社会を創る

　企業として最も重要なのは、「ゴーイングコンサーン（持

続する企業）」です。企業価値を向上させ、利益を還元し、

永続的に成長していくためには、さらに良い製品を作り出

し、そしてまた新たなビジネスを創出しつつ、「お客様」そ

して「社会」との調和も図っていかなければなりません。

　2013年度スタートにあたって、私は「もっとオーナーシッ

プをもって課題解決にあたろう」と全グループ従業員に

メッセージを発しました。これからもリーディングカンパ

ニーであり続けるには、資源・エネルギーの枯渇、気候変

動、医療格差など世界中で起きている様々な社会課題を

我がこととして捉え、解決に向け、経営陣、そしてすべての

従業員一人ひとりが、それぞれの現場で行動していくこと

が必要です。

　社会の持続的な発展に向けて、多様な先進・独自の技術

をもって応えていく、それこそが当社グループの果たすべ

き「大義」とし、たゆみないイノベーションへの挑戦を続け

てまいります。

「危機の10年」を乗り越えて来た

　昨年末より政府が取り組んでいる「大胆な金融政策」「機

動的な財政政策」により、長期にわたる「デフレ、円高」から

の脱却の曙光が見えはじめています。さらに、「民間投資を

喚起する成長戦略」を活用して、我々企業がしっかりと役割

を果し、これら「三本の矢」により、日本を再成長の軌道に乗

せるべく、官民が一層の奮闘をしなければなりません。

　この10年来の「デフレ、円高」の期間は、富士フイルムグ

ループにとって、かつて事業の大黒柱であった写真フィル

ムの需要が激減した時期と重なります。予想を上回るデジ

タル化の進展により、写真フィルムの世界需要は2000年

をピークに減少の一途を辿り、2011年は、ピーク時のわず

か5％まで落ち込みました。まさに「本業が消滅する危機」、

かつ「デフレ」「円高」との三重苦のなか、当社グループは

経営陣、従業員が一体となって、事業構造の転換を断行

し、新規事業を育成してまいりました。危機を糧にした、こ

の「第二の創業」により、当社グループは、多様な事業を持

つ企業体に業態転換致しました。

　また、この10年は、新興国が目覚ましい発展を遂げ、経

済のグローバル化が大きく進んだ時期でもあります。中国

は、2010年に日本をGDPで抜き、世界2位の経済大国とな

りました。ASEAN諸国、ブラジル、ロシア、インド、トルコ、さ

らにはアフリカ諸国も発展を続けています。政府も各国と

のEPA締結、さらにTPP交渉参加の準備を進め、企業のグ

ローバル展開を積極的に支援しています。当社グループ

も、これらの動きに即応し、新興国に対して、拠点、人員を

増強し、各国、地域の実情に即した事業展開を強化してお

ります。

現場力をさらに鍛え上げる

　当社は、2014年1月に創業80年を迎えます。写真フィル

ムの国産化を自社技術で成し遂げて以降、数多くの材料

2013年8月
代表取締役会長・CEO

大義は何か？
新しい価値を創造し、社会の持続的な発展に寄与すること、
そこに当社の大義がある
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　　　　“イノベーション” で未来を拓く……………………………………………………………………… 08経済面
（ガバナンス含む）

IR情報として開示

環境面
（ガバナンス含む）

CSR情報として開示

社会面
（ガバナンス含む）

CSR情報として開示

サステナビリティレポート
（PDF版）にて開示

ウェブサイト（HTML版）にて開示

富士フイルムグループにとっての重要度
高い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

高い

低い

　「富士フイルムホールディングス　サステナビリティレ

ポート2013」は、企業活動の3つの側面のうち、環境面、社

会面を中心にステークホルダーと富士フイルムグループ

双方にとって、重要性の高い情報を選択し、掲載していま

す。経済面を中心とした報告は、当社ウェブサイトのIR情

報やアニュアルレポートをご参照ください。

　本年度レポートのテーマは、昨年度に続き「事業活動を

通じた価値提供」「グローバル」といたしました。特に「特

集」では、重点事業から複数のテーマを採り上げ、当社グ

ループが認識する社会課題と、その解決に向けた活動を、

従業員の思いとステークホルダーの声を中心に編集しまし

た。次に「CSR活動報告」では、各CSR課題に対する富士フ

イルムグループの考え方と年次報告として2012年度の活

動トピックスをまとめています。この章では専門家やステー

クホルダーの皆様のご意見を掲載することで、第三者の方

からの当社グループの活動に対する客観的な声もご参照

いただけるようにしました。最後の「資料・データ」編では、

ステークホルダーの皆様に、私たちのCSR活動を客観的か

つ具体的にご理解いただけるよう、定量情報を中心に可能

な限り網羅的に環境情報・社会情報を掲載しました。

　富士フイルムホールディングスのウェブサイト「CSR（企

業の社会的責任）の取り組み」ですべての情報を確認でき

ますが、ウェブサイトのダウンロードページから、日本語、

英語、中国語のPDF版をダウンロードすることも可能で

す。さらに多くの情報を得たい方は、富士フイルムや富士

ゼロックスなど、各事業会社で独自にCSRに関するサイト

を設け積極的に情報開示をしていますので、併せてご覧く

ださい。

　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/index.html

レポートの作成過程

■経済面報告

■社会・環境面報告
Sustainability
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アニュアルレポート2013
オンライン版
http://www.fujifilmholdings.com/ja/
investors/annual_reports/2013/index.html

サステナビリティレポート2013

IRサイト（ウェブサイト）
http://www.fujifilmholdings.com/
ja/investors/index.html

CSRサイト（ウェブサイト）
http://www.fujifilmholdings.com/
ja/sustainability/index.html

ステークホルダー コミュニケーション（ダイアログ、アンケート、問い合わせなどのツールを活用）

コミュニケーション
ツールとして活用

コミュニケーション
ツールとして活用

コミュニケーション
ツールとして活用

コミュニケーション
ツールとして活用改善点の反映 情報の提供･収集

意見の反映

日常業務（CSR活動）

富士フイルム
ホールディングス

グループ各社

2012年版
レポートの

発行

2012年8月

2013年版
レポートの

発行

8月

第三者による
改善提案

の受領

10月

編集方針
の立案

12月

各部門への
ヒアリング

の実施

2013年2月〜7月

第三者意見
のまとめ

6月〜8月

●レポートの報告対象期間
パフォーマンスデータの集計期間は、2012年度（2012年4月〜2013年3月）です。
活動内容は2013年度も含め、できるだけ最新の動向をお伝えしています。

●レポートの報告対象組織
富士フイルムグループ（富士フイルムホールディングス、富士フイルムとその関係
会社、富士ゼロックスとその関係会社、富山化学工業、富士フイルムビジネスエキス
パート）
◎連結対象会社は、P73と下記URLに記載しています。

　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/business/group/index.html

◎�人事・労務関連の定量情報は、富士フイルム単体・富士ゼロックス単体のデータです。
◎�「労働環境・社会会計」は、P68に集計範囲を記載しています。「環境会計」は、P68
に集計範囲を記載しています。
◎�環境側面に関する集計範囲はP65に記載しています。

●発行時期
2013年8月  （次回：2014年8月予定、前回：2012年8月）

●参考にしたガイドライン
◎�環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」
◎�GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006」
◎�環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」
◎ISO26000「社会的責任に関する手引」

●レポートの記載に関する補足
◎�「従業員」という表記は、管理職、一般社員、パートなどを含めすべての従業員を指
します。「社員」という記載は、正社員を指します。また、報告の正確さを期すため、
正社員と非正社員（臨時従業員、パートなど）という記載を必要な箇所に使用して
います。
◎�事業会社である富士ゼロックスにおいては、別途「サステナビリティレポート」を発
行しています。富士ゼロックスの活動詳細は、そちらも併せてご覧ください。

［GRIガイドライン（G3）対照表］

　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/report/guideline/
            index.html
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特集

CSR
活動報告

資料・
データ

● 編 集 方 針 ●

来年度のレポート企画にむけて、皆様の率直なご意見、ご感想をお待ちしております。
次のアドレスにアクセスいただき、アンケートにお答えください。

　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/report/questionnaire/index.html



【企業理念】

富士フイルムグループは、先進・独自の技術を基に、社会の文化・科学・
技術・産業の発展、さらに、人々の健康や地球環境の保持に貢献する
様々な事業を展開しています。事業を通じて、社会課題を解決する新た
な価値を創造し続けることが、富士フイルムグループの目指すCSRです。

6つの重点事業分野富士フイルムグループの目指すもの

デジタル
イメージング

ドキュメント

グラフィック
システム

光学
デバイス

ヘルスケア

高機能材料

◎電子映像
　（デジタルカメラ）

◎フォトイメージング
　（写真フィルム、フォトブック、現像・プリント）

◎メディカルシステム
　（X線画像診断システム、内視鏡、他）

◎医薬品
　（低分子医薬品、バイオ医薬品）

◎ライフサイエンス
　（機能性化粧品、サプリメント）

◎フラットパネルディスプレイ材料
　（液晶ディスプレイ用フィルム材料）

◎産業機材
　（半導体プロセス材料、電子材料）

◎印刷用機器・材料
　（CTPプレート）

◎産業用インクジェットプリンター・インク

◎光学デバイス
（携帯電話用カメラレンズユニット、
テレビカメラ用レンズ・シネレンズ、
セキュリティ用レンズ）

◎オフィスプロダクト・オフィスプリンター
◎プロダクションサービス
　（デジタル印刷システム）

◎グローバルサービス
　（ドキュメントや業務プロセス改善を
　通じたソリューション提供）

【ビジョン】 【企業行動憲章】

文化の発展
写真・映像・文化の普及と
発展に貢献

文化・芸術の保護・振興
成熟化社会の生きがい
セカンドライフデザイン

解決が期待される社会課題

情報の高度利用
エネルギー・資源の不足
アクセシビリティ
安心・安全な暮らし

医療の充実・高度化
医療の地域格差
アンメット・メディカル・ニーズ
高齢化社会

地球温暖化
CO2削減・環境負荷低減
生物多様性の保全
廃棄物増加
大気・水環境の汚染

科学・技術・産業の発展
先端技術で暮らしを支える
高付加価値製品を創出

人々の健康
予防・診断・治療のトータルな
側面から健康を支援

地球環境の保持
企業活動のすべてにおける
高い“環境品質”を実現

先進・独自の技術による
人々の健康や心豊かな生活、
持続可能な社会の実現

先進・独自の技術による
人々の健康や心豊かな生活、
持続可能な社会の実現

基盤技術

持続可能
な社会
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富士フイルムグループの事業とCSR

わたしたちは、先進・独自の技術をもって、最高品質の商品やサービスを提
供する事により、社会の文化・科学・技術・産業の発展、健康増進、環境保持
に貢献し、人々の生活の質のさらなる向上に寄与します。

わたしたちは、先進技術・独自技術の融合、差別化技術の創出により、新たな価値
を創造し、お客さまに満足と信頼をいただける最高品質の商品、サービスを提供
し続けていきます。
そして、それによって、従来規定してきた『映像と情報』の範疇を超え、社会の文
化・科学・技術・産業の発展、さらに、人々の健康や地球環境の保持にも貢献して
いきます。
その継続的な企業活動が、「世界中の人々が、物質面だけではなく精神面の豊か
さや、充実感、満足感を持ちながら人生を過ごしていける」社会の実現に大きく寄
与することを使命ととらえ、新たな企業理念を定めています。

1. 信頼される企業であり続けるために
社会的に有用な最高品質の商品・サービスを、先進・独自の技術、
安全性への十分な配慮をもって開発、提供する。オープン、フェア、
クリアな企業風土のもと、適正な競争、取引を行うとともに、新た
な価値を創造し、お客さまをはじめとするステークホルダーの満
足と信頼を獲得し続ける。

2. 社会への責任を果たすために
お客さま、地域の方々、株主など社会のさまざまな方とのコミュニ
ケーションを取り、企業情報を適切かつ公正に開示するとともに、
法令をはじめとする各種ルールを守り、公序良俗に反しない。また
「良き企業市民」として地域の文化・慣習を正しく理解し敬意を払
うとともに、地域発展への貢献をはじめ積極的に社会貢献活動を
行う。

3. あらゆる人権を尊重するために
国際的に宣言された基本的人権及び労働基本権を尊重・擁護す
る。また、いかなる強制労働や児童労働も排除する。

4. 地球環境を守るために
環境問題への取り組みは企業の社会的存在と活動に必須の要件
であることを認識し、自主的、積極的に行動する。

5. 社員が生き生きと働くために
従業員一人ひとりの能力開発に努め、安全で働きやすい環境を確
保するとともに、従業員の多様性、人格、個性を尊重する。

富士フイルムグループ企業行動憲章（全文）

http://www.fujifilmholdings.com/ja/about/philosophy/conduct/index.html

オープン、フェア、クリアな企業風土と先進・独自の技
術の下、勇気ある挑戦により、新たな商品を開発し、
新たな価値を創造するリーディングカンパニーであ
り続ける。

わたしたちは、誠実・率直な客観的事実認識と合理的判
断のできるオープン、フェア、クリアな職場風土を作り上
げ、常に勇気をもって挑戦していきます。
わたしたちは、このような企業風土のもとで、当社の持つ
先進技術・独自技術をさらに磨き、お客さまに満足と信
頼をいただける新たな商品、サービスを開発し、新たな
価値を創造し続ける企業、フロンティアとして常に先頭
を走る活力に満ちた企業であり続けます。

企業理念 ビジョン 企業行動憲章
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時代に先駆け、あるときは自らのフィールドまでも抜本的に変えてしまうような

変革に挑むことで事業領域を拡大、新たな価値を生み出してきた富士フイルムグループ。

そのあゆみは、まさにイノベーションの連続であり、

“真に社会が求めることを考え、イノベーションを起こし続ける” という

企業姿勢によって実現化されてきたと言えます。

持続可能な社会に向けて山積みとなる、多くの本質的な社会課題を解決していくためには、

これまでの概念を打ち破る革新的な解決策「ブレークスルー」が必要です。

さらに、その解決策を製品・サービスという形で社会に提供するためには、

実行する一人ひとりの強い思いと、具現化する技術力がなければ実現しません。

特集では、事業を通じてグローバルな社会課題を解決するために、

イノベーションに挑戦し続ける

富士フイルムグループの人と技術のいまを紹介します。

富士フイルムグループは、技術力や市場ポジションで
富士フイルムグル—プの特徴を発揮できる事業分野
で、かつ社会からの要請が大きく今後高い成長が期待
される「デジタルイメージング」「ヘルスケア」「高機能
材料」「グラフィックシステム」「光学デバイス」「ドキュ
メント」の6事業を重点事業分野と位置づけています。
なかでも、健康、エネルギー、情報など、持続可能な社
会を支える上で大きな鍵であると同時に、解決すべき
課題も多い分野に深く関わる「ヘルスケア」「高機能材
料」「ドキュメント」の3つの事業を柱とし、事業活動を
推進しています。

“イノベーション”で未来を拓く
─発想の転換と技術力で目指す社会課題の解決─

デジタル
イメージング

ドキュメントグラフィック
システム

光学
デバイス

ヘルスケア 高機能材料

技術力を発揮し
高付加価値を提供できる
事業分野

社会からの要請が大きく
高い成長が見込める

事業分野

デジタルイ
メージング

ドキュメントグラフィック
システム

光学
デバイス

デジタル
イメージング

ヘルスケア 高機能材料

デジタルイ
メージング

ドキュメントグラフィック
システム

光学
デバイス

ヘルスケア 高機能材料

技術力を発揮し
高付加価値を提供できる
事業分野

社会からの要請が大きく
高い成長が見込める

事業分野

技術力を発揮し
高付加価値を提供できる
事業分野

社会からの要請が大きく
高い成長が見込める

事業分野

●6つの重点事業分野

Part1	 鼻から入れて、体も心も楽にする… …………………… P10
─受診者の身体的負担軽減で胃がんの早期発見に貢献する経鼻内視鏡─

口から入れるのが当たり前だった胃の内視鏡で、負担の少ない鼻から入れるこ
とができる細い内視鏡を製品化

⇒受診者に負担の少ない経鼻内視鏡の普及により、胃がん検診を受けやすい環
境づくり、がんの早期発見に貢献

口から
鼻へ

全員から
一人ひとりへ

捨てるから
使うへ

減らすから
なくすへ

Part2	 全社員が自ら考え、実行する省エネ…………………… P14
─ワークスタイル・イノベーションで実現するCO2排出量の削減─

全社一律に同じ活動をするだけではなく、一人ひとりの働き方や環境に合わせ
て、それぞれ自分で考えた省エネ活動を実施

⇒CO2排出量削減が進まないオフィスビルにおいて、誰もが実行できる新たな省
エネ活動のあり方を提言

Part3	 熱を“捨てる”から“変換する”へ… …………………… P18
─世界最高性能、有機材料によるフレキシブル熱電変換モジュールの開発─

重く硬い材料を使い人工衛星や原子炉など一部の環境下で使われていた熱電
変換を、軽く柔らかい材料で身近に活用できる技術を開発

⇒大量に捨てられている身近な未利用熱を電気に変えることができれば、多くの
再生可能エネルギーを生み出すことが可能

Part4	 すべて“無”、オフセット印刷のエコを極める………… P20
─環境規制の厳しい欧州で支持を得る、完全無処理CTPによる社会貢献─

「現像」というこれまで必要とされていた印刷の作業工程そのものをなくす、自
社の製品対応領域を超えた改革の提案

⇒現像工程に必要な材料やエネルギーを一切必要としないことで、印刷における
環境負荷を大きく削減

ヘルスケア

高機能材料

ドキュメント

グラフィック
システム
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“受診者にやさしい”という価値を追い求めて
　鼻から入れる経鼻内視鏡は、受診者の身体的負担を緩和する内視鏡として開発さ

れました。胃がんの早期発見には直接、胃の内部を観察できる内視鏡検査が有効な

のですが、口から入れる経口内視鏡は喉が「おえっ」となる咽頭反射や麻酔による身

体的負担がハードルとなり、受診をためらう人が多いという問題がありました。富士

フイルム（当時：フジノン）は1999年、「受診者の身体的負担を軽減できないか」とい

う、フランスの医師からの要請をきっかけに経鼻内視鏡の開発を始めました。

　咽頭反射は舌の付け根にスコープが触れることで起こる反応で、鼻から挿入すれば

スコープが触れないため少なくなります。また、鼻への微量の麻酔ですむため、麻酔

による身体的負担も軽減されます。しかし経鼻内視鏡は、医師も受診者も鼻から管を

挿入することへの抵抗感をなかなか払拭できず、普及は進みませんでした。こうした

環境でも、「富士フイルムが開発を続けたのは、受診者が楽になることに、価値を見出

していたからです」と、メディカルシステム開発センター研究マネージャーの圓橋は

当時の研究員たちの決意を振り返ります。

改良を重ね、経口内視鏡に匹敵する性能を実現
　経鼻内視鏡は、受診者への身体的メリットは大きいですが、製品化するには多くの

技術的課題がありました。口よりも小さい鼻から内視鏡を入れるためには、内視鏡の

挿入部を極細にする必要があります。その直径は5.9mm、面積にして経口タイプの

わずか1/3程度です。狭い面積にカメラやライト、吸引口などの機能を凝縮させ、さら

に経口タイプと同等の性能を実現しなければならない。経口内視鏡の性能を追いか

けることが、経鼻内視鏡改良の歴史だったと言えます。

　富士フイルムは2001年に最初の経鼻内視鏡を発売、その後も「経鼻内視鏡連絡

会」などで様々な要望を聞きながら改良を重ね、開発し続けました。そして2011年、

「EG-580NW」を発売。独自開発の画像センサー「スーパーCCDハニカム」搭載で可

能になった鮮明な高画質画像、120°から経口内視鏡と同等の140°に拡大したスコー

プの視野角など、経口内視鏡に匹敵する性能を実現しました。経鼻内視鏡は経口内

視鏡より画質が劣るため胃がんの発見率に差異があるといわれていましたが、これ

らの改善によりがん発見率に差はない、とする報告もされるようになり、実際に使用

した医師からは「検査時の安心感が違う」と、評価の声もいただいています。

経鼻内視鏡の啓蒙活動をすすめ、選ばれる内視鏡へ
　技術的課題とともにハードルとなったのは、“内視鏡は口から”という医療現場での

固定概念です。内視鏡検査が必要か否かは医師が判断します。しかし製品の発売当

時は、検査性能に対する不安から、思うように医師による採用が進みませんでした。

そこで富士フイルムでは、広告やコマーシャルを通して検査時の苦痛が少ないこと

を伝え、ウェブサイト等を活用して経鼻内視鏡検査を受診できる医療機関を紹介す

るなど、受診者への啓蒙活動に力を入れました。

　現在では、こうした活動が効果を生み、自ら経鼻内視鏡を希望する受診者が増加し

ています。

　また、経鼻内視鏡の経験者5,000人に行われたアンケートでは、95％以上の人が

「楽だった」と回答、96％の人が「次回も経鼻を希望する」と答えています※。

　一方、医師を対象とした取り組みとして、経鼻内視鏡を使用している医師を招いて

開催する「経鼻内視鏡連絡会」や販売を担当する富士フイルムメディカルとともに、

全国各地で経鼻内視鏡の理解を促進するセミナーを開催してきました。導入を検討

する医療機関には、実際に使用している医師の声が何より説得力を持ちます。現在も

ひと月に2回以上のペースでセミナーを開催するなど、医師による医師のための啓蒙

活動を継続しています。これらの活動により、現在では、検査性能はもちろんのこと、

受診者の身体的負担の軽減が多くの医師に認められ、国内の約7,000施設で導入さ

れています。

「胃がんの多発国である日本こそ、経鼻内視鏡の普及を」

　私が最初に経鼻内視鏡を導入したのは、ま
だ黎明期とも言える2004年です。日本は胃が
んの多発国であるにもかかわらず、胃カメラ
(内視鏡検査)をすすめると患者さんから敬遠
されがちでした。内視鏡検査に対するイメージ
のハードルを下げ、現状を打破したいという思
いから、経鼻内視鏡の普及に協力できればと
考えたのです。また、鼻から挿入可能な内視鏡
は各社から上市されています。その中でも富
士フイルムは、「患者さんに負担が少ない経鼻
内視鏡を普及させたい」というスタンスをはっ

きり打ち出しており、関係者の方々の真摯な態
度に共鳴した点も活動に協力した大きなポイ
ントでした。
　富士フイルムの経鼻内視鏡は非常に柔らか
く、患者さんへの負担が少ないですが、まだ改
善の余地があります。水切れや吸引力などがさ
らに向上すれば、検査時間が短縮され、患者さ
んだけでなく、術者の負担も軽減されます。今
後も技術改革を進め、「患者さんにも医師にも
やさしい経鼻内視鏡」を目指していただきたい
と思います。

筑波大学附属病院
光学医療診療部 部長  
病院教授

溝上 裕士  氏

※ 静岡日本赤十字病院2008年調べ

面積比
1：0.39

9.4㎜
69.4㎜2

5.9㎜
27.3㎜2

日本で1年間にがんで死亡した人は357,305人※。
そのうち約5万人が胃がんで亡くなっており、がん
のなかでも2番目に多くなっています。ただし胃が
んは、早期発見できれば十分に治療できる病気。
そのためには検診が普及することがとても重要
です。また、近年ピロリ菌の除菌と内視鏡による
適切な経過観察が、胃がんの発生率を大きく抑え
られるということが分かり、一層の胃検診受診率
向上が求められています。
※2011年統計。独立行政法人国立がん研究センター

社会的課題・背景

ヘルスケア事業

鼻から入れて、体も心も楽にする
─受診者の身体的負担軽減で胃がんの早期発見に貢献する経鼻内視鏡─

「胃がん撲滅に貢献し、
健康的な未来を
つくっていきたい」
富士フイルム  R&D統括本部
メディカルシステム開発センター
研究マネージャー

圓橋  敦史

ヘルスケア製品の開発を通して新
たな価値を提供できることが、研究
者として良いモチベーションになっ
ています。製品として供給する以上
は社会に貢献できるプロダクトを
開発したい。世の中を良い方向に
変えていける、そんな製品開発にこ
れからも携わっていきたいですね。

VOICE

特 集

Part1
Special feature

2001年
FUJINON EG-470N 発売
4方向湾曲、高周波処置対応など、経口内視鏡と同等の取り扱い性を実
現。さらに経鼻挿入ができるように柔軟性のある軟性部を採用

2003年 FUJINON EG-470N5/EG-270N5 発売
新操作部採用により内視鏡の使い勝手を向上

2005年
FUJINON EG-530N 発売
小型ハニカムCCDを採用、Sapientiaシステムとの組み合わせにより高
画質を実現

2007年 FUJINON EG-530N2 発売
弱点であった明るさや水切れ性能など、性能面を改善

2009年
EG-530NW 発売
視野角120°から140°へ。表示イメージを変更し、より経口内視鏡に近い
観察性能を確保

2011年 EG-580NW 発売
スーパーCCDハニカム採用。経口に迫る高画質を実現

●経鼻内視鏡開発の経緯

●経鼻内視鏡経験者へのアンケート

●経口内視鏡と経鼻内視鏡の
　スコープの比較（当社比）

●口からと鼻からの挿入の比較

次回も鼻から入る
内視鏡を選ぶ

※出雲中央クリニック調べ

96%

EG-530NWでは、従来の経鼻スコープ視野角120°から140°に拡げ、EG-
580NWではさらに約1.5倍の迫力のある大画面で内視鏡画像を観察するこ
とを可能にした。また近接の観察性能も大幅に向上

 従来スコープ   視野角120°

 従来スコープ  観察範囲 4㎜〜100㎜

  EG-530NW   視野角140°

  EG-580NW   観察範囲 3㎜〜100㎜

経鼻経口

2011年に発売されたEG-580NW
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　また、2012年秋から中国でもセミナーを開始。経鼻内視鏡の海外拡販に向けて、

経鼻内視鏡の有用性をアピールしています。

さらなる経鼻内視鏡普及に向けて
　近年、ピロリ菌感染者が胃がんになるリスクが高いことが明らかになりました※。こ

れまでピロリ菌の除菌は、胃潰瘍や十二指腸潰瘍などにかかっている場合に限り、

医療保険が適用されていましたが、2013年2月からは、慢性胃炎の診断でも適用さ

れるようになりました。慢性胃炎の検査には内視鏡検査が必須で、除菌後も定期的

な内視鏡検査による経過観察が必要なことなどから、身体的苦痛の少ない経鼻タイ

プが受診者に選ばれる可能性が高まっています。

　国内のピロリ菌の感染者は6,000万人といわれ、医療保険の適用範囲拡大により、

検査数は確実に増加すると思われますが、課題となっているのが対応する医師の不

足です。経口内視鏡に比較して、経鼻内視鏡の教育環境が確立されていないからで

す。富士フイルムでは、医師向けのセミナー、検査前に鼻の処置を行うスタッフへの

セミナーを開催するなど、経鼻内視鏡を導入している医師、医療機関と連携したサ

ポートを行っています。

　医師が使いやすく、受診者にやさしい医療機器を提供することで、人々の健康で実

りある人生に貢献していきたい。その思いを持ちながら、今後も富士フイルムは経鼻

内視鏡の開発・普及を図っていきます。

「より患者さんが受診しやすい内視鏡環境を目指して」

　胃の内視鏡検査は患者さんと話ができず、しか
も相手は非常に苦痛な顔をしている、そのことに
非常にストレスを感じていました。患者さんに二
度と内視鏡検査を受けたくないと思わせること
は、重大な疾患の発見の遅れにつながるからで
す。そこで患者さんの苦痛を軽減するため、2002
年に富士フイルムの第一世代となる経鼻内視鏡
を導入しました。当初は苦労しましたが、現在ま
でに検査のしやすさは格段に進歩しています。
　病変を発見する診断力については、経鼻内視

鏡は自信をもっていいと思います。あとは、患者
さんの内視鏡への許容性をさらに広げる努力を
してほしい。クリニックなど、どこでも気軽に内視
鏡検診を受けられるようになれば、がんの早期
発見や医療の地域格差解消につながります。患
者さんの意識下で、安全に受けられる経鼻内視
鏡はそれが可能なのです。今後、多くの医師が取
り扱えるようにさらに使いやすくすることで、最
初の胃検診は経鼻内視鏡という時代が来ること
を期待しています。医療法人社団 出雲中央クリニック

医師

宮脇 哲丸  氏

経鼻内視鏡検査の様々な啓蒙活動
を実施

鼻から.jp 〜胃がんの予防と早期発見〜
http://www.hanakara.jp/index.html

日本全国で行われている経鼻内視鏡普及のためのセミナー

マンモグラフィ普及における様々な課題

　乳がんにかかる女性は、世界的に増加傾向にあります。しか
しマンモグラフィ検診の普及が進んでいる欧米諸国では、乳
がん発症率は増加しているものの、死亡率は減少傾向にあり
ます。つまり、早期発見し適切な治療を行うことができれば、
乳がんによる死亡は防ぐことができるのです。
　一方で、新興国においては、検診が普及する上での様々な
課題が浮かび上がっています。マンモグラフィの画像診断に
は、画像を診断する放射線医師（Radiologist）と撮影する放射
線技師（Radiographer）が必要で、どちらの技術・経験が不足
していても、がんを見逃すなど誤診につながる可能性があり
ます。中東・アフリカ地域では、ピンクリボン活動などにより乳
がん検診の重要性が叫ばれ、受診する女性は増えつつあるも
のの、こうした医師・技師育成の遅れから、検査が必ずしも死
亡率削減に寄与していないという現状があります。富士フイ
ルムグループはこうした課題に対応するため、製品の普及だ
けではなく、診断技術向上のための様々なサポートを各国で
実施しています。

【事例1】  ヨルダンでの読影技術向上の取り組み

　ヨルダンでは、乳がん検診の受診率を上げると同時に画像
診断をする放射線医師の読影技術の向上を目指し、国がサ
ポートするプログラム「Breast Cancer Program」を立ち上げ
ました。2012年3月、米国からマンモグラフィの読影技術に優
れた著名なドクター5名を招へいしプログラムを実施。参加し
たヨルダンの医師200名〜250名が、たくさんの症例を繰り返
し診断することで画像診断技術の向上を図り、大きな成果が

ありました。
　富士フイルムはこのプロジェクトを支援、マンモグラフィ
のワークステーション等の機器を20台、無償にて提供してい
ます。
　ヨルダンは、この成果を中東の近隣諸国に広げることを検
討し、2013年10月にはUAE、サウジアラビア、レバノン、エジ
プト、イラク等の医師も参加する400名〜500名規模のプログ
ラムが開催されることになっています。富士フイルムでは引
き続き支援を行い、機器40台を無償貸与するなどサポートし
ていく予定です。なお本プログラムにおける貢献を評価され、
FUJIFILM Middle East FZE (FFME)はヨルダン政府から表彰さ
れました。

【事例2】  UAEでの撮影技術向上の取り組み

　マンモグラフィの撮影は、未熟な放射線技師が行うと照射
するX線量が多く、かつきれいな画像が撮影できず、正しく診
断されないばかりか、X線量の過多で逆に発がんリスクを高め
る結果にもなってしまいます。富士フイルムでは、教育の遅れ
ている中東、アフリカ地域に技術を広めていくため、ドイツで
20年間、放射線技師をしていたスペシャリストを雇用し、撮影
技術の教育プログラムを作成。UAEの厚生労働省に提案し、無
償で教育を実施しています。
　本教育プログラムはUAEの厚生労働省に正式に認可を受け、
放射線技師のライセンス更新に必要なものとなっています。

　富士フイルムは、自社製品にこだわらないマンモグラフィの
基礎的技術の教育・知識伝達までが、新興国での医療機器を販
売する会社の使命と認識し、今後も活動を行っていきます。

ヨルダン・アン マンで 2 0 1 2
年 2月に 行 わ れ た「 B R E A S T 
IMAGING 2012」。このプログ
ラ ム を 支 援 するヨ ル ダ ン の
ディナ王女も参加され、乳が
ん 早 期 発 見 の た め の 様々な
ワークショップが開催された

※ 「ヘリコバクターピロリ感染と関連要因に
よる胃がんリスク」独立行政法人 国立が
ん研究センター（2006/9/4）

C  olumn  中東におけるマンモグラフィ普及への取り組み
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継続的な省エネを実現する“見える化”システム開発を目指して
　富士ゼロックスは、地球温暖化防止に向けた取り組みとして、2009年に「2020年

温室効果ガス削減目標」を発表しています。2020年までに自社のライフサイクル全

体のCO2排出量を2005年度比で30％削減、新しい働き方を通してお客様先でのCO2

排出量を年間700万トン削減する、という目標を実現するために、基幹事業である複

合機やプリンターなどの省エネ製品の提供に取り組んできました。しかし、削減目標

の達成に向けてより大きな効果を上げるためには、オフィス全体でのエネルギー削

減策が不可欠との結論から、オフィスのエネルギー消費量削減を推進するソリュー

ション・サービスの提供に乗り出しました。その一つの成果が、2010年3月にオープ

ンした「R&Dスクエア」ビルにおける「自立分析型エネルギー使用量見える化システム

『EneEyes』」を用いた実証実験です。EneEyesによる省エネ実証実験は当初、2011

年以降に3年程度かけて段階的に進める計画でしたが、東日本大震災による東京電

力管内の夏季電力使用制限の遂行のため、2011年夏に成果が出せるよう急きょ前倒

しで取り組むこととなりました。

　従業員の省エネ意識を高めることを目的に、使用電力のデータをリアルタイムで

表示するシステムを導入する企業は増加しています。R&Dスクエアでもエントラン

スホールや食堂など、多くの社員が集まるエリアにディスプレイを設置するという案

も検討されました。しかし、データをグラフ化して展示するというアプローチだけで

はデモンストレーション以上の効果は期待できない。社員の省エネ行動を誘発する

ためには“見える化”とともに自立分析による納得性ある省エネ策の実行が必要だと

の結論に至りました。では、どのような情報をどう伝達すれば社員の自発的な省エネ

行動を誘発することができるのか。まずは目標と現状のかい離状態を認識し問題を

見える化すること。そして解決策を考え、施策の効果を提示することを目指しました。

従業員が自分たちでデータの解析を行える機能を加えることが、継続的な省エネ行

動を可能にすると考えたのです。そして問題提起から施策の効果までの一連のプロ

セスが見え、加えて従業員がデータの分析を自立的に行うことができるシステムとし

て、EneEyesの開発に取り組みました。

2011年度は年間約30％のCO2排出量削減を達成
　夏季電力抑制に向けて7月の運用開始を目指し、3カ月を費やし準備を進めまし

た。まずはフロアごと、部門ごとに責任者を決め、従業員が自立的に運用できる体制

を構築しました。さらにR&Dスクエアの過去の電力実績を部門ごとにEneEyesで分析

し、ビル全体の目標とフロアごとの目標を設定。その後、それぞれの責任者が中心と

なり目標達成のための施策を立案しました。省エネメニューには業務への影響度合

などから部門ごとに自主判断で優先順位を付け、トライアルを実施。すぐに効果を確

従 業員5 0 人 のオフィスで 排 出されている
CO2排出量のうち、ビル内のエネルギー消費
で7割近くを占め、そのうち空調・照明・コン
セントだけで6割近くに及ぶ

富士ゼロックスR&Dスクエア
2010年4月より稼働した新しい研究・開発拠
点。既存の研究開発拠点を集約し、領域を超
えた各機能の連携強化、お客様との接点強
化などを目指している

写真撮影：
（株）川澄建築

写真事務所

オフィスにおける省エネやCO2排出量削減対策は、企業が環境経
営を進める上で取り組むべき必須課題と言えます。しかし業務部門

（オフィスビル等）のCO2排出量は、パソコン等のOA機器普及な
どが影響し、減少するどころか増加傾向※にあるのが現実です。オ
フィスビルにおける省エネ対策に行き詰まりが生じるなか、今後
さらなる省エネを進めるためには、省エネと無理のない働き方を
両立できる、抜本的な改革が求められていると言えます。
※ 環境省「日本の温室効果ガス排出量の算定結果」

社会的課題・背景

ドキュメント事業

全社員が自ら考え、実行する省エネ
─ワークスタイル・イノベーションで実現するCO2排出量の削減─

「一過性の成果ではなく
後に残せる価値観を育てたい」
富士ゼロックス
ソリューション・サービス開発本部
ソリューションPM部  グリーンサービスプロジェクト
プロジェクトマネジャー

伊藤  裕二

環境分野の研究・開発の取り組みに
は、経済的な価値観に加えて長期的
な広い視点での価値観が必要だと考
えます。そのためにも私がポリシーと
しているのは、このような価値観に共
感し共有してもらうこと。富士ゼロッ
クスのグリーンサービスも一過性の
実証実験成功で終わらせないため
に、次の世代まで続く価値観＝意識
を社内に醸成したいと思っています。

「企業だからこそできる
エコを通して環境保全に
貢献していきたい」
富士ゼロックス
ソリューション本部  ソリューション開発部

川本  真司

私は個人的にも地球環境保全という社
会問題に興味を持っています。自分は
環境のために何ができるのかを考えた
とき、富士ゼロックスという会社にしか
できないことを通して社会に貢献して
いきたいと思っています。自分たちが
開発したEneEyesなどのグリーンサー
ビスを活用した新しい働き方をお客様
に提案し、お客様のオフィス環境を変
えていくことができたらいいですね。

VOICE VOICE

特 集

Part2
Special feature

●従業員50人のオフィスの
　平均的な年間CO2排出量

ビル内の
エネルギー消費
68.7%

空調
30.2%

照明
14.8%コンセント

（PC等）
13.3%コンセント

（複合機、
プリンター等）
1.5%

その他 
9.0%

乗用車利用
通勤 10.1%

乗用車利用
業務 11.3%

移動のための
エネルギー消費
21.4%

136.5t
-CO2/年

資源投入 5.0%
資源廃棄 4.8%

夏季電力抑制実施トライアル実施削減のためのメニュー
（施策）出し基本方針の決定

・EneEyesで使用実績を
分析し、ビル全体と各フ
ロアごとの目標を設定

・目標を達成するための
施策検討

・各フロアのメニュー
（施策）のトライアル実施
・各施策の効果確認を
実施

・本番運用
・リアルタイムで使用状
況を確認、必要に応じて
追加を実施

●EneEyesの活動経緯

消費電力（千kWh）年間CO2排出量（t）

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000

その他

コンセント

照明

空調

2011年
7月～8月

2010年
7月～8月

0.000000

285714.285714

571428.571429

857142.857143

1142857.142857

1428571.428571

1714285.714286
その他

コンセント

照明

空調

2011 年 7月～8月2010 年 7月～8月

3,500

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
18,000 その他

コンセント

照明

空調

2011年度2010年度

年間
CO2排出量

約30%
削減

消費電力

約30%
削減

環境
負荷合計

5,049
千t-CO2/年

0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000
1,800,000
2,000,000

3 月2 月1月12 月11 月10 月9月8月7月6月5月4月

（kWh） 2010実績　　　2012実績

●EneEyesのシステム構成

●省エネ効果 （左=年間CO2排出量削減効果、右=2011年夏の節電効果）

●R&Dスクエアビルの月間消費電力量の比較 （2010年度 vs 2012年度）

設備系データ
取得用サーバー

省エネ推進者

一般従業員 設備系ネット

イントラネット

表示パラメータ（期間、項目、エリアなど）、表示
形式（円グラフ、棒グラフ）など、自由に選んで
グラフ化

グラフイメージ

データ解析／
見える化

見える化
情報サーバー

EneEyes

ビル中央監視・
制御システム

関連データ測定システム

約 1 , 2 0 0 ポイントの セン
サーからの10分単位のリ
アルタイム測定データを
ビル 中 央 監 視・制 御シス
テムから逐次収集・管理

EneEyesの実証実験が行われた富士ゼロックスR＆Dスクエア
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認するという工程を繰り返すことによって、ブラッシュアップを図りました。省エネを

サポートする手法として、電力の使用レベルを超えると自動的に警告メールが届くな

どの機能も設けましたが、EneEyesの利用によって、強制されるのではなく、現場で

働く従業員自らがエネルギー消費の構造を分析し、施策の効果を確認し具体的なイ

メージとして実感できたことが、省エネ活動を後押し、効果につながったのです。

　もともとR&Dスクエアは、設計段階から環境面に配慮され、CO2排出量が従来比で

35％削減されている省エネビルです。そこからさらなる省エネを実現しなければな

らないため、従業員への要求が厳しくなるのではとの懸念もありましたが、自発的な

省エネ行動を誘発できたことで、新たな設備投資や勤務体系の変更を行うことなく

電力使用制限の基準をクリア。2011年7、8月の消費電力は2010年度同月の約30％

削減、2011年度の年間CO2排出量も約30％削減を実現しました。当初EneEyesを活

用した省エネ実証実験は3年かけて実施する予定でしたが、東日本大震災後、R&Dス

クエアの全従業員を巻き込んだ省エネ活動により、そのデータ採取や加工方法の改

善、EneEyesの応用による効果の実証等をわずか1年で行うことができ、年間CO2排

出量30%削減という省エネ目標を達成することができました。

　2011年度は1日のピーク電力を抑えるという目標を立て目標値をクリアしました

が、2012年度は計画を見直し、年間のアベレージで削減目標を立て、2011年度の実

績を維持し定着化を図りました。2013年度も継続して省エネを実施していきます。

「言行一致活動」を体現したEneEyesでのチャレンジ
　EneEyesの導入によって、エネルギー使用量の現状把握から施策の効果も確認で

きるようになりましたが、これだけでは省エネや電力使用量の大幅削減は実現でき

ません。最大の特徴は、EneEyesの「見える化」機能が従業員の自発的な省エネ活動

を誘発し、一人ひとりが省エネ視点で仕事内容や働き方と深く向き合い、自分たちの

業務に応じた省エネを実践したという点です。

　省エネ施策の効果は、実施の約10分後には数値で表示されます。効果が確認でき

ることが従業員のモチベーションとなり、自ら問題を提起し解決策を考え、取り組み、

さらなるブラッシュアップにつなげるというサイクルを円滑に回すことになりました。

効果が見えるということは、納得した上で次のステップに進めるということです。自分

たちのワークスタイルに合わせ、無理なく無駄を省くことで、使用エネルギーの30％

削減は可能だということを実証できたことが、実証期間中だけにとどまらない継続的

（左から）デモ表示モード、インタラク
ティブ表示モード、解析表示モード

特 集

Part2
ドキュメント事業

な省エネ活動につながっているのです。

　富士ゼロックスは、何ごともまずは自分たちでチャレンジし、その経験を基にお客

様に提案するという「言行一致活動」に取り組んでいます。EneEyesの運用には、まさ

に「言行一致活動」の精神が息づいていたと言えるでしょう。

　こうした業務の実情に合った節電施策や省エネ策に従業員が主体的に取り組み、

高い省エネ効果を上げたことが高く評価され、EneEyesは「2012年度グッドデザイン

賞」をはじめ、いくつかの賞を受賞しました。ビル自体にいくら高度な技術を投入して

も、使う側にその意識が生まれない限り、環境問題は本質的に解決したとは言えませ

ん。働き方に合わせて自分たちで施策を考える。そしてまた、新たなワークスタイル

を創造する一助となるツールがEneEyesだったのです。

ワークスタイルを変革する環境ソリューションとしての展開
　富士ゼロックスの省エネ活動は、建築というハード部分の消費エネルギー抑制だ

けではなく、働き方というソフトの変革に向けたソリューションです。今後はR&Dスク

エアでのノウハウや経験をベースに、他の事業所、海外拠点などに展開すると同時

に、新しい働き方を通して社会システム変革に貢献し、「2020年までにお客様先での

CO2排出量年間700万トンの削減」を実現すべく、個々のお客様に合った仕組みづく

りや働き方の変革をサポートしていきたいと考えています。

　現在、富士ゼロックスでは、コピーやプリントの利用実績をもとにした個人ごとの

CO2排出量や、オフィスの照明、PCなどの電力情報をシステムに取り込むことでオ

フィス全体の電力量を見える化する「環境負荷監視システム」などの環境ソリュー

ションを展開しています。これらに、従業員自らが実践したEneEyesを活用した業務

改善活動で培ったノウハウを付加し、新たなソリューション・サービスとして展開する

ことが次なる目標です。複合機の紙や電力の削減から、オフィス全体の環境負荷低減

へとソリューションを拡大し、「言行一致活動」に基づいた実践を通して提案していき

たいと考えています。

　温室効果ガス排出量の低減は国際社会の急務であり、そのためにも社会システム

の変革スピードを加速しなければなりません。これには一企業だけでなく、様々な産

学官の連携による技術開発が不可欠です。富士ゼロックスは「東大サスティナブル

キャンパスプロジェクト」など、産学連携の研究会へも積極的に参画し、グローバル

な地球環境改善に寄与していきます。

「ハードとソフトの両輪で
お客様のオフィス環境に
貢献する」
富士ゼロックス
R&D企画管理部
グループ長

末光  裕治

今回の活動は、富士ゼロックスが
掲げる「言行一致活動」そのもので
す。自社で実践してきた「EneEyes」
というハードと業務プロセスの変
革・推進というソフトを両輪とした
仕組みをお客様のオフィス環境の
改 善 に 生 かしてい た だきた いと
思います。今後、様々なシチュエー
ションで様々な意見をうかがうこと
で、さらに質の高いシステムへ高
めていきたいと考えています。

「デザインを通じて
社会を豊かにしたい」
富士ゼロックス
商品開発本部
ヒューマンインターフェイスデザイン開発部

松林  景子

EneEyesが働き方の変革でグッド
デザイン賞を受賞したように、商品
のデザインだけでなく、自社の良
い活動を社会に伝えていくのもデ
ザイナーの役目だと思っています。
富士ゼロックスのドキュメントと
は、紙媒体だけでなく情報すべて
のこと。様々な情報を分かりやすく
伝達することで社会を豊かにして
いきたいです。

VOICE VOICE

EneEyesは「グリーンITアワード2011審査員
特別賞」「第21回地球環境大賞フジサンケイ
グループ賞」「2012年度グッドデザイン賞」
などの賞を受賞

業務内容に合わせて
フロアの照明を間引き

間引き後のオフィス間引き前のオフィス

●EneEyesの画面表示モード

照明の間引きやエレベータの一部
停止、ノー残業デー、サーバーの削
減など、ビル全体の共通施策とフロ
アごとの施策を実施。常にEneEyes
で導入施策の効果を確認しあうこ
とで、高い省エネ効果を実現した

利用者 目的 表示モード

一般
従業員

担当エリアの目標や施策
状況の確認

インタラクティブ
表示

省エネ
推進者

具体的な目標管理や省エ
ネ推進 解析表示

訪問者 EneEyesやR＆Dスクエア
ビルの特徴の理解 デモ表示

●利用者の目的に応じた表示モード
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やるからには、世の中の先駆けとなる技術開発を
　「フレキシブル熱電変換モジュール」の開発は、フェローになった3年ほど前、研究

現場の一歩先をいく研究、他社に先駆け一番になれる技術はないかと、研究員だっ

た頃から貯め込んだアイデアの引き出しを探り直すことから始まりました。研究テー

マのポイントは、自分の専門技術と富士フイルムのコア技術を生かせるものであり、

将来的に社会に貢献できる事業となるかという点でした。

　私たちの身近には、いたるところに無駄に捨てられている熱があります。日本で使

われているエネルギーの約8割が化石燃料からつくられていますが、この中で有効利

用されているのはわずか1/3。残り2/3はCO2とともに排熱として捨てられています。

CO2と排熱は、再利用されなければ最大最終の産業廃棄物です。この未利用熱、とり

わけ回収が困難とされる200℃以下の中低温の排熱を、エネルギー問題の解決策と

して有効活用できないかと考えました。では、どのように活用するか。電気に変換して

持ち運べるようにしてはどうか。こうした発想から研究が始まりました。

　実は熱電変換モジュールは、50年以上前から研究されている技術です。しかし、従

来の熱電変換材料は無機材料が中心でレアメタルや毒性のある金属を使っており、

硬く、重い。一般社会で普及を図るには不向きでした。普及に向く材料として、富士フ

イルムの得意とする有機材料を活用してはどうか。有機材料のメリットは、フレキシ

ブルで軽量、加工しやすく、塗布や印刷など富士フイルムのフィルム技術も応用でき

ます。さらに、レアメタルを使わないので低コストで環境保全にも寄与します。素材

開発の業界では熱電変換材料として「有機は無理」という認識が常識化しており、世

界でも例のない研究でした。しかし初めからできると分かっている技術は研究する価

値がありません。研究は未開発だからこそチャレンジする意味があるのです。

軽量で柔軟な性能を生かし、広範囲な分野で実用化を目指す
　実用化にあたっては、有機材料の特性を考え、ミリワットクラス、マイクロワットク

ラスの電力でも機能する製品をターゲットにしています。柔らかく軽い有機材料であ

れば、照明や電化製品、身体など様々な形状に対応でき、これまで利用できなかった

身近な中低温の排熱も活用できるからです。例えば、体温を熱源としてセンサーの電

源にするヘルスモニターなど、ヘルスケア分野への応用も考えています。実用化に向

けては、熱電変換技術に加え、センサー技術など周辺技術もともに高めていかなけ

ればなりませんが、プロダクトとして早い段階で世に出すことが重要だと考えていま

す。一般社会で使われ批評されることで、技術はさらに飛躍し用途も広がるでしょう。

　開発着手から3年という短期間で実用化への目途は立ちましたが、さらにスピード

を加速するために、1年ほど前から産業技術総合研究所と共同開発を開始しました。

富士フイルムは材料技術、産業技術総合研究所はモジュール開発と、それぞれの得

意分野を生かし、切磋琢磨しながら性能の向上を図っています。有機材料を使った熱

電変換モジュールの研究には国も注目しており、「未利用熱エネルギーの活用」を目

標に近々プロジェクトが動き出すようです。

グリーンエネルギー領域で、さらに広がる有機材料の応用範囲
　近年、創エネルギーの新たな技術として、エネルギーハーベスティング技術（環境

発電技術）が注目されています。必要な電力をその場にある自然エネルギーで発電

するという地産地消の考え方ですが、これまで発電媒体となる具体的な材料がなく

研究が進んでいません。フレキシブル熱電変換モジュールの有機材料は、こういった

技術への展開も期待されています。

　世の中の仕組みを一歩掘り下げてみると、未来にとって必要な技術、あるべき姿が

見えてきます。技術開発には理想とする未来のイメージ＝ビジョンを持つことが大切

です。これからも応用展開に向けてクリアしなければならない様々な課題があります

が、多様な材料技術によるサーマルマネジメントを構築し、環境エネルギーによる社

会貢献を推進していきたいと考えています。

「社会全体の省エネルギー化を、産業界としてリードする」

　フレキシブル熱電変換モジュールに関し
て意見交換を行った際に、我々の目指すとこ
ろと富士フイルムグループの考え方が合致
しており、この技術開発推進に関する並々な
らぬ熱意を感じたことから、富士フイルムグ
ループとの共同研究を決めました。
　フレキシブル熱電変換材料の性能は、ここ
数年で桁違いに向上してきています。多様
な排出源から多量に環境中に放出されてい
る排熱を電力変換して有効活用すれば、社
会全体の省エネルギー化につながり、低炭

素社会の実現に貢献できます。同時に、身の
回りのあらゆる場所で常時発生している排
熱で手軽に発電が行えるようになれば、商用
電力や電池に頼らない電源（自立分散電源）
としての応用も期待できます。これまで培っ
てこられたフィルム技術や材料・プロセス技
術を共同研究に生かしていただき、本技術
の事業化を実現することで、新規産業のパイ
オニアとして、また社会の省エネルギー化を
産業界としてリードしていただくことを期待
しています。

独立行政法人産業技術総合研究所
フレキシブルエレクトロニクス研究センター
表示機能デバイスチーム

チーム長
博士

星野 聰  氏

研究員
工学博士

末森 浩司  氏

富士フイルムでは、「フレキシブル熱電変換
モジュール」以外にも、「高性能太陽電池用
色素」「リチウムイオン電池材料」など、様々
なグリーンエネルギー創出に貢献する技術
を開発している

化石燃料等から直接得られる一次エネルギーの約7割が、実は
“排熱”として捨てられています。資源・エネルギー問題が深刻化
するなか、国もこうした膨大な未利用エネルギーに注目し、熱電
変換技術をはじめ、蓄熱、断熱、ヒートポンプなど様々な熱マネジ
メント技術の開発に力を注ぎ始めています。資源をもたない日
本のグリーンイノベーションの推進には、未利用熱エネルギーの
革新的な技術開発が不可欠な状況と言えます。

高機能材料事業

熱を“捨てる” から“変換する”へ
─世界最高性能、有機材料によるフレキシブル熱電変換モジュールの開発─

富士フイルム
フェロー

青合  利明

特 集

Part3
Special feature

Nano tech 2013国際ナ
ノテクノロジー総合展・
技術会議では、持続可
能な社会実現に貢献す
る技術開発を評価され、

「グリーン ナノテクノ
ロジー部門賞」を受賞

熱エネルギーを電気エネルギーに変換して発電する
システム。フィルム基板に有機材料を塗布し熱源に
貼り付けることで発電する。1℃以上の温度差があれ
ば発電できるため、人間の体温と外気温との温度差
からでも発電できる。加工性に富み低コストで生産
できるため、様々な分野での利用が見込まれている。
写真の装置は、手の温度でセンサーが反応すること
でミニカーが走る仕組み

軽量で柔らかいのが特徴 電灯の熱でも反応する

夢をみる力。
明日をつくる力。

未来ハウス　A1パネル

社会的課題・背景

●排熱分布─中低温（200℃以下）の
　排熱エネルギーの占める割合

出典：（財）省エネルギーセンター「工場群の
排熱実態調査」（平成12年度）を基に作成

国際ナノテクノロジー総合展でも展示された富士フイルムの先進・独自の様々な技術
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環境性能と印刷品質を両立する完全無処理CTP
　富士フイルムグローバルグラフィックシステムズは、2004年から現像工程が不要

で環境負荷の少ない無処理CTP（Computer To Plate）の開発に着手し、2006年には

初の無処理CTP「PRO-T」を発売。その後さらに、環境性能と印刷品質を向上する改良

を重ね、2011年には安定した印刷品質を実現する完全無処理CTP「PRO-T3」（国内

名称：XZ-R）を発表しました。無処理CTPは現像工程がないため、現像で出る廃液は

ゼロ、さらに機器のための電力、スペース、メンテナンス費用が軽減できるため、環

境負荷低減と印刷全体のコストダウンに貢献できます。

　環境性能面では認められている無処理CTPですが、その普及には印刷品質との両

立が壁となっていました。無処理CTPは、現像機の工程を印刷機上で行います。顧客

の印刷工程では、印刷機に加えてインク、紙など、様々なメーカーの様々な資材が使

われているため、多岐にわたる印刷資材のあらゆる組み合わせに対し安定した印刷

品質を提供する、「ロバストネス（守備範囲の広さ）の実現」に苦慮しました。本来、印

刷工程の領域はこれまで富士フイルムグループの製品がカバーしきれない範囲。そ

れゆえハードルも高く、高い印刷品質を求めるお客様の不安を一つひとつ解消しな

がら改良を重ねていきました。

WaterAidへの協賛で、環境企業「富士フイルム」を訴求
　現在、圧倒的な環境性能と印刷品質を持つPRO-T3は欧州諸国を中心にシェアを

伸ばし、欧州約1,000社、米州約600社、国内約350社、世界で約2,000社の印刷会社

に導入されています。しかし無処理CTPという新たな技術を世界に拡販するにあたっ

ては、その特徴にフィットするプロモーションが必要でした。そこでPRO-T3の最大の

特徴である環境性能を武器に、まずは環境意識の高い欧州で拡販する戦略を立てま

した。

　完全無処理CTPは、現像で使用する水使用量の削減にもつながる製品です。そ

の特徴と、富士フイルムの環境に対する考え方を分かりやすく訴求したいと考え、

PRO-T3の売上の一部を水資源の課題解決に取り組む「WaterAid」※1への協賛金

として寄付、お客様とともに社会貢献できる仕組みを構築しました。また、無処理

CTPの販売ターゲットである中小印刷会社に、環境性能や印刷品質、低コストを直

接アピールするために、専用ウェブサイト「PRO-T3.com」を立ち上げ、認知度アッ

プを図りました。2012年5月には、世界最大規模を誇る国際印刷・メディア産業展

「drupa2012」※2に出展しプロモーションを展開。大きな反響を呼び、環境意識の高

い欧州でのPRO-T3の認知度は飛躍的に高まっています。

　現在、WaterAidと富士フイルムグループは、世界各地での環境セミナーの開催

計画を進めています。環境保全への取り組みを訴求する活動を通じて当グループの

ブランディングを進めるとともに、地球規模での社会課題解決に貢献することが、グ

ローバル企業の使命だと考えています。
※1 WaterAid：安全な水の供給と公衆衛生や衛生教育に取り組む国際的なNGO団体
※2 drupa：4年に一度ドイツ・デュッセルドルフ見本市会場で開催される、世界最大規模の国際印刷・メディア産業展

欧州現地生産ラインの稼働で、納期を大幅に短縮
　プロモーション戦略に加え、PRO-T3を欧州で普及させる上で課題となったのが納

期の問題です。当初、日本で生産し各国に納品していましたが、この生産方式では受

注から納品まで3～4カ月もの期間がかかってしまうこともありました。そこで、納品の

スピードアップを図るため2012年1月、FUJIFILM Manufacturing Europe B.V.（オラ

ンダ）において、最新鋭技術と省エネ設備を導入した「CTP版」新生産ラインを稼働。

現地生産への切替えにより納期は1カ月まで短縮することができました。新ラインに

は独自開発の循環型エネルギーシステム「Co-generative Thermal Oxidizer（コー

ジェネレイティブ サーマル オキシダイザー、CTO）」をはじめ最新鋭の省エネ設備を

導入、また風力発電設備を稼働させるなど、生産時の環境負荷の低減にも積極的に

取り組んでいます。

2つの新技術の相乗効果により、品質と生産
性を両立。
FPD - Fine Particle Dispersion技術
感光層に特殊な微細粒子を分散させること
で、画像形成性と画像部強度を同時に確保
する新技術
RSS - Rapid Stable Start-up技術

「画像部の強度」と「非画像部の除去性」とい
う相反する性能を両立させ、印刷機上で高
速に安定した画像形成を実現する新技術

アルカリ現像はもちろん、ガム洗浄などの従
来の処理工程が一切必要ない“完全無処理”
を実現

様々な資源やエネルギー、薬品、溶剤などを大量
に消費する印刷業界では、環境への対応は大きな
経営課題となっています。印刷工程のデジタル化
によるフィルム削減など、環境負荷低減は進んで
はいますが、特に環境意識の高い欧州・日本・米国
などにおいては、現像処理が不要で廃液が出ない
無処理CTP版や現像処理工程の廃液量が削減で
きるケミカルフリーCTP版など、環境に配慮した製
品が強く求められています。

社会的課題・背景

グラフィックシステム事業

すべて“無”、オフセット印刷のエコを極める
─環境規制の厳しい欧州で支持を得る、完全無処理CTPによる社会貢献─

「新興国市場への浸透を
図り、メーカーとお客様で
Win-Winの関係を」
P R O - T 3 は 企 業 の 社 会 的 責 任

（CSR）を果たしていく上で、まさ
にフラグシップの製品。環境負荷
の低減という責任において、新興
国での啓蒙と浸透を図っていくの
が急務だと思います。環境教育面
でも技術面でもまだまだ課題は多
いですが、CSV（Creating Shared 
Value）を意識して富士フイルムと
お客様でWin-Winの関係を築きた
いですね。

「PRO-T3は環境負荷のない
究極のCTPです」
この製品開発に関わることで当社
の事業領域が広がり、印刷機の技
術 につ いて学 べ たことが 無 処 理
C T P の 改 良 にお いて大きな 糧 に
なっています。環境負荷のない究
極のCTPを開発し世界に広めてい
くことに社会的意義を感じていま
す。さらに印刷知識を強化し、業界
全般の環境負荷を軽減していきた
いです。

富士フイルム
グローバル
グラフィックシステムズ
技術一部
担当課長（当時）

中野  治夫

富士フイルム
グローバル
グラフィックシステムズ
技術一部

高橋  宏和

VOICE

VOICE

特 集

Part4
Special feature

●印刷工程の進化

「現像機が必要ないので、環境にやさしいだけではなく
コスト削減にもつながります」

　英国ウェストヨークシャー州ブリッグ
ハウスのAxis Printing Ltd.は、アートと
レジャー産業、商業印刷、ギフト包装紙
とグリーティングカードという３つの市
場に特化した商業印刷会社です。Axis 
Printing Ltd.では環境への責任が企業と
しての重大な行動指針となっており、経
営陣は環境負荷の率先した軽減を継続す
ることを約束しています。

　市場での徹底的な調査を経て、わが社
では富士フイルムの現像処理が不要な

「PRO-T」を導入しました。現像機を必要
としないということは、現像機が使用して
いた化学薬品、水、エネルギーなどを一
切使わないことになります。このことは単
に環境にやさしいだけでなく、ビジネス
的にもコスト削減につながっています。

Axis Printing Ltd.
共同経営者／販売責任者

アレックス・グリーンマン  氏

●PRO-T3のライフサイクル工程ごとのCO2排出量
　（0.24mm厚の場合）			  　　　　 　  単位：kg-CO2

原材料調達 生産工程 流通販売 使用維持 廃棄リサイクル 合計（CFP値）
7.37 1.00 0.25 0.06 0.05 8.73

※CFPマークの数値は、1㎡あたりの換算値

「PRO-T3」は一連の環境
性 能 が 高く評 価され 、印
刷 資 材で 初 めて、カーボ
ンフットプリント（CFP）の
マークを付与されている「PRO-T3」は世界最大規模の国際印刷・メディア産業展「drupa2012」でもプロモーションを展開

DTP※登場後（CTF※）のワークフロー
画像入力・文字入力
印刷用データ作成

スキャナー・デジカメ・パソコン

フィルム出力 最終ポジ
フィルム現像

フィルムから
刷版に露光 刷版現像 印刷

フィルムセッター 現像機 露光機 現像機 印刷機

現行のCTP※のワークフロー
画像入力・文字入力
印刷用データ作成

スキャナー・デジカメ・パソコン

富士フイルムグループの製品対応範囲

刷版出力 刷版現像 印刷

CTPセッター

刷版出力

CTPセッター

現像機 印刷機

無処理CTPのワークフロー
画像入力・文字入力
印刷用データ作成

スキャナー・デジカメ・パソコン

印刷

印刷機刷版現像を印刷機
上で行うことで、現
像行程を省略

※DTP：Desktop publishing  印刷用データ作成までの行程をすべてパソコンで行う
※CTF：Computer to film  デジタルデータを製版フィルムに直接出力する
※CTP：Computer to plate  製版フィルムを使用せずに直接、印刷する版に出力する
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地球規模での環境問題解決に向け、新興国の環境意識を育む
　今後、環境負荷の少ない印刷を世界に広めていくためには、各国の地域特性、

ニーズを考慮した戦略を進めていく必要があります。欧州・米国では無処理CTPをメ

インにしていますが、日本では普及率の高いアルカリ処理システムでの環境負荷低

減にも力を注ぎ、大規模な設備更新をせず環境負荷低減を実現するソリューション

として、現像廃液削減装置「XR-1200F」※の導入を推進しています。また、新興国での

最大の課題は環境意識の遅れです。新興国の多くはいまだ廃液処理等の環境に対

する規制そのものがありません。さらに設備投資の低コスト化も重要です。そこで富

士フイルムグループでは、インドネシアやトルコ、ブラジルをはじめとした新興諸国

において、当社の環境製品の紹介を通して環境意識の底上げを図ろうとしています。

　特に新興国への普及では、環境教育と同時に価格の適正化、ロバストネス（守備

範囲）のさらなる拡大を図る必要があるなど、市場開拓に向けた課題は山積みです。

しかし、環境保全は世界共通の重要な課題であり、環境製品への需要は確実に伸び

ていることから、無処理CTPを筆頭にした環境負荷低減を実現するトータルソリュー

ションのさらなる普及、新技術の開発に向け、取り組みを継続していきます。
※ XR-1200F：現像廃液削減装置。現像液を水と濃縮液に分け、廃液の回収量を1/8〜1/10にまで削減。分別した水は再利

用することができる

「PRO-T3」専用のウェブサ
イト。お客様のWaterAidへ
の協賛活動への参画意識
を高めるために、販売数量
に 応じて積 み 上 がる協 賛
金を可視化している。また

「drupa2012」の展示ブー
スでもWaterAidへの協賛
活動を訴求

ユーザーの環境への意識を高めるため、新興諸
国を中心に環境対応製品、ソリューションをPRす
るセミナーを実施（上：トルコ、下：ポルトガル）

スージー・ケネディ氏（左）、吉澤恵吾（中央）、
グラハム ・リーソン（右）

特 集

Part4
グラフィックシステム事業

VOICE

VOICE

「フロンティア精神をもって
海外市場のシェアを
もっと伸ばしていきたい」
PRO-T3は欧州ではある程度受け入
れられていますが、世界的にはまだ
まだ認知度は低いという点で、チャ
レンジする価値は大きいと考えて
います。フラグシップの製品をもっ
て、アフリカをはじめ新興国を開拓
していきたいですね。環境製品開
発のチャレンジャーとして、会社の
成長に貢献していきたいです。

「環境技術をコアに、新たな
商機につなげていくチャンス」
昨年10月まで、アメリカの現地法人
でPRO-T3のマーケティング業務に
携わっていたのですが、環境負荷
の低減と印刷品質を同時に訴求す
ることでシェアが伸びたという実感
があります。どこの国でも環境を改
善したいというニーズは変わらな
いはずです。品質とともに環境訴求
をコアに考えることで、新たな商機
につなげていきたいと思います。

富士フイルム
グローバル
グラフィックシステムズ
海外営業部（当時）

野村  浩順

富士フイルム
グローバル
グラフィックシステムズ
海外営業部
担当課長

有岡   厳

全な水が不足し、人口の大半を占める農村
地域の多くで十分な食物を育てることがで
きません。また、人口のほぼ半数の人が安
全な水を利用できていません。そのため、
女性や子供が毎日2時間以上かけて水汲み
に行くことになります。トイレの利用率はさ
らに低く、人口のわずか25％に過ぎません。
このことは、無計画に広がった人口過密地
域の人々の健康にとって大きな問題となっ
ています。こうしたことが国民の健康に重大
な影響を与え、毎年、防止できるはずの下
痢性疾患によって20,000人もの子供たちが
5歳以下で命を落としています。
　こうしたなかWaterAidは、富士フイルム
の支援の下、スラム街のトイレを洗浄する
ための新型ポンプや、タンザニア全土の給
水所の場所と状態を記録できる革新的なシ

ステムなど、より長期間に渡って使用できる
水資源改善のための道具・サービスを導入
することができました。
──────────────────
　持続可能な取り組みの推進を支援していくため
に、富士フイルムは欧州、中東、アフリカで販売し
ているBrillia HD PRO-T3の㎡あたりの売上の一部
を2012年5月から「最貧地域での安全な水の供給
と衛生問題」に取り組んでいるNGO団体WaterAid
に寄付しています。 
　製版工程において従来必要な現像液、水がゼロ
になる無処理CTP「PRO-T3」のベネフィットが、この
WaterAidの活動につながるため協賛を開始しまし
たが、 開始後1年間の寄付総額は、PRO-T3の販売拡
大により、目標の30,000ユーロを大きく上回る65,025
ユーロとなりました。今後さらに拡販し、この社会活
動に間接的に貢献していきたいと考えています。

（FUJIFILM Europe GmbH  吉澤恵吾、グラハム ・
リーソン） 

　2012年から2013年までの富士フイル
ムの支援によって、WaterAidはアフリカの
最貧地域、例えばタンザニアのBarabara 
YaMwinyiなどの人々の生活を改善すること
ができました。タンザニアは東アフリカ最大
の国であり、4,000万人を超える人々が暮ら
しています。暑く乾燥した気候のために安

WaterAid、コーポレートアカウントマネジャー

スージー・ケネディ  氏
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「CSR活動報告」では、富士フイルムグループが取り組む中期CSR
計画とCSR課題について、2012年度の代表的な活動を中心にご
報告しています。9つの重点課題の実績に加えて、富士フイルム
グループとして重要と考える活動を取り上げています。
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コーポレート・ガバナンス

　富士フイルムホールディングスでは、取締役会をグ

ループ経営の基本方針と戦略の決定、重要な業務執行に

係る事項の決定、並びに業務執行の監督を行う機関と位

置づけています。取締役は12名以内とすることを定款で

定め、現在の員数は12名で、うち1名が社外取締役です。

取締役の使命と責任をより明確にするため、任期は1年と

しています。また、業務執行の迅速化を図るため、執行役

員制度を採用し、執行役員は取締役会が決定した基本方

針に従って業務執行の任にあたっています。なお取締役

（社外取締役を除く）及び執行役員に対する報酬支給に

ついては、株価変動に関わる利害を株主の皆様と共有し、

企業価値向上への貢献意欲や士気を高めていくことを目

的に、ストックオプション制度※を導入しています。

※ ストックオプション制度：会社の取締役や従業員等に対し、職務執行の対価として、一定
期間内に、あらかじめ定められた価格で会社の株式を購入できる権利を付与する制度

◉コーポレート・ガバナンス体制

コンプライアンス＆リスク管理
CSR委員会

グループ企業行動憲章
相談窓口

グループ行動規範
各種ガイドライン

CSR部門（事務局）

業務執行

広報／IR部門 人事部門経営企画部門 総務部門 技術経営部門法務部門 CSR部門

富士ゼロックス株式会社 富山化学工業株式会社富士フイルム株式会社

執行役員 内部監査部門
経営会議

代表取締役社長・COO

代表取締役会長・CEO

取締役会
◎グループ経営方針・戦略の決定
◎重要な業務執行に係る事項の決定

◎業務執行の監督

株主総会

監査役会 会計監査人

●コーポレート・ガバナンスの体制

日本での国際環境会議と
北米・欧州・中国での地域環境会議を開催
　富士フイルム本社が定める環境重点課題の関係会社へ周
知、及び各社で抱える環境課題の共有化、解決に向けた議論
の場として、地域統括本社の環境担当者が集まる国際環境会
議（コアグループ会議）と各地域別に各社の環境担当者が集ま
る地域環境会議を設け、活動を推進しています。北米と欧州に
加え、2012年度は中国でも地域環境会議をスタート、各社の
環境担当者が会議に参加、本社方針の理解を進め、各社が進
める環境施策について議論しました。また、2012年10月には5

回目となるコアグループ会議を日本で開催、初めて中国本社
の環境担当者が参加し、各国・地域法規制の監視システムの
運用や、製品の環境データのワールドワイドでの活用方法等
について協議し、課題を共有しました。

日本・北米・欧州・中国で開催した環境会議（左：中国、右：日本）

CSRマネジメント
CSR活動報告

　富士フイルムグループの創業の原点と言える写真フィ

ルムは、製造時に「大量で清浄な水と空気」が不可欠であ

り、また、撮影前に試すことができない「信頼を買っていた

だく商品」であることから、環境保全、ステークホルダーか

らの信頼は当社ビジネスにとっての大前提という考え方

が、事業活動の根底にあります。これが富士フイルムのCSR

（企業の社会的責任）の原点であり、DNAとなっています。

　富士フイルムグループは、持株会社体制となった2006

年に「第二の創業」を掲げ、企業理念、ビジョンを制定、そ

の精神をベースとした全グループ会社に適用する企業行

動憲章、行動規範を定め、グループ全社で徹底しています。

企業行動憲章では、人権尊重を含む5つの原則を掲げてい

ます。また行動規範においては、コンプライアンスを「法律

に違反しないということだけではなく、常識や倫理に照ら

して正しい行動を行うこと」と定義し、トップを含む全従業

員がこれらに沿った行動を実践する宣言をしています。

　さらに富士フイルムグループの全従業員が日々の業

務の中でCSRを意識し実践できるよう、「誠実かつ公正な

事業活動を通じて企業理念を実践し、ビジョンを実現す

ることにより、社会の持続可能な発展に貢献する」という、

「CSRの考え方」を明確にしています。その活動を具体化

するために、2008年から2010年にかけて6つの活動方針

（グリーン・ポリシー、社会貢献方針、生物多様性方針、調

達方針、品質方針、労働安全衛生方針）を策定しました。

　これからも、CSRの考え方を国内外の全グループ会社で

共有し、実践することで、社会の持続的発展に貢献してい

きます。

◉富士フイルムグループのCSR

「大量で清浄な水と空気」の恵まれた環境の中にある神奈川工場足柄サイト、その
水源と水源かん養林

http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/index.html

持続可能な社会

新たな価値の創造

【企業理念】

企業行動原則に則った倫理行動

事業プロセスにおける
環境・社会への配慮

事業を通じた
社会課題の解決

●富士フイルムグループのCSRの考え方

●富士フイルムグループのCSRの考え方と各種方針

富士フイルムグループ企業理念・ビジョン

富士フイルムグループ企業行動憲章・行動規範

富士フイルムグループのCSRの考え方

※�「企業理念・ビジョン」…
  「企業行動憲章・行動規範」
　（P6、ウェブサイト参照）

グリーン・ポリシー
（環境方針）
2008年7月制定

▷ウェブサイト参照

品質方針
2010年1月制定

▷ウェブサイト参照

調達方針
2009年10月制定

▷ウェブサイト参照

生物多様性方針
2009年6月制定

▷ウェブサイト参照

社会貢献方針
2008年4月制定

▷ウェブサイト参照

労働安全衛生方針
2010年1月制定

▷P50参照

◉監査体制

　富士フイルムホールディングスは、監査役制度を採用し

ており、現在監査役5名（うち3名は社外監査役）によって監

査役会が構成されています。各監査役が取締役会に出席

する他、常勤監査役は経営会議にも常時出席するなど、業

務の遂行全般にわたって監査を実施しています。また富士

フイルムホールディングスは、業務執行部門から独立した

内部監査部門として、現在9名のスタッフからなる監査部

を設けています。持株会社の立場から、事業会社内の内部

監査部門と協業または分担して監査を行い、当社グループ

の業務の適正性について評価・検証を行っています。
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CSR活動報告

グスCSR委員会への活動報告等を行い、グループ全体で

PDCAサイクルに則ったCSR活動に努めています。

CSR活動報告

CSRマネジメント

　富士フイルムグループは、グループ全体のCSR活動を

円滑に行うために、富士フイルムホールディングス社長を

委員長とするCSR委員会を設置し、グループ全体のCSR活

動推進のための意思決定を行っています。CSR委員会事

務局である富士フイルムホールディングスのCSR部門は、

富士フイルムグループのCSR経営を徹底させる役割を担

当。活動基盤整備や社外への情報開示、ステークホルダー

とのコミュニケーションの他、グループ各社のCSR活動の

支援、進捗管理を行っています。

　グループ各社のCSR担当部門は、全社方針に基づいた

CSR活動計画の策定と実施や、コンプライアンスの徹底、

リスクマネジメントの実施、ステークホルダーとのコミュ

ニケーションの推進、並びに富士フイルムホールディン

　富士フイルムグループでは、社会の期待や要請を的確

に反映したCSR活動推進のため、持続可能性に関する課

題をリストアップし、「富士フイルムグループに与える影響

度」と、法令順守、業界基準、社会の期待や要請に対応し

たことで社会から受ける評価を「対応の評価度」とした2軸

で、重要性評価マップを作成、重要課題の設定を行ってい

ます。中期経営計画VISION80の達成を支え、事業の成長

と環境、社会への影響低減の両立、企業価値の向上を目指

すものとして、この重要性評価マップから「気候変動問題」

「化学物質管理」「人材育成」「情報開示と対話」「社会・文

化貢献」「生物多様性」を中心に重点課題を設定、中期CSR

　企業は様々なステークホルダーと関わりながら活動を

行っており、それぞれのご意見や期待を受け止めることは

重要です。富士フイルムグループでは、適切に情報を開示

するとともに、事業活動がステークホルダーの皆様の要

請や期待に応えているかを、様々な機会を通じて検証し、

活動に反映させています。また、CSR活動推進にもステー

クホルダーの皆様のご意見を反映させるため、サステナ

ビリティ・レポートでのレビューを行っています。

　活動全体に関するご意見に加え、「地球温暖化対策の

推進」等の重点課題に関しては、それぞれの課題につい

て個別に、社外の方にレポート原稿とともに活動内容を

説明し、評価やアドバイスをいただいています※。自社の

振り返りに加えて、社外の方からご意見をいただくことで、

活動を見直すよい機会となっています。今後も活動を推

進させるため、継続していく予定です。

※P36、P39、P43、P45、P49、P55参照

◉富士フイルムグループのCSR推進体制

◉ CSR重点課題の設定

◉ステークホルダーとのコミュニケーション

●富士フイルムグループのCSR推進体制

●富士フイルムグループのステークホルダー・コミュニケーション

●CSR推進における「重要性」評価マップ

高

対
応
の
評
価
度

富士フイルムグループに与える影響度
大低 小

社会の期待や要請

自主・業界基準

法令順守

社会・文化貢献 気候変動問題

高

対
応
の
評
価
度

富士フイルムグループに与える影響度 大

低

小

社会の期待や要請

業界基準

法令順守

生物多様性

社会・文化貢献 気候変動問題

内部統制強化

CSR調達
品質・製品安全

重要度：中

重要度：小

重要度：大

重要度：大

情報開示と対話

人権・雇用

人材育成

労働安全衛生

化学物質管理

CSR活動の客観的評価

生物多様性

内部統制強化

CSR調達
品質・製品安全

情報開示と対話

人権・雇用

人材育成

労働安全衛生

化学物質管理

CSR活動の客観的評価

計画を策定しました。中期CSR計画をベースに各事業会社

において年度計画を策定、毎年活動を振り返り、翌年度の

目標を設定、計画の達成に向けて活動を推進しています。

シェアード
サービス

富士
フイルム
株式会社

富士
ゼロックス
株式会社

富山
化学工業
株式会社

富士フイルム
ビジネスエキスパート

株式会社

富士フイルムホールディングス株式会社

CSR委員会
全グループに関わるCSR関連事項について
●基本方針の審議・決定
●重点課題・施策の審議・決定

委員長：富士フイルムホールディングス 社長

各社 CSR担当部門
活動遂行に伴う
● CSR活動計画の策定と実施
●コンプライアンスの徹底、リスクマネジメントの実施
●ステークホルダーとのコミュニケーションの推進
● �富士フイルムホールディングス CSR委員会へのCSR活動報告

事業会社

CSR委員会事務局
富士フイルム
ホールディングス
総務部  CSRグループ

● �CSRガバナンスの全
グループ適用（CSR
委員会決定の方針、
戦略目的の展開）

● �CSR委員会決定の
重点課題・施策の
展開と進捗管理

● �各社のCSR活動の
支援（情報の収集
と分析評価）

● �社会への情報開示
とステークホルダー
との対話

● �全グループのCSR
活動の監査

主なステークホルダー 主な責任と課題 コミュニケーション手段

お客様

デジタルカメラ、化粧品からオフィス
プリンター、メディカルシステム、医
薬品、高機能材料、印刷用機器・材料
など幅広い商品群を持ち、ほぼ全世
界で事業展開する富士フイルムグ
ループのお客様は、個人、企業、官公
庁など多岐に渡ります。

・商品の安全性、品質の確保
・環境配慮製品・サービスの提供
  ★P37
・適切な商品・サービスの情報の
  提供
・お客様満足度の向上★P56
・お客様への対応・サポート★P57

・カスタマーセンター（お問い合わせ窓口）
・ユーザビリティ評価会、モニター調査
・顧客満足度調査
・商品購入者アンケート
・ショールーム、展示会
・セミナーの開催
・ウェブサイト、ソーシャルメディア

従業員

富士フイルムグループで働く従業
員は、282社、約8万人。構成比は、国
内：49％、米州：8％、欧州：6％、アジ
ア他：37％で、世界各地で活躍して
います。（2013年3月末）

・労働安全衛生の確保★P50
・人権の尊重★P46
・多様性の尊重★P47
・人材の育成と活用★P47

・経営トップとの語り合いの場
・人事部窓口、人事部面談
・コンプライアンス・セクハラ・ヘルプライン
・労働組合と会社の定例会
・安全衛生委員会
・社内報、イントラネット

株主・
投資家

富士フイルムホールディングスの株
主数は89,244名。機関投資家及び
海外からの投資比率が高いことが特
徴です。持株比率は外国法人などが
38.0%、日本の金融機関が34.6%と
なっています。（2013年3月末）

・企業価値の維持、増大
・適正な利益還元
・適時、適切な情報の開示
・社会的責任投資（SRI）への対応

・株主総会
・決算説明会
・投資家向け説明会
・IRカンファレンス
・個別ミーティング
・アニュアルレポート
・株主通信
・IR情報のウェブサイト
・お問い合わせ窓口（コーポレートコミュニケーション室）

取引先

富士フイルムグループは、原材料、
部品の調達先、製品の販売先など世
界各国で取り引きをしています。

・公正で公明な取り引きの徹底
・サプライチェーンにおける環境や
  人権などCSRの推進★P30、46

・調達先向けの説明会（グリーン調達、含有
  化学物質管理など）
・CSRアンケート（自己監査）
・取引先専用ウェブサイト
・取引先との定期的な協議
・お問い合わせ窓口（各調達部門、販売部門）

地域社会
将来世代

富士フイルムグループは、世界約40
カ国に拠点を置き、それぞれの地域
の文化、慣習を尊重して活動すると
ともに、将来世代への教育支援にも
力を注いでいます。

・本業を生かした貢献活動★P52
・地域の文化や慣習の尊重、環境
  保全
・事業場での災害、事故防止
・将来世代への教育支援

・環境対話集会
・工場見学
・地域でのボランティア活動
・自治体（市役所や市長、自治会長など）との
  定期的な協議
・お問い合わせ窓口（各事業所、各工場）
・学術機関への講師派遣、寄付講座
・NGO/NPOと協働した環境教育活動

行政・
業界団体

富士フイルムグループはほぼ全世
界で事業を展開。事業ごとに数々の
業界団体にも所属、行政とも協業、
情報交換を含め積極的に関わりを
持って活動しています。

・法令順守★P32
・社会課題の解決に向けた公共政策
  への協力、共同研究開発

・業界各種委員会への参画
・業界などガイドラインづくりへの参画
・業界団体を通じたパブリックコメントの
  表明
・行政、業界団体との共同研究
・社会課題の解決に向けた提案

NGO/NPO

環境保全や社会課題の解決など、
持続可能な社会を目指し活動する
NPO／NGOと対話、情報交換を行っ
ています。

・社会・環境課題の解決に向けた
  対話、協働、支援

・サステナビリティレポートへのご意見
・ステークホルダー・ダイアログの参画
・公益信託富士フイルム・グリーンファンド
・様々なCSR課題の検討会
・NPOと連携した被災地支援活動

★：詳細をサステナビリティレポートに掲載
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CSR活動報告CSR活動報告

CSRマネジメント

目指す姿
1. 経営課題の達成を支援するCSRを富士フイルムグループ事業会社間の連携強化のもとに推進する。 

2. 事業の成長と環境への影響低減の両立、CSRブランド価値のさらなる向上を目指す。

●中期CSR計画（2010年度～2013年度※）

推進方針 重点課題 中期目標 2012年度の主な実績（進捗状況）

構 造 改 革 を
支える組織風
土としての健
全性の確保

（組織基盤の
強化）

グループ各社の
コンプライアン
ス／
リスクマネジメ
ントの質的向上

①企業行動憲章、行動規範の周知徹底
②リスク課題の管理システムの充実

●国内各社役職者経由の全従業員向けコンプライアンス説明会の実施
　（役職者向け説明会約60回・3,000人対象）
●腐敗防止規程の導入（日本、北米、欧州、東南アジア、中国の一部の会社）
●震災など自然災害を含む全社リスク課題の見直し
●グループ全体の情報セキュリティ規程、ガイドラインの導入準備

ス テ ー ク ホ
ル ダ ー の コ
ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン の 充
実

①サステナビリティレポートの充実
②ステークホルダー・ダイアログの有効

活用

●CSR広報の積極実施（リリース：4件、講演・発表：27件、寄稿：3件）
●日・英・中版サステナビリティレポートの発行（第三者意見を受け、当社グループ方針の掲載）
●ステークホルダー・ダイアログの実施（印刷事業部門に対して、環境への取組みの啓発として実施）
●お客様の声を反映し、製品、サービスの改善の実施（医療用機器、化粧品、デジタルカメラなど）
●セルフチェックによるCSR調達調査

グ ル ー プ 総
合 力 強 化 の
た め の 人 材
の 活 用 と 育
成の推進（人
的 基 盤 の 強
化）

多 様 な 人 材
の 活 用 と 育
成

①変革リーダーの育成
②基幹経営人材の育成
③グローバル人材の重点配置・早期育

成強化

●基幹経営人材の育成のため、
  ・選抜役職者を塾生とする富士フイルム経営塾を開校
  ・富士フイルムグループ会社次期経営者候補を集めた中核人材研修及び基幹人材研修を実施 
  ・優秀人材の発掘・育成・登用に向けた海外幹部社員向け研修「Global Leadership Seminer」の実施
●グローバル人材育成強化のため、
  ・日本人社員のグローバル化強化に向けた、各種研修（海外ベーシック研修、海外マネジメント研修等）の実施
   ・語学習得を含めた派遣の強化（海外トレーニー制度、海外短期テーマ派遣制度等）の実施
   ・「FUJIFILM WAY」を海外でも浸透させるために海外現地法人向けの研修を開始
●営業、生産等、各分野の変革リーダー育成のため、
  ・営業基礎研修、営業マネジメント研修を事業部、グループ会社に対して展開
  ・階層研修や技術/技能研修を工場部門や生産系グループ会社に対して実施
  ・グループでの人材交流活発化を目指して、グループ共通社員制度の導入

環 境 訴 求 に
よ る 市 場 で
の差別化

（生活の質の
向 上 に 寄 与
す る 環 境 配
慮製品・サー
ビス）

地 球 温 暖
化 対 策 の グ
ル ー プ 一 丸
となった取り
組み

①富士フイルム：
　国内主要6工場でCO2原単位40％改善
   （1990年度比、換算生産量ベース）
②富士ゼロックス：
　国内主要5事業場のCO2原単位35％改

善（1990年度比、実質生産高ベース）
③従業員及び家族へのCO2削減啓発活

動
★長期目標：ワールドワイドでのライフ

サイクルCO2排出量を2020年度まで
に30％削減

●富士フイルム：国内主要6工場における、生産エネルギー原単位30％改善及び燃料転換 （ガス
化）などの施策により、2012年度のCO2排出原単位40％改善目標を達成

   ・生産ラインにおける省エネ施策の全社水平展開（継続）
   ・オフィス等非生産拠点でのルール共通化による省エネの推進（空調条件、照明条件）
●富士ゼロックス：CO2原単位20％改善
   ・事業所空調、照明設備の更新、運転条件見直しによる省エネの実施
   ・生産プロセス変更（夜間シフト、タクトタイム改善）による省エネの実施
●富士フイルムグループ従業員と家族が参加したCO2削減啓発活動（アイスチャレンジ）を推進
  ・アイスチャレンジの活動結果：延べ9万人の従業員とその家族が参加、約25,000トンのCO2削減

（2008～2010年）と45万kwhの節電・節電率30%以上（2011～2012年分）を達成
   ・「省エネ大賞（省エネ事例部門）」、「ワットセンスアワード」受賞
●スコープ3基準での温室効果ガス算定に対応した社内ガイドラインの制定

環 境 に 配 慮
し た 製 品・
サ ー ビ ス の
開発と普及

①主力製品において、現行品を超える、
市場要求に合致した環境性能を持つ
製品・サービスの開発・販売

②環境配慮設計の100％実施継続

●CO2排出削減貢献量の算定ガイドラインを社内手順として策定
●環境負荷の少ない材料及び製品の開発、環境配慮内容の積極的な発信
  （オフィス向けフルカラーデジタル複合機、レフィルタイプの化粧品（アスタリフト）、レーザー光源

搭載内視鏡など）

生 物 多 様 性
の 保 全 へ の
取り組み

①製品開発に「生物多様性の保全」観点
の追加と運用

②地域の環境保全活動の着実な実行
③用紙調達先企業との取引基準を新た

に策定

●生物多様性保全への当社取り組みの全体像まとめ、強化ポイント明確化
●生態系に対する安全性評価レベルの向上
●環境配慮設計規則に則した生物多様性保全評価の着実な実施
●地域の環境保全活動の着実な実施（継続）
●生物多様性保全に向けて用紙調達の管理範囲を拡大

資 源 の 有 効
利用

CO2削減活動とも連動し、資源投入量の
削減も含めた3Rを強化する
目標：全 社エネ ルギー原 単 位（＝エネ
ルギー使用量/製造数量）18％改善（対
2009年度比）

●動燃費削減プロジェクトの推進
●廃棄物削減プロジェクトの推進：グループ全体での処理委託の全体最適化
　（リサイクルの高品位化、廃棄物の有価物化）
●CTP版/PS版のクローズドループリサイクル：端材含め約15%まで拡大
●冷却水等の再利用促進、節水による水投入原単位の維持
●製膜工程から発生するVOC排出量原単位の改善

化 学 物 質 管
理 の レ ベ ル
アップ

①サプライチェーン全体にわたる製品の
化学物質安全管理の強化

②化学物質の新たなリスク評価法の採用
③法規制のグローバルガバナンス強化（日・

米・欧に加え、中国他新興国への拡大）

●化学品の安全要約書を開示
●製品含有化学管理の情報基盤利用が取引先へ浸透
●業界横断の仕組みの国際普及活動へ協力
●中国他新興国拠点との法規制情報交換を拡充

事 業 に 付 加
価値を与える
社会貢献

（ステークホ
ル ダ ー の 視
点 に よ る 事
業の成果）

本 業 と 社 会
貢献の連動

社会貢献方針に基づく活動の継続 ●「10,000人の写真展」
●ピンクリボン運動
●拡大教科書制作支援
●若者世代への写真教室
●中国植林ボランティア
●東日本大震災復興支援（新入社員による復興支援、写真救済、イベント運営支援、放射線の知識を

生かした支援）

評価 レポート
掲載ページ 2013年度の主な施策・計画

○

活動報告
P32～33

資料P60

●国内全従業員向けのコンプライアンス説明会の実施（年１回、継続実施）
●未導入会社への腐敗防止規程の導入（欧州、南米など）、導入グループ会社における適切な運用
●全社リスク課題への対応
●グローバルな全社情報セキュリティ規程、ガイドラインの導入と適切な管理

○

活動報告
P26～27、36、38、
39、43、45、49、52、
55、56～58
資料P60

●CSR広報の積極実施
●サステナビリティレポートの充実
●お客様の声を反映した、製品・サービスの改善
●ステークホルダー・ダイアログの有効活用
●セルフチェックによるCSR調達調査の拡大

○

活動報告
P47～49

資料P62～63

●自律型プロフェッショナル人材育成強化のための各種研修やローテーションの仕組みの再構築
●社員制度改定とグループ会社展開による人材交流、人材強化のためのグループ共通基盤を整備
●販売、生産分野での人材強化と能力発揮度アップ
●女性活用施策推進
●トップライン強化推進
●ローカル人材の活用と強化
●日本人社員のグローバル化強化

○

活動報告P34～36
資料P64～65

●「エネルギー戦略推進委員会」を新たに発足し、海外現法を含む全社を挙げた省エネ・コスト削減目標を立てて推進
　 ・自家発電（コージェネ）など社内のインフラの最大活用と燃料転換効率改善 
 　・生産ラインの省エネ施策の全社展開（継続）、運用改善による固定エネルギー削減
 　・オフィス等非生産拠点でのルール共通化による省エネの推進（空調条件、照明条件）
●長期目標（ワールドワイドでのライフサイクルCO2排出量を2020年度までに30％削減）
 　・最新のCO2排出係数を用いた中間目標(2015）達成シナリオ策定

○

活動報告
P37～39

●製品・サービスでのCO2排出削減貢献効果（環境貢献効果）の見える化、積極的な推進
●ウォーターフットプリントの算定準備
●環境負荷の少ない材料及び製品（ハードウェア/ソフトウェア）の開発を推進

△

活動報告
P42～43

●生態系に対する安全性評価体制の確立と実践
●生物資源の調達アセスメントの徹底（名古屋議定書発効への対応準備を含む）

○

活動報告
P40～41

資料P66

●エネルギーの効率的活用によるCO2排出量と動燃費の削減推進
●3R推進による資源の有効利用（製品、包装材料）
●廃棄物削減プロジェクトの推進
●CTP版/PS版のクローズドループリサイクルのさらなる拡大

○

活動報告
P44～45

資料P67

●サプライチェーンへの製品含有化学物質管理の考え方と仕組みの普及継続
●化学品のリスク情報の積極的な開示
●化学物質の使用、届出、登録に関る知識と経験のグループ全体での活用強化
●法の制改定情報の早期入手とグループ内相互通知の実践強化

○

活動報告
P13、52～55

●社会貢献方針に基づく活動の実施

【自己評価】
○：成果を上げました　△：あと一歩で評価につながります　×：努力をしています※中期経営計画と合わせるため、中期CSR計画を2013年度まで延長

◉2012年度 CSR活動報告
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CSR活動報告

富士フイルムグループが社会・環境に与える影響

＊1 原材料の「調達」による環境負荷（原材料の資源採掘／輸送／精製・精錬
／合成／加工／輸送等で発生するCO2）は、主な調達原材料に対し計算

＊2 製品の「製造」の環境負荷は、製造工程で用いたエネルギー（電力、石
油、ガス）総量から計算

＊3 製品の「輸送」での環境負荷は、国内外の輸送手段・移動距離を想定
し、それぞれに対する標準的な単位重量・単位移動距離あたりのCO2

発生量の単価、及び、歩留まり等の補正因子を「調達」原材料の重量に
掛けて計算

＊4 製品の「使用」による環境負荷は、コピー・プリンター・ファクスは本年
度投入機の5年間稼動消費電力として計算し、その他の製品は稼働台
数等の推定値に標準的な消費電力を掛けて計算

＊5 製品の「廃棄」による環境負荷は、調達原材料の廃棄負荷を推定して計算
＊6 事業活動で使用した水の排出量
＊7 公共用水へ排出した量
＊8 A重油、C重油、灯油、軽油、ガソリンの合計（石油類をそれぞれエネル

ギー換算して足し合わせ、総計をA重油の量で表した）
＊9 天然ガス、液化天然ガス（LNG）、都市ガス、ブタン、液化石油ガス

（LPG）等の合計（ガス類をエネルギー換算して足し合わせ、総計を都
市ガスの量で表した）

＊10 冷却水の使用量を含む
（上記において、CO2発生量の原単位は、産業連関表等に基づいたデータ
ベースを使用）

◉社会に与える影響の全体像

「スコープ3基準」での温室効果ガス算定に対応した
社内ガイドラインを制定
　富士フイルムでは、投資家や顧客からの開示要求が高まっ
ている「スコープ3※基準」での温室効果ガス算定に対応す
るため、2012年3月に環境省／経済産業省連名で公表された
「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関す
る基本ガイドライン」に沿って具体的な算定方法を整理した、
社内ガイドラインを制定しました。富士フイルムグループで
は、2007年度から製造工程での排出だけでなく、原材料調達
〜製造〜輸送〜使用〜廃棄に至るライフサイクル全体での
CO2排出量を算定しており、既に15カテゴリ中7カテゴリは結
果を評価、情報を開示しています。今回実施した基本ガイドラ
インに沿った検証により、これまで収集してきた情報で、非該
当の「投資」「フランチャイズ」を除く13カテゴリ（出張、通勤等
を含む）すべてで算定可能であること、資本財を除けば、残り5
カテゴリは寄与が小さく、現在評価しているCO2排出量とほと
んど同じであることを確認しました。
　今後、本ガイドラインを活用し、タイムリーな情報開示を進め
ていきます。
※ スコープ3：サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量算定の基準。ス
コープ3は、企業の直接排出（スコープ1）、エネルギー利用による間接排出
（スコープ2）以外の間接排出で、原料調達、輸送、使用、廃棄の他、従業員の
通勤、出張なども含まれる。

富士フイルムグループでは、原材料調達、製造、輸送、使用、廃棄に至るまでの企業活動のすべてのプロセス（バリュー
チェーン）において、社会や環境に与える影響の認識に努めています。
企業活動が与える影響をバリューチェーン全体でとらえ、持続可能な社会の実現に向けた取り組みを推進していきます。

調達先でのCSR推進…P51

生物多様性の保全…P42 資源の有効利用…P40環境に配慮した製品・サービス
の開発と普及…P37

お客様の声を反映した製品・サービス…P56

本業と社会貢献の連動…P52

多様な人材の活用と育成…P47
労働安全保全…P50

地球温暖化対策の推進…P34
化学物質管理のレベルアップ…P44

調達バリューチェーン
（企業活動のプロセス）

ステークホルダー

R &D・製造 輸送 お客様使用時 廃棄・回収

LCAに基づいた環境負荷
（富士フイルムグループの
  2012年度の実績）

資源採掘/輸送/精製・精錬/
合成/加工、輸送等

アルミニウム / 
アルミニウム合金  124千t
銀  0.422千t
紙（製品に使用するもの）  61.4千t
PET＊  30.7千t
TAC＊  45.8千t
その他  212千t

電気の使用、石油、ガスの燃焼
水の使用

大気排出

電力量 1,229 百万kWh
重油等＊8 65.2 千ｋL
ガス＊9 249 百万㎥
水 52.7 百万t

CO2 ＊2 ………… 1,338千t
VOC…………… 0.94千t
SOx …………… 20.2t
NOx ………… 457t
ばいじん …… 6.49t

排水 富士フイルムグループの
環境負荷の
直接的な管理領域

水＊6……… 49.7百万t
BOD＊7………… 46.5t
COD＊7……………109t
総窒素＊7…………259t
総リン＊7 ……… 2.50t

大気排出
CO2 ＊1 … 2,116千t

大気排出
CO2 ＊3 … 455千t

大気排出
CO2 ＊4 … 616千t

大気排出
CO2 ＊5 … 226千t

重油・ガソリンの燃焼、
電気の使用

電気の使用、水の使用 廃棄物の焼却

＊PET ：ポリエチレンテレフタレート
　TAC ：トリアセチルセルロース

材料再生

排水 廃棄物 廃棄物

廃棄物
77.1千t

材料再生
アルミ/PET/銀/TAC

水の
循環使用量＊10

74.7百万t

電気 水電気 水

取引先

従業員

お客様　

地域社会・将来世代　

環境

富士フイルムグループ グリーン・ポリシー（環境方針）
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/greenpolicy/
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コンプライアンス／リスクマネジメントの質的向上

富士フイルムグループは「コンプライアンス」を「法律に違反しないということだけでな
く、常識や倫理に照らして、企業や個人が正しい行動を行うこと」と定義しています。組織
に向けられた社会的要請に応えて、しなやかに鋭敏に反応し、目的を実現していくことが
「コンプライアンス」に通じると考えています。
またコンプライアンス意識の欠如がリスク発生につながることも多く、コンプライアンス
とリスクは表裏の関係にあります。富士フイルムグループではコンプライアンス推進と
事業活動遂行に関連するリスクマネジメントは表裏一体の活動ととらえ、各事業会社の
専門部署が総合・一体的に管理し、富士フイルム、富士ゼロックスの両事業会社を中心
に、国内外の関係会社を含めてグループ一丸となって推進しています。
富士フイルムグループのコンプライアンス宣言	 http://www.fujifilmholdings.com/ja/about/philosophy/law/

企業行動憲章・行動規範冊子

●●● 基本的な考え方

富士フイルムグループのコンプライアンス

　富士フイルムグループでは企業活動の基本ポリシーと

して、「富士フイルムグループ 企業行動憲章・ 行動規範」

を制定し、法令や社会倫理に則った活動の徹底を図ると

ともに、コンプライアンス宣言を通じて、事業活動におい

てコンプライアンスが優先することを明示しています。富

士フイルム、富士ゼロックスの両事業会社には専任部門

を設置し、定期的な教育などを通じて、グループ全体にお

けるコンプライアンス意識の浸透と向上を図っています。

　その他、相談・通報受付窓口を各事業会社内外に設置

し、違反行為の早期発見に努めるとともに、相談・通報に

は相談者保護を配慮した上で、適切に対処し、社長を委員

長としたCSR委員会に内容を報告しています。

●富士フイルム

　富士フイルムはコンプライアンス推進、リスクマネジメ

ントをはじめとする内部統制を総合的、一元的に管理・運

営するために、2004年4月に専任組織としてコンプライア

ンス&リスク管理部（CP&RM）を設置しました。

　コンプライアンス教育については、国内関係会社に加

え、近年は海外関係会社の経営層などに対する教育を強

化しています。これにより、グループ従業員全体のコンプ

ライアンス意識浸透を図るとともに、その浸透度を従業員

の意識調査で確認しています。また、近年の世界的な腐敗

防止法の執行強化を受け、グループ全体に改めて腐敗防

止方針を周知するとともに、2012年4月からは、富士フイ

ルムと国内外の一部関係会社に対し、腐敗防止規程を導

入しました。今後、グループ全体に展開していく予定です。

●富士ゼロックス

　富士ゼロックスでは、倫理・コンプライアンスに関する

行動指針を定め、役員及び従業員一人ひとりの行動に定

着させるよう、体制・仕組みの充実を図っています。2008

年度から一般法務教育を展開、教材には富士フイルム

●●● 2012年度の活動概要
富士フイルムグループのリスク管理

　富士フイルムグループでは各事業会社において適切な

リスク管理体制を構築しています。リスク予防や発生した

リスク案件への対応等は、所定の手続きに従って各事業

会社からCSR委員会事務局に報告されます。重要なリスク

案件については、CSR委員会において適切な対応策を検

討・推進しています。持株会社である富士フイルムホール

ディングスは、子会社の業務執行を株主の立場から監督

しつつ、グループに共通する業務の統一化を図り、効率的

かつ適切な業務遂行を目指しています。

●富士フイルム

　富士フイルムでは、各事業部に関わるリスクを基に、全

社共通のリスク課題を設定し、それに対する対応策を講じ

てきました。2012年3月期は東日本大震災に加え、東海・

東南海・南海の連動型地震（南海トラフ）、首都圏直下型、

富士山噴火の災害想定による全社リスク課題を見直し、

対応策を追加、強化しています。また2013年度から反社

会的勢力排除への体制強化を実施しています。

●富士ゼロックス

　富士ゼロックスでは、「ALL- FXリスクマネジメント規程」に

基づき、クライシス（緊急事態）対応はもちろん、通常時のリ

スクを管理する活動にも重点を置いています。潜在リスクに

関しては、リスクの発生確率と経営への影響度で管理し、そ

れぞれに対して責任権限、対策の立案と実施を定めていま

す。2012年度は、東日本大震災に対する復旧・復興活動の継

続及び大震災を教訓とした防災対策を推進するとともに、会

社が重点的に取り組む重大リスクの特定を行い、対応状況に

ついてCSR会議で審議しました。2013年度も、東日本大震災

の経験と教訓を風化させることのないよう、取り組みをさら

に強化し、CSR会議において定期的にレビューを行います。

●コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制
　（富士フイルムとその関係会社）

●企業倫理・コンプライアンス推進体制
　（富士ゼロックスとその関係会社）

役割
①リスクが顕在化・拡大化
　しないように対処
②事前対応
③予防活動

CSR推進部
コンプライアンス＆
リスク管理部

役割
①企業行動憲章・行動規範の
　周知活動
②行動規範浸透のフォローアップ
③行動規範の違反への対応

総合危機管理委員会 コンプライアンス委員会

事務局
コンプライアンス＆リスク管理部長

事務局
コンプライアンス＆リスク管理部長

コンプライアンス＆
リスク管理部長

委員長：会長
● 副委員長：社長
● 常任委員：
　CSR推進管掌執行役員　
　連結経営管理管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員
　広報管掌執行役員

委員長：社長
● 副委員長：
　CSR推進管掌執行役員
● 常任委員：
　連結経営管理管掌執行役員
　人事管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員

総務部 法務部人事部

富士ゼロックス及び関係会社の各組織

倫理・コンプライアンス委員会

CSR会議

業務執行（社長）

取締役会

内部監査部門

監査役会

●リスク情報収集及びコンプライアンス相談の仕組み
　（富士フイルム）

●リスクマネジメント推進体制（富士ゼロックス）

●経営が管理するリスクマップ（富士ゼロックス）

コンプライアンス相談窓口
富士フイルム

コンプライアンス＆リスク管理部

社内相談窓口
富士フイルムの
関係会社ごとにある

コンプライアンス相談窓口
外部委託先※

上長

富士フイルムの従業員

上長

富士フイルムの関係会社従業員

富士フイルムの従業員 富士フイルムの関係会社従業員

富士フイルムの関係会社の社長富士フイルムの各部門長

総合危機管理委員会事務局（富士フイルム、コンプライアンス＆リスク管理部長）

コンプライアンス委員会事務局（富士フイルム、コンプライアンス＆リスク管理部長）

富士フイルムコンプライアンス＆リスク管理

リスク
マネジメント
委員会

CSR会議

経営執行会議

社長

事務局
法務部

事務局
総務部

倫理・
コンプライアンス

委員会

情報
セキュリティ
委員会

事務局
総務部
CSR部
人事部

総合企画部

大

小

低 高

経
営
へ
の
影
響
度

発生確率

まず発生しない
（低い発生確率）

1回/10年ぐらい 1回/数年ぐらい 1回/年ぐらい 頻繁に発生
（高い発生確率）

富士ゼロックスの経営が管理するリスク

1週間から1カ月事業が中断、お客様や社会からの
信用喪失による事業撤退・事業自粛となるリスクなど

統括組織が管理するリスク

1日から数日業務が中断、
一部メディアで報道、負傷者が発生など

部門が管理するリスク

※ リスク情報を察知しても、何らかの理由で会社や上長に報告できない場合、直接外
部の相談窓口が利用できるよう整備しています

ホールディングス、富士フイルムと合同で作成した「法務

リスク診断テスト」を使用しています。2010年度からは、

不祥事の発生防止を目的に不正防止教育（不正事例と不

正防止チェックポイントの紹介）、さらに2011年度からは

ハラスメントの発生防止を目的とした教育を実施してい

ます。2012年度は、海外赴任者及び出張者が増加してい

ることから、公私両面で現地の法律に違反しないよう、「海

外赴任者のための現地法令ガイド（中国編・シンガポール

編）」を作成、教育を展開しました。
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CSR活動報告

富士フイルムグループでは、「CO2排出量を製品のライフサイ
クル全体で、2020年度までに30％削減（2005年度比）」すると
いう長期目標を2010年4月に定めました。企業活動における
CO2削減の対象領域を直接的な活動だけでなく、製品・サー
ビスのライフサイクル全体（原材料の「調達」、製品の「製造」、
「輸送」、「使用」、「廃棄」）まで広げ、基準年2005年度のCO2排
出量5,049千t／年を絶対量で1,524千t／年削減し、2020年度
には3,525千t／年以下にするよう様々な活動を行っています。

●●● 基本的な考え方

　2012年度は、依然厳しい経済環境でしたが、当社グ

ループの生産量は、基準年の2005年度に対し増加しまし

た。一方、グループ全体のCO2排出量は、基準年に対して

298千トン（6％）削減しました。日本国内の電気事業者の

CO2排出係数※が対2005年比で12％以上増加するなか、

自家発電設備の活用により「製造」ステージでは149千ト

ン（10％）削減。また「使用」ステージでは、さらに進化し

た消費電力の少ない複合機の開発などにより、496千ト

ン（45％）削減しました。「調達」ステージは継続して増加

傾向ですが、対2011年度では346千トン（14％）と大幅削

減しました。これは、CTP版/PS版（印刷用刷版材料）のク

ローズドループリサイクルの運用拡大などの効果による

ものです。2013年度も積極的な省エネ生産技術の導入

や、運用改善などにより、エネルギー由来のCO2排出量削

減を推進する計画です。

※ CO2排出係数
国内：毎年発表される環境省ホームページ 温室効果ガス排出量算定・報告公表制
度の電気事業者別のCO2排出係数を使用。
海外： CO2 EMISSIONSFROM FUEL COMBUSTION 2012 (IEA)を使用

全社を挙げた省エネによるCO2排出削減と
燃料費の削減活動

　富士フイルムグループは、2007年度に「地球温暖化対

策推進委員会」を発足し、CO2排出量の多い国内主要6工

場を対象に、対1990年度の生産エネルギー原単位30％改

善、CO2排出原単位40％改善を目標に活動を進めてきま

した。加えて、2010年度からは、生産の拡大や燃料、電力料

富士フイルムおよび
その関係会社

[目標値]
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金の高騰を予測し、動燃費増加分の半減を目指す「動燃費

削減プロジェクト」を発足、海外も含めたグループ全体で

活動を推進してきました。コスト削減を全社目標として掲

げることで、目標達成の進捗状況をより見える化し、エネル

ギー及びCO2排出削減に拍車をかけようというものです。

　これらの活動により、生産規模の大きなフラットパネル

材料生産ラインへの新規省エネ技術の導入やオランダ工

場における風力発電の稼働、生産工程のクリーンルーム

温湿度制御システムの改善など、生産プロセスの省エネ

施策を積極的に展開してきました。加えてオフィスの集約

やタスクライト採用などの照明器具の見直し、居室の空調

負荷削減など、2011年度までに導入した施策を2012年度

も継続し効果拡大を図りました。

　さらに、生産に直結しないエネルギー（生産量によら

ず消費される固定エネルギーや非生産時の待機エネル

ギー）削減にも新たに注力し、省エネとコスト削減を全社

挙げて推進した結果、「地球温暖化対策推進委員会」と「動

燃費削減プロジェクト」の目標をいずれも達成することが

できました。動燃費増加抑制効果は、グループ全体の年間

動燃費の約17％に相当します。

　2013年度以降も省エネと動燃費削減を両立すべく推

進体制を刷新し、新たな目標を掲げ活動を推進していき

ます。

標とし、全国主要拠点の使用電力がイントラネットを介し

てリアルタイム集計・管理できる体制を増強、結果として

18%のピーク削減を達成しました。この間の電力使用量

の削減総量は24千MWh、CO2換算※で約12千トンでした。

またオフィス系拠点でも前年に引き続いてタスクアンビ

エント照明や時間外空調の管理を徹底しました。

　なお、2011年夏に展開した節電活動とその成果が認め

られ、「2012年度省エネ大賞 資源エネルギー庁長官賞」

を、オフィス系での取り組みについて「watt sense award 

2012 環境大臣賞」を受賞しています。

※ CO2換算：電事連の2011年排出係数0.476t-CO2/MWhを採用。国内全事業所で使
用電力削減活動を継続

蓄熱水槽導入による冷凍機の省エネで
約200t-CO2/年の削減を実現

　神奈川工場では、建物の空調や製造工程の安定条件確

保のために冷凍機で製造した冷水を使用しています。製

造設備を安定して動かすためには冷水温度を一定に保

つ必要があり、従来は冷凍機を常時運転するため大きな

電力を消費していました。そこで、冷凍機と製造設備の間

に「蓄熱水槽」を導入し、運転時間の短縮による省エネを

図りました。蓄熱水槽とは、製造設備から戻ってくる温か

い水と冷凍機で製造した冷たい水が混ざらない構造の水

槽で、水槽に蓄えた冷水を使用している間は冷凍機を停

止することができます。2012年度は蓄熱水槽の導入によ

り、約400MWh/年（約200t-CO2の削減に相当）の省エネ

を実現しました。このような蓄熱水槽を利用した冷凍機の

省エネは、2013年度以降も他設備・他工場でも導入を進

めています。省エネの他にも、徹底した騒音対策やオゾン

層を破壊しない新冷媒の採用、水の再利用による節水な

ど、環境に配慮した設備づくりをしています。

国内全事業所で使用電力削減活動を継続

　2012年度も前年度に引き続いて電力需給が逼迫し、夏

期（7〜9月）には一部電力会社管内で10％、7％、5％等の

ピーク削減目標を掲げた節電要請が寄せられました。こ

れに対して富士フイルム及び国内関係会社では、全社を

挙げた節電活動を展開しました。まず大口需要拠点（契

約電力500kW以上）では、全国の大口25拠点全体での使

用電力ピークを15%以上削減（対2010年夏）することを目

水槽が冷える

製造設備冷凍機

水槽が温まる

停止

製造設備冷凍機

蓄熱水槽導入後（蓄熱時）
蓄熱水槽に冷水が蓄えられる

蓄熱水槽導入後（放熱時）
蓄熱水槽の冷水で賄う間は冷凍機を停止できる

生産プロセス効率改善チーム

オフィス・海外生産部会 （富士ゼロックスと協働）

エネルギー調達・供給効率改善チーム

工場・生産プロセス部会

富士ゼロックス環境委員会生産部会エネルギー戦略推進委員会
委員長：
富士フイルムホールディングス
CSR管掌役員
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●エネルギー戦略推進委員会

●蓄熱水槽による省エネの仕組み
●富士フイルムグループの主なCO2削減施策

●富士フイルムグループの2020年度（目標年）の目標

取り組み分野 該当するステージ 主なCO2排出削減施策

環境負荷の少ない
製品の開発と普及

「調達」「使用」
「廃棄」

●消費電力を少なくした複合機（コピー/プリンター/ファクス）（ドキュ
メント分野）　●現像液を必要としない完全無処理CTP版（グラフィッ
クシステム分野）

工場やオフィス
におけるCO 2
排出量削減

「製造」

●重油からガスへの燃料転換（日本）　●廃棄物の埋立処分場から発
生するメタンガスの燃料利用（アメリカ）　●工場敷地内での風力発
電（オランダ）　●排熱回収、蒸気回収等の省エネ技術の開発と導入
（日本、欧米、中国等の生産拠点）　●太陽光発電の導入（アメリカ）

リサイクル 「調達」「廃棄」 ●PS/CTP版の製造工程で発生する端材アルミのリサイクルシステム
の開発と導入及び適用範囲の拡大（グラフィックシステム分野）

物流の効率化 「輸送」 ●経路の最適化　●積載率の向上　●モーダルシフトの推進
●梱包の軽量・コンパクト化　●エコドライブの推進

●富士フイルムグループの2012年度の実績

●CO2排出量*の推移

省エネのポイント：「蓄熱水槽」に冷水を貯めておくことで、冷凍機の運転時間が短
縮、省エネを実現している

●●● 2012年度の活動概要 ●●● 活動トピックス

※算定方法はP65「CO2排出量の推移」と同様
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インク製造会社による環境への取り組みが
イギリスの印刷用インク製造業者団体から評価

　FUJIFILM Speciality Ink Systems Limited（イギリス）

は、2013年1月の新しいデジタルインク製造プラントの完

成に続き、50％を超えるUVインクの生産増に対応するた

め、高い生産性をもつ最先端のデジタル印刷用インク製

造設備を導入しました。デジタル印刷は、デジタル画像と

コンピューターソフトを用いて、印刷媒体にのせるインク

をコントロールすることにより、化学薬品や水を含む画像

形成材料を最小限に抑えています。さらに従来の印刷に

比べ50％未満のインク使用で済むため、インクと印刷媒

体の廃棄も大幅に減らすことができます。

　この新設備の導入に際し、環境負荷を削減するための

新しい技術を導入、環境改善に大きく寄与するよう設計

しました。製造工程で排出される熱エネルギーは、新しい

熱交換システムで作られた圧縮空気とともに利用され、

工場全体で必要な熱の70％を供給することができます。

また、新しいボイラーは高い効率で圧縮変調が可能なた

め、従来のシステムが必要とする化石燃料を40％減らす

ことができます。

　こうした新しいデジタル印刷用インク製造設備の刷新

は、富士フイルムの最先端技術と一貫した製造管理によ

る高品質なものづくり及び環境や持続可能性に対する積

極的な取り組み姿勢を示すものです。こうした業界をリー

ドする環境に対する姿勢が高く評価され、BCF※による

Sustainable Innovation Award 2012の最終選考に残り

ました。

※ BCF（British Coatings Federation）：イギリスの印刷用インク製造業者の主要な
業界団体であり、Sustainable Innovation Awardはこの団体が与える重要な賞

高まるビジネスへの要求

　2010年に定めた2020年目標に向かって着実
に成果を積み重ねている経営姿勢は立派です。
練達のメーカーとしての様々な工夫や技術革新
に節電努力なども加わり、CO2排出やコストの削
減で大きな成果を挙げているからです。その素晴
らしさは様々な受賞が証明しています。
　ところで、大気中のCO2濃度が遂に400ppmの
大台に乗り、平均温度の上昇が2℃を超える懸念
が強まるなか、CO2排出削減への要求はますます
高まります。加えて、生物多様性、水や資源の枯
渇、貧困や感染症、人権など、様々な問題解決へ
の要求がビジネスに向かってきます。健康な地球
があってこそビジネスの繁栄があるとすれば、ビ
ジネスは地球を守り、自らを守るためにも、これら
の問題解決に取り組まねばなりません。
　こうした社会からの期待に富士フイルムグルー
プがその総合力を持って応えるとすれば、それは
地球社会にとって大歓迎です。と同時に、貴社グ
ループの一層の「繁栄への約束」でもあるのです。

第三者意見を受けて

　製造業である当社グループは、エネルギー由来のCO2

排出量が90％を占めており、工場や生産プロセスの省エ
ネ技術を継続的に導入しつつ、製品のライフサイクル全
体で、かつ海外現地法人も含めたワールドワイドでのCO2

排出削減目標を立て、活動の幅を広げています。また、生
物多様性、水や資源の枯渇も見据えた準備にも着手して
いますが、末吉先生のご指摘は、もっと大きな視野で「地
球環境」を見据え、「ビジネスは地球を守り、自らを守るた
めにも」、これらの問題解決に主体的に取り組むことを、
リーディングカンパニーとして期待されていると受け止め
ています。当社グループの一層の「繁栄への約束」を勝ち
取るべく、一丸となって推進いたします。

（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

国連環境計画・金融イニシアティブ
特別顧問

末吉 竹二郎  氏
プロフィール
UNEP FIに関わる他、中央環境審議会
など各種審議会の委員、川崎市、鹿児
島市のアドヴァイザー、東京大学大学
院非常勤講師なども務める。また企業
の社外役員を務め、環境問題や企業
の社会的責任について、講演、著書、
新聞、ＴＶ等で啓蒙に努める。

「地球温暖化対策の推進」への第三者意見OPINIONCSR活動報告

地球温暖化対策の推進

●UVデジタル印刷のワークフロー

新工場にあるクリーンなハイテク環境のインク
ミキシングタンク

Artwork RIP Printer ※ JAMP＝アーティクルマネジメント推進協議会

環境に配慮した製品・サービスの開発と普及
CSR活動報告

事例も付属書として作成し、算定しやすくしました。ガイド

ラインに則った具体的事例として、化粧品（アスタリフト）

のレフィルやレーザー光源搭載の内視鏡などを試算し、い

ずれも大きなCO2排出削減への貢献が期待できることが

分かりました。今後、算出したCO2排出削減貢献量を製品

の環境付加情報としてお客様に提供を進めていきます。

　なお、日本化学工業協会が2012年3月に発行した「CO2

排出削減貢献量算定のガイドライン※2」にも、富士フイル

ムはワーキンググループメンバーとして参画しました。今

後も社内のみならず、社会全体に環境配慮の考え方が広

まるよう取り組みを継続していきます。

※1 ガイドライン：（1）日本化学工業協会「CO2排出削減貢献量算定のガイドライン」、
（2）日本電機工業会「温室効果ガス排出削減（抑制貢献）算定方法論」、（3）総務省
「地球温暖化に向けたICT政策に関する研究会報告書」（2008年）

※2 CO2排出削減貢献量算定のガイドライン： ｢第9回LCA日本フォーラム表彰｣経済
産業省産業技術環境局長賞受賞

　富士フイルムでは、2003年から、すべての新製品、改良

品について「環境配慮設計規則」に則って、製品の環境影

響低減に取り組んでいます。2012年度には、環境配慮の取

り組みが社内製造工程での環境負荷低減だけでなく、社会

に貢献していることを分かりやすくお伝えするために、お客

様の使用時を含めたライフサイクル全体でのCO2排出削

減分を貢献効果として定量的に「見える化」するための考

え方、方法をまとめた社内ガイドラインを策定しました。

　本ガイドラインは、当社の多様な製品群をカバーでき

るよう製品機能により、①化学製品・部品・部材、②機器製

品（使用時にエネルギーを使うもの）、③ITシステムの3つ

の環境負荷削減貢献とともに、④創エネ製品（太陽光発

電）も含めた計4つに分け、各業界での考え方やガイドラ

イン※1に準拠しています。さらに、各分野での具体的算出

●●● 2012年度の活動概要

富士フイルムグループでは、すべての製品において調達、製造、物流、お客様使用時、
廃棄に至る製品のライフサイクル全体を考慮し設計段階から安全／コンプライアン
ス、3R（リデュース・リユース・リサイクル）、含有化学物質、省電力、生物多様性保全な
どの観点で目標設定し、開発後に目標達成度を審査する環境配慮設計の仕組みに基
づき、環境に配慮した製品開発を行っています。さらに材料や機器単体のみならず、ソ
フトウエアやソリューションまで拡大し、社会全体での環境負荷低減への貢献に努め
ています。また、LCA※による環境負荷の定量的かつ客観的な評価とともに、環境ラベ
ルも活用し、積極的な情報発信を進めています。
※ LCA：ライフサイクルアセスメント

レフィル対応容器
により大きなCO2
排出量削減が算
定される「アスタ
リフト」

●●● 基本的な考え方

●環境配慮設計の経緯

環境配慮
設計全般

年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

含有化学
物質管理

環境ラベル
推進

規則制定

改定
（生物多様性
を組み込む）

規則見直し改定
（目標/評価の可視化）

ABS対応の
仕組み構築

すべての新製品・改良品で運用実施（FF）

可視化運用、活用環境貢献効果
算定法策定

規則制定

化学物質の情報提供

自己監査

エコリーフ カーボンフットプリント

PLATE to PLATE ラベル（TypeⅡ）

JAMP※の仕組み導入

規則改定

運用定着推進
（サプライヤーからの情報入手、海外展開）
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CSR活動報告CSR活動報告

環境に配慮した製品・サービスの開発と普及

●環境貢献効果算出事例①　アスタリフト（化粧品）

　「アスタリフト」は新パッケージからレフィル対応容器に

変更しました。レフィルでは、美容液について試算※し、年

間1人あたり約160gのCO2排出削減となること、2013年度

のレフィル品全体では約100トンのCO2排出削減貢献量

が想定されることが分かりました。また、プラスチック量と

しても約70%削減でき、年間約100トンの省資源化となり

ます。

　なおアスタリフトは、

こうした環境に配慮した

パッケージデザインを評

価され、2012年度グッド

デザイン賞を受賞して

います。

※ 美容液についての試算：本品1本に対しレフィル3回の使用方法で試算

●環境貢献効果算出事例②　レザリオ（内視鏡システム）

　レーザー光源搭載内視鏡「レザリオ」は、光源装置をキ

セノン光源からレーザー光源に置き換えることで使用時の

印刷業界に求められる
今後の環境への取り組みを討論
　2012年7月23日、吉田南工場 開発センターの研究者を対象
に、市場の環境要求動向を知り、環境意識を高め、環境への取
り組みのきっかけとなることを狙って、「環境面から見た印刷
業界の変化と今後の私たちの取り組み」をテーマに外部有識
者をお招きしたダイアログを実施しました。東京都市大学・伊
坪教授の講義、実際のお客様の声をお聞きした後、今後の印
刷業界の行方やそのために富士フイルムグループが対応す
べきことについて、パネルディスカッションで討論しました。
　今回のダイアログを通じて、カーボンフットプリント算定に
よる環境負荷削減、またCO2以外の指標も含めた環境対応を
組み込んだ製品設計と、そのことをアピールしていく必要性な
どについて提言をいただきました。今後は、顧客満足度と環境

対応の両立を目指し、環境配慮設計を推進していくことで、ダ
イアログで出された意見を生かしていく予定です。

①ファシリテーターはLCA研究で
著名な東京都市大学・伊坪徳宏教
授 ②お客様の声の代表として大
日本印刷の長谷川浩様（左端）を
交え、パネルディスカッションを実
施 ③当日は吉田南工場 開発セン
ターの研究者約40名が参加

「環境に配慮した製品・サービスの開発と普及」
への第三者意見

●●● 活動トピックス

富士ゼロックスのデジタルカラー複合機が
省エネ機能を評価され様々な賞を受賞

　富士ゼロックスのデジタルカラー複合機が、2012年第9

回エコプロダクツ大賞（主催：エコプロダクツ大賞推進協

議会）において「節電大賞（エコプロダクツ大賞推進協議

会特別賞）」（エコプロダクツ部門）、さらに2012年度「省

エネ大賞」（主催：一般財団法人省エネルギーセンター）

において「製品・ビジネスモデル部門」で「省エネルギー

センター会長賞」を受賞しました。

　富士ゼロックスは「RealGreen」というコンセプトを掲げ、

「省エネ」と「使いやすさ」を両立する製品の開発に取り組

んでいます。受賞したオフィス向けフルカラーデジタル複

合機「ApeosPort-Ⅳ」シリーズ及び「DocuCentre-IVシリー

ズ」は、消費電力を大幅に低減できるスリープモードがあ

るにもかかわらず、立ち上がりまでのわずかな待ち時間を

嫌われ、多くのお客様に使われていないという課題を受け

て開発されました。そこで3つの省エネ技術を統合的に運

用することで、スリープモードからの『体感待ち時間ゼロ』

を実現。これにより、お客様はスリープモードからでも待ち

時間を感じずに、ストレスなく複合機を使用できます。

　なお富士ゼロックスの省エネ大賞受賞は、1999年に初

めて受賞して以来今回で12回目となり、これは業界最多と

なります。今後も社会全体の地球環境負荷低減を目指し、

省エネ型製品の開発を積極的に推進していきます。

●❶ ●❷

●❸

●環境貢献効果算出事例③　病院向けITソリューション

「SYNAPSE」

　検査画像をデジタル化し画像ファイリングシステム

（PACS）に保管、病院内でデータ共有することで、診察室

で閲覧できます。これにより、フィルムの購入・保管・運搬・

検索に伴うCO2排出量を削減できます。日本の病院全体

では約7万トンのCO2排出削減を期待できます。

0
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現行製品のまま レザリオに切り替え

CO2排出
削減量

約70t
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　WelcomEyes

2. スマート
　節電

3. スリープ
　高速復帰

『体感待ち時間ゼロ』『体感待ち時間ゼロ』
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検査室
（撮影）

診察室
（診断）

データ転送 データ転送

過去データの検索
（オンライン検索）

PACS

【導入後】

電力消費を削減。年間1台あたりで

約100kgのCO2排出削減が可能で、

2016年度には約70トンのCO2排出削

減貢献になる試算結果を得ました。

●『体感待ち時間ゼロ』を実現する3つの技術

●ネットワーク医療「SYNAPSE」を導入した場合

●省エネ製品（レザリオ）による
　CO2排出削減貢献（2016年時点試算）

1.Smart WelcomEyes：自動センシングによりお客様を検知すると、スリープ状態か
らでも自動復帰する技術

2.スマート節電：複合機の使用サービスに対して必要な機能モジュールだけに電気
エネルギーを供給する省エネ技術

3.スリープ高速復帰：スリープ状態から出力装置を高速に立上げる制御技術

ApeosPort-Ⅳ C5575

「製品ライフサイクルに基づく
攻めの環境経営」

　富士フイルムグループは、昨年、純度99.5%以
上という高い品質要求を満たすアルミニウム製
のPS版のリサイクルシステムを開発するという画
期的なエコイノベーションを確立しました。一見
不可能とも思えるシステムを実現したのは、「製品
ライフサイクル評価」に注目した環境マネジメン
トを富士フイルムグループが継続的に、かつ、真
摯に取り組んだことが結実したものであり、大変
高く評価されるものです。
　製品ライフサイクル評価は、自動車や電気電子
機器、食品など様々な商品にすでに活用されてい
ますが、消費者向け(BtoC)の商品が多く、企業間
(BtoB)やサービスを対象にした分析は必ずしも
十分であるとは言えません。富士フイルムグルー
プは、BtoBの好例としてPS版のほか、医療機器や
ソリューションといったサービス、消費者向けで
あってもこれまで環境配慮製品の開発が遅れて
いた化粧品についても積極的に取り組み、環境負
荷の削減に大きく貢献しています。富士フイルム
グループは、学際的にも行われることの少なかっ
た評価対象について積極的に取り組むだけでな
く、製品機能を高めつつ、環境影響の大幅な削減
に寄与するエコイノベーションを様々な分野で展
開しています。今後も継続した「攻め」の環境経営
をライフサイクルの視点から「クール」に実践して
いくことを強く期待します。

第三者意見を受けて
　弊社がこれまで約10年前より継続的に進めてきた、製
品ライフサイクル全体に渡って環境に配慮する取り組みと
ともに、医療機器、ソリューションサービスや化粧品での
環境負荷削減への貢献についても高く評価していただい
たことは、今後の活動推進の力になります。
　今後も製品開発プロセスに組み込んだ環境配慮設計の
仕組み等を活用して、製品ライフサイクルに基づく「攻め」
の環境経営を積極的に推進し、グループ全体で環境に配
慮した製品やサービスを提供してまいります。

（富士フイルム CSR推進部 環境・品質マネジメント部）

東京都市大学 
環境学部 教授
博士（工学）

伊坪 徳宏  氏
プロフィール
独立行政法人 産業技術総合研究所 
LCA手法研究チーム長を経て、2005
年、東京都市大学 環境情報学部 准教
授、2013年4月より教授。
LCAを中心とした環境影響の評価手
法開発や事例研究を通じて、企業の
EMS構築や循環型社会の形成に貢献
するための研究活動を行っている。

OPINION
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資源の有効利用

富士フイルムグループでは、限りある資源の重要性を認識し、創業当初
から主力製品である写真感光材料の原料である銀の回収、再利用には
じまり、複合機、複写機での資源循環システムを確立させるなど、資源
投入量の削減に積極的に取り組んでいます。3R（リデュース、リユース、
リサイクル）を考慮した製品設計、製造段階でのロス削減、使用済み商
品の回収・リユース・リサイクル、廃棄物の有価物化やリサイクル活用に
わたるライフサイクル全体での総合的な取り組みを通して、資源の有効
利用、廃棄物削減に取り組んでいます。

中国・蘇州のリサイクル拠点「富士ゼロックスエコマ
ニュファクチャリング蘇州」

●●● 基本的な考え方

●廃棄物削減の取り組み

　富士フイルムグループでは、製品の設計から製造、廃棄

のライフサイクル全体にわたって、総合的に資源の有効

利用、廃棄物の削減に取り組んでいます。設計段階での省

資源やリサイクルを考慮した設計、製造段階での製造ロ

ス削減により、資源の有効利用を考え、できるだけ廃棄物

の発生を抑える一方、排出される廃棄物に関しても、2011

年度からグループ全体でのプロジェクト活動を行い、廃棄

物の有価物化や有価物の価値向上を進めています。

　プロジェクト活動は、富士フイルム／富士ゼロックス他富

士フイルムグループが一体となって、製造拠点での主な廃

棄物である、廃プラスチック、廃油、汚泥の3分野を対象に

行っています。これまでは製造拠点ごとに外部処理委託し

ていたため、排出量が少なくて廃棄物として処理されてい

たり、焼却での熱回収しかできなかった廃棄物を、富士フイ

ルムグループで集約し、かつ委託先を最適化することで、有

価物化や、高品位のリサイクル（マテリアルリサイクル）化

も可能になり、資源の有効利用がレベルアップしました。

　具体的には、廃油は蒸留再生の可否で区別し、可能な

ものは蒸留再生業者でマテリアルリサイクル、困難なも

のは焼却業者で熱回収する、委託先最適化を行い、資源

有効利用の最大化を図りました。また、廃プラスチックは、

富士ゼロックスが回収機器のリサイクルで活用している

処理業者を富士フイルムグループ全体に展開すること

で、廃棄物の有価物化促進や有価物の価値向上を進めま

した。本活動により、2012年度末までで、外部委託してい

る廃棄物処理費用も2010年度比で20%削減できました。

今後は、オフィス系や販売・倉庫系廃棄物についても、資

源有効利用の取り組みを広げていきます。

●商品の廃棄ゼロへの取り組み

　富士ゼロックスは、｢使用済み商品は廃棄物ではなく貴

重な資源である｣との考えの下、使用済み商品を回収し、

●●● 2012年度の活動概要

リユース※1・リサイクル※2を行っています。資源循環活動

の推進によって資源の有効利用を図り、“限りなく廃棄ゼ

ロ”を目指します。

　日本市場では、リユース部品を活用するなど、回収した

使用済み商品の“廃棄ゼロ”を達成。現在、これをモデル

とする資源循環対応拠点を海外に拡大しています。2004

年度には、東アジアや太平洋諸国のリサイクル処理を担

う拠点としてタイに、2007年度には台湾に、2008年度に

製品開発

〈資源有効活用の推進〉 再利用する
製品への再活用、リサイクルの質の向上
（熱回収⇒マテリアルリサイクル）

〈製造ロス削減〉 製造時の廃棄物をできるだけ減らす
不良品発生率や製造工程でのロス を削減

〈環境配慮設計〉 廃棄物が少ない製品を設計する
リデュース、リユース、リサイクルを考慮

製品製造

排出物処理

総合的な取組みで廃棄物削減、資源有用利用を推進

●富士フイルムグループでの廃棄物削減の取り組み

●富士ゼロックスの廃棄ゼロへの取り組み

製造ロス削減と有価物化により
工場の廃棄物発生量を2003年度比10％に削減

　工場における廃棄物削減は、発生させない（リデュース）

を取り組みの最上位に置き、製造ロス削減に向けて、不良

品発生率の削減、製造ライン停止回数減、工程ロス削減等

の活動を継続的に行っています。富士フイルム静岡では、

PETフィルムの塗布液製造工程において、「新調液システ

ム」を開発（図参照）し、調液設備をコンパクト化、配管残液

を特殊エアーで押し出す仕組みや、物性測定したサンプル

を捨てずに戻す仕組みを導入し、物測と配管残液ロスだけ

でも、270トン/年の削減を達成しました。

　発生してしまった製品や原料のロスについては、リサイ

クルの質を上げる取り組みを推進しています。燃料として

サーマルリサイクルしていたインクジェットペーパーの端

材は、紙とラミネート樹脂に分離して、それぞれの原料に

戻す方法を確立し、廃棄物を有価物に転換しました。富士

フイルム静岡単独で処理会社に委託していた廃油も、本

社のサポートを受け、他のサイトと連携して一つの委託

先にまとめることで、スケールメリットによる有価物化を

達成。これらの活動の結果、2012年度の廃棄物発生量は

2003年度の10％まで削減することができました。

資源循環のグローバル体制の強化で
廃棄ゼロ・汚染ゼロ・不法投棄ゼロを継続

　昨今、バーゼル条約※改正案（BAN Amendment）や有

害廃棄物輸出に関する各国個別規制等の動向から、OECD

（経済協力開発機構）加盟国から非OECD諸国への廃棄

物越境移動の問題が懸念されています。富士ゼロックス

ではこうした社会的背景も踏まえ、これまでタイの統合リ

サイクル拠点に運搬していた韓国・オーストラリア・ニュー

ジーランドの販売会社の使用済み商品についも、自国内

で再資源化できるリサイクルシステムを稼働しました。

2011年度よりトライアルを開始、2012年1月より正式稼働、

同年6月には廃棄・汚染・不法投棄ゼロを達成しています。

　なお今回の各国リサイクルシステムは、各国販売会社

の責任において、①使用済みカートリッジの回収、②自社

または委託先での分解／分別から再資源化までの処理

実行、③それら一連の管理を行う仕組みとなっています。

※ バーゼル条約：正式名称は「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に
関するバーゼル条約」。バーゼル条約改正案では、経済協力開発機構（OECD）加盟
の先進国が有害廃棄物を非OECD諸国へ輸出することが原則として全面的に禁止

1995年2008年

2004年

2012年

2012年

2012年

日本
韓国

中国

タイ

オーストラリア

ニュージーランド

2007年

台湾

●製造ロス削減事例（新調液システムによる液ロス削減）

は中国・蘇州にリサイクル拠点を開設。また2012年度か

らは、タイで対応してきたオーストラリア、ニュージーラン

ド、韓国の3カ国について、それぞれ自国内での再資源化

処理を開始しました。今後は、テリトリー全域で均質なリ

サイクルシステムの構築を進めるとともに、国内同様のリ

ユース部品を採用した商品も計画していきます。
※1 リユース：部品を再利用する方法と、素材に戻して再生し採用する方法がある
※2 リサイクル：リユースできなかった部材は、別の用途の資源に再生

●●● 活動トピックス

従来のシステム

新調液システム

大量調液、大量ストックのため、
液の余りやロスが多く発生

設備をコンパクト化。少量ずつ
の調液・ストックで液の余りや
ロスを削減
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生物多様性の保全

富士フイルムグループでは、「環境配慮・環境保全は、企業の根幹を成
す」という考え方に基づき、様々な環境保全活動に取り組み、生物多様
性の維持・保全に努めています。2009年6月にグループ共通の取り組み
方針を明確化し、富士フイルムグループ「生物多様性の保全に関する基
本認識と行動指針（略称「: 生物多様性方針」）」を制定しました。私たち
人類が享受している生態系サービスを将来に向けて存続させるため、
社内外での取り組みを進めています。
富士フイルムグループ 生物多様性の保全に関する基本認識と行動指針
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/creature.html

2010年度より富士フイルム九州が参加を続けている
「水田お助け隊」

◎各工場における水資源保全活動

◎自然観察指導員講習会の共催
2001年度より富士ゼロックスが日本自然保護協会と共
催し、過去300名以上の社員が参加

◎モニタリングサイト1000への支援
哺乳類調査で使用するセンサーカメラ用の高感度ネ
ガフィルムを2007年から提供

◎生物多様性保全に向けた生産拠点の土地利用調査
富士ゼロックスが2010年4月より開始

◎水田お助け隊
南阿蘇村の地下保全のための地域協働活動。2010年
度より富士フイルム九州が参加

◎次世代向け生物多様性保全教育に携わるNPO/NGO 
　への事業支援

生物多様性保全のための主な活動

　富士フイルムグループの製品･サービスには、多くの天

然資源を活用していることから、生物多様性を気候変動と

並ぶ地球規模の重要問題と認識しています。2005年から

有識者などとのステークホルダー・ダイアログ、従業員の

啓発等を行い、他者と自己の認識差を縮める働きかけ、問

題の共有化などをスタートしました。2009年にはグルー

プの「生物多様性方針」を制定し、具体的な活動を開始し

ています。富士フイルムでは、2010年から環境配慮設計

規則に生物多様性の保全を組み込んで運用開始。富士ゼ

ロックスでは、2010年から生産開発事業所の生物多様性

保全のための土地利用調査を開始し、国内だけでなく海

外へも活動を広げています。

　2012年度は、さらなるレベルアップを狙い、活動の体系

化と中期目標の設定を行いました。体系化にあたって、生

物多様性方針にある生物多様性への影響の最小化と資

源の持続的確保はもとより、生物多様性の維持回復を事

業運営上の企業の社会的責任であるとの考え方も前提に

しました。その結果、メーカーとして生物多様性に影響を

与える大きな要素である「事業場」「製品」と、企業の社会

的責任として「社会貢献」「コミュニケーション」の4つの軸

にまとめました（図）。それぞれの軸に対応する様々な活

動の中でも、今後補強する活動や継続的に重点として意

識すべき活動を明確にし、環境配慮と事業運営を両立さ

せた生物多様性保全の目標を設定、今後はメリハリのあ

る活動を実践していきます。

　また、富士ゼロックスにとって「用紙」は欠かせない商材で

あり、その調達に関しては持続可能な責任ある調達を目指し

て活動してきました。自社が調達、使用または販売する用紙

の調達先企業に対して、2004年度に「調達先に対する環境・

健康・安全に関する調達規程」を制定しています。さらに、社

会的に要請が高まる生物多様性保全を踏まえて改定、2012

年6月より運用を開始しました。

　これまでの規程は「調達する用紙自体に対する基準」のみ

を設けていましたが、今回の改定では調達先の事業活動全

●●● 2012年度の活動概要

●●● 基本的な考え方

2005～2008年

自己認識・他者認識の確認、
問題の共有化

●グループ内でアンケート
●ステークホルダー・ダイア
ログ、勉強会の開催など

2008～2009年

富士フイルムグループの取り
組み姿勢と戦略の明確化

●富士フイルムグループの
生物多様性方針の策定、
制定

●従業員への啓発

2010～2011年

具体的な取り組みの開始

●全製品設計に「生物多様
性の保全」を追加（FF）
●生物多様性保全のための
土地利用調査実施（FX）

2012～2013年

レベルアップのための目標策定

●グループ全体の中期目標
の策定開始
●生物多様性保全に向けて
用紙調達の管理範囲を拡
大（FX）

FF：富士フイルム　FX：富士ゼロックス

体に生物多様性保全や地域住民の権利尊重など「CSRの観

点を重視した操業を求める取引基準」を加えています。これ

により、生物多様性保全に貢献し、責任ある用紙調達を実行

していきたいと考えています。

●生物多様性保全への取り組み（全体像）

○：生物多様性保全に係る取り組み（実施中）  ◎：生物多様性保全に係る取り組み（今後補強）　・ ：間接的な生物多様性保全取り組み

ビジネス拡大に伴う
今後のグローバルな視点に期待

一般社団法人  コンサベーション・イン
ターナショナル・ジャパン  代表理事

日比 保史  氏
プロフィール

（株）野村総合研究所、国連開発計画（UNDP）を
経て、2003年4月より、国際NGOコンサベーショ
ン・インターナショナル･ジャパン代表。生物多
様性保全を通じた持続可能な社会づくりを目指
し、国際機関、政府、企業等とのパートナーシッ
プ構築等に取り組む。国内リーディング企業多
数の環境経営アドバイザーも務める。

「生物多様性の保全」への第三者意見OPINION

　生物多様性はもはや生き物だけの問題ではなく、社
会・経済を支える自然資本の重要な構成要素として位置
づけられています。これまで富士フイルムグループが各
分野で進められてきた生物多様性保全の取り組みは継

続することが望まれますが、今後は、貴社の長期的なビ
ジネスの継続のためにも「本業を推進することが、環境・
生物多様性の保全を促進」するビジネスモデルへの転
換を期待したいと思います。
　これは、「本業を通じたCSR」とは本質的に異なり、「新
たな価値を創造するリーディングカンパニーであり続け
る」という貴社の企業理念を、生物多様性を含めた環境
分野にまで拡げて実践することです。貴社は、創業以来、
最も重要な生態系サービスである「水」の保全に力を注
いでこられていますが、例えば「本業が成長すればする
ほど水環境が豊かになる」企業へとビジネスモデルを変
革していくことで、リーディングカンパニーとしてのCSR
を果たされることを期待します。

第三者意見を受けて

　富士フイルムグループが「環境配慮･保全は企業の根幹を成
す」との基本的な考え方に基づき、種々の観点で進めてきた生
物多様性保全の取り組みを評価いただいた上で、今後、企業と
して生物多様性にどのように関わっていくべきかについて良い
アドバイスをいただき、ありがとうございます。

　「本業の推進が環境保全を促進するようなビジネスモデル」
への変革も視野に、ビジョンに掲げた先進独自の技術により、
一歩ずつ進んでいけるように取り組んでいきます。

（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

本業の推進が環境・生物多様性の保全を促進する
ビジネスモデルへの転換を期待

事業場

製品

社会貢献

コミュニ
ケーション

生
物
多
様
性
保
全

●
事
業
活
動
に
よ
る
影
響
の
極
小
化 【
守
】

●
生
物
多
様
性
の
維
持
・
回
復
へ
の
貢
献 【
攻
】

社内／地域への
啓発・浸透

資金／物品／労力
の提供による貢献

生物多様性保全に
貢献する製品提供

お客様先での
影響の極小化

資源保全

地域の環境保全

影響の極小化

◎社内教育プログラム　○地域対話集会

○公益信託（富士フイルム・グリーンファンド）　○地域やNPO・NGOとの連携　
○次世代の環境教育事業支援

直接貢献（生態モニター機器など）

・CO2削減を通した間接貢献（太陽光発電 など）

・省エネ製品　◎省資源／製品リサイクル

◎CSR調達（生物多様性組込）
◎ABS（生物資源調達での利益配分）（TMR：関与物質総量）

○かん養林保全　○水源保全　○水田（ビオトープ）、（緑地化）

影響の把握・対策
 ・化学物質管理   ◎排水管理   ・大気排出   ・CO2排出   ◎廃棄物   ◎土地利用
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CSR活動報告

化学物質管理のレベルアップ

●富士フイルム

　富士フイルムは、化学物質の管理規定を1995年に制定、

法律・ハザード及び管理方針に基づく分類基準と区分ごと

の取扱方法を定めています。また、グループの富山化学や

富士ゼロックスとも分類基準を共通化し、化学物質に関す

る管理方法の整合を図っています。製造で使用する化学物

質はすべてデータベースに登録して使用状況を監視してお

り、2012年度は数百件の新規登録や登録情報の更新を行

うなど、最新の情報に基づく確実な管理を継続しています。

　製品に含まれる化学物質の情報の管理では、アーティ

クルマネジメント推進協議会（JAMP）※1が提案する情報

●富士ゼロックス

　富士ゼロックスでは、富士フイルムグループ共通で規

定する安全性分類に基づいた化学物質管理規程を制定、

富士ゼロックスと国内外の関係会社で統一した化学物質

管理を行うとともに、製品に含まれる化学物質の管理、世

界各国で増加される化学物質規制への対応強化に力を

入れています。

　2012年度は、取引先への含有化学物質管理状況の監

査手法の見直しを行いました。従来からの書類審査項目

は仕組みの機能に関わる実行性を確認する項目を強化

し、現場監査も積極的に実施することを開始しました。

　また、中国での生産、販売の拡大に伴い、より迅速に確

実に法規制に対応するため、情報収集拠点の設置を進め

ています。政府や現地の業界団体からの情報ルートを確

立し、統括的に情報収集する体制を整えました。新規化学

物質の届出に関しては、中国現地法人が実施できるよう

な体制を確立し、届出のスピードアップとコスト削減につ

ながりました。今後も、効率的かつ確実な法対応に向け

て、体制を強化していきます。

伝達の仕組みを利用しています。2012年度は、2010年度

に導入した情報管理システムの利用促進に向け、取引先

説明会を実施するとともに、取引先と化学物質情報を伝え

る上での課題解決に取り組み、その結果、情報管理システ

ムの利用率が大きく向上しました。JAMPには発足当初か

ら参画し、化学物質情報の伝達の仕組みづくりや仕組みの

国際的な普及活動にも関わっています。2012年度は中国

及び韓国で開催されたカンファレンスでJAMPが提案する

仕組みの事例紹介を行い、その理解の促進を図りました。

　化学品の安全性情報を顧客へ伝達する手段である安

全性データシートに関しては、法律で規定された化学物

質のみならず、より広い化学物質情報をお客様に伝達す

るとともに、ウェブサイトでの公開を継続しています。さら

に、社会に対し広く化学品の安全性情報を公開する自主

活動JIPS※2にも参画し、混合物（複数の成分からなる化学

品）の安全性要約書を公開しました。

※1 アーティクルマネジメント推進協議会（JAMP）：サプライチェーンに沿って製品に
含まれる化学物質の情報を円滑に伝達、管理することを目的に、2006年に設立
された業界横断の組織

※2 ジャパンイニシアチブ オブ プロダクトスチュワードシップ（JIPS）：サプライチェー
ン全体で適正に化学品を管理することを目的に、企業が自主的に化学品のリス
ク評価を行い、情報を公開する活動。日本化学工業協会が推進している。

グローバルな事業拡大に対応し、
確実な法遵守の体制を強化

　世界的な化学物質規制の強化及び電気・電子製品への

安全要求の高まりにより、製品との関わりの観点で調べる

環境・安全法規制の制定・改定件数はここ数年で倍増して

います。加えて、そのうち約2割の法律文書は日英中以外

の言語であり、件数増とともに言語対応が課題になってい

ます。確実な法順守のためには各国、地域の言語による

法律の正しい理解が必要であり、海外現地法人との協働

が欠かせません。

　2012年度は、特に法制化が急速に進む新興国への対

応として、UAE、インド、ブラジルなどの事業所と環境と

安全に関わる法規制情報の交換や対応を協議する仕組

みを構築し、法順守の体制強化を図りました。今後も事

業のグローバル化に対応し、法順守の体制を強化してい

きます。

川上・川中・川下でものづくりに携わる
企業としての管理に期待

　ものづくりに関わる企業はどこでも化学物質管
理に取り組む必要がありますが、化学物質との関
わり方により管理の内容やポイントは変わります。
富士フイルムグループは、川上・川中・川下の様々
な立場において、調達品や製造工程、製品に応じ
た管理を進めています。その取り組みは、化学物質
管理を行う他の企業の参考となるものと思います。
そのような富士フイルムグループが、共通的な管
理の仕組み作りやその普及推進、業界の自主活動
に携わることは、非常に意味のあることですので、
引き続き積極的に活動していただきたいと思いま
す。特に、サプライチェーンを通じた化学物質管理
では、情報伝達が不可欠であり、情報伝達の効率
化により負荷が低減されれば、サプライチェーン全
体での適切な管理の推進にもつながるはずです。
　生活に欠かせないものである一方、固有の有害
性もある化学物質の管理について、企業としてア
ピールするのは難しい面がありますが、タイトルの

「レベルアップ」には、より適切な管理をしていこう
とする思いが込められているのではないでしょう
か。さらなるレベルアップを期待しております。

第三者意見を受けて

　ものづくりにおいて使用する化学物質の種類やその使い
方が多様化しています。タイトルには、最新の情報に基づき、
化学物質の管理を継続的に改善していくとの意志を込めて
います。製品のライフサイクルを通じて適切な化学物質管理
を行うには、サプライチェーン全体の協力が必要です。共通
な管理の仕組みは、サプライチェーン各企業の負担を軽減す
るばかりでなく、正確な情報の伝達を促進すると考え、その
仕組みの利用と普及を積極的に行っています。今後も、サプ
ライチェーン全体での化学物質管理に取り組んでいきます。

（富士フイルム CSR推進部 環境・品質マネジメント部）

みずほ情報総研株式会社
環境エネルギー第2部
シニアマネジャー

菅谷 隆夫  氏
プロフィール
JAMP管理ガイドライン作成技術委員
会委員長。JIS Z 7201:2012の制定に
も携わった。サプライチェーン全体で
の適切な製品化学物質管理の実践を
志向して、コンサルティングやリサー
チの業務に従事している。

「化学物質管理のレベルアップ」への第三者意見OPINION富士フイルムグループは、化学品、機能性材料、光
学機器、オフィス機器、医療機器等、幅広い製品を
製造しているため、化学物質の取り扱いの管理及
び化学物質情報の管理の観点で、製品の成り立ち
に応じた管理規定を策定、運用しています。
2010年からの中期計画では、製品に含まれる化学
物質の情報をサプライチェーンに沿って把握、管
理、伝達する仕組みの定着と普及、世界各国・地域
の法規制情報を的確に把握、確実かつ効率的に対
応できる体制の強化を重点課題として取り組んで
います。

●●● 活動トピックス

●●● 基本的な考え方

含有化学物質
の管理

化学物質の
環境安全管理 川

上

川
中

川
下

調達

●原材料
●調剤

富
士
フ
イ
ル
ム
グ
リ
ー
ン
調
達
基
準

化
学
製
品
材
料
製
品
機
器
製
品

● 部品
● 部材

化学物質情報の入手・管理・伝達（JAMP※1の仕組みの利用）

製造 販売

●●● 2012年度の活動概要

富士フイルム ロジスティックスで
開催された取引先向け含有化学物
質情報伝達システムの説明会

分類 分類基準 管理内容

C0 法律及び管理方針により取扱禁止 （禁止）

C1 管理方針により中止、使用量・排出量削減（六
価クロム、ホルマリン、ジクロロメタンなど）

中止または使用量・
排出量削減

C2

● 法律により届出/認可が必要
● 特定の強いハザードを有する
　（発ガン性、爆発性など）
● 管理方針により取扱限定（鉛化合物など）

密閉化または限定管
理

C3 特定の法規制該当、特定のハザードを有する リスク評価に基づく
管理

C4 C0-C3分類以外 一 般 管 理（ 法 令 、
MSDSに基づく管理）

S 特別管理物質：法規制・ハザードが明確でな
いが、リスクが懸念される

代替化、使用・排出・
暴露低減などの研究
開始

●化学物質の分類基準と分類に基づく管理方法
（分類基準：ハザード、国内外の法規制、管理方針）
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人権の尊重

●人権デューディリジェンスに向けた取り組み

　富士フイルムホールディングスは、人権デューディリ

ジェンスに向けた取り組みとして、2012年9月から「ニッポ

ンCSRコンソーシアム」において開催された「人権デュー

デリジェンスワークショップ」に参加し、複数の企業関係

者、NGO、CSR専門家とともに、人権課題について議論を

重ねてきました。まず、第一ステップは企業とNGOの対話

と題して、複数の人権課題解決に向けた活動をするNGO

から話を聞き、人権課題に関し意見交換を行いました。第

二ステップでは、国際連合人権理事会で認められた「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」に則り、UNEP FI（国連

環境計画・金融イニシアチブ）が2011年11月に策定した

Human Rights Guidance Toolを参考に、人権リスクを洗

い出し、業界別に重要な課題を特定しました。

　本ワークショップでは、富士フイルムグループは、重点

事業である高機能材料、ヘルスケアに関連する化学・製薬

業の議論に参加、自社やサプライチェーン上での「職場に

おける待遇」や地域コミュニティにおける「資源」等を重要

課題であると認識しました。今後は、本ワークショップでの

議論をグループ内に展開し、富士フイルムグループの既

存の取り組みの収集と整理、人権への影響の特定・調査

活動を開始していきます。

※ 「人権デューデリジェンスワークショップ」参加団体：〈NGO/NPO〉アムネスティ・イ
ンターナショナル、ACE、エクシャテ、オックスファム・ジャパン、CSOネットワーク、
Change Fusion、ポラリスプロジェクトジャパンなど計11団体、〈企業（業種）〉化
学、金融・証券、自動車、重工業、商社、情報機器、情報通信、食品、シンクタンク、繊
維･アパレル、電気機器、物流、流通･小売など計39社

※ 同ワークショップ及び策定プロセスについては経済人コー円卓会議日本委員会
のウェブサイトを参照

http://www.crt-japan.jp/index.html

会議を実施し、グローバルな視点での人材の把握・選抜・育

成・人材プールに向けて、具体的な施策を進める予定です。

●富士ゼロックス

　グローバル対応力強化に向け、海外業務研修の派遣者

数の拡大など、これまでも充実を図ってきましたが、2012

年度に掲げた「グローバル連結経営」の下、グローバル市

場での成長をリードできる人材の獲得・育成・活用の重要

性はますます高まっています。

　2012年2月に創立50周年を迎え、次の50年に向けた

"成長と変化に挑む"ため「企業風土改革運動」の一環と

して、同年4月に新しい人事諸制度や仕組みを導入しまし

●富士フイルム

　2011年から本格的に始動したグローバル人材育成

のための取り組みは、「グローバルなスキルとマインド

の計画的育成」「グローバルに働く機会の創出」を基本

に、施策を進めています。日本人社員には海外赴任予定

者向けの計画的な事前研修、実地で経験を積む海外派

遣型研修、技術者向け研修など、実践的研修を実施して

います。また海外の現地法人社員向けには、幹部社員向

け研修「FUJIFILM Global Leadership Seminar」を実施。

「FUJIFILM WAY」を全世界の従業員に浸透させる研修

（P48参照）も展開中です。さらに、優秀な人材が国籍・性

別等に関係なく、全社人材としてワールドワイドに最適配

置・活用されるグロ—バルな人事を目指し、優秀人材を計

画的に発掘・育成・登用するための仕組みの構築も開始し

ました。

　2013年度には北米・欧州・中国の人事担当者を集めた
化学業において重要と考える人権課題 具体的懸念事項 
事業/サプライチェーン
職場における健康及び安全

●化学物質を扱うことによる皮膚被害や発がんリ
スク

コミュニティ
天然資源の利用

●有害物質の漸進的排出・漏洩、企業敷地内や危険物
質の運搬・貯蔵時事故による土地や水大気の汚染

コミュニティ
自主的な土地移転を促す協議と補償

●拠点開発のため移住に対する補償が十分でな
く、現地と緊張を引き起こすおそれ

製薬業において重要と考える人権課題 具体的懸念事項 

事業/サプライチェーン
労働条件

●化合物もしくは医薬品の扱いにおいて、 従業員
の健康や安全を損なうおそれ

●医薬品の臨床開発段階で、受託臨床試験機関に
おいて、被験者の健康と安全が十分に管理され
ていないおそれ

コミュニティ
天然資源の利用

●天然化合物を求めることにより、コミュニティと
の間に緊張状態を生じさせるおそれ

コミュニティ
コミュニティ への投資

●疾病啓発活動の実施など公衆衛生に対するポジ
ティブな働きかけ 

社会と政府
人権に対する認識が低い国との関係

●国・地域の公衆衛生施策への協力が、人権を軽
視する当局のプロパガンダに利用されるおそれ

消費者課題
患者様の健康及び安全

●偽造医薬品撲滅への積極的な取り組み
●副作用報告の遅延、製品不良による回収

●●● 2012年度の活動概要

●●● 2012年度の活動概要

多様な人材の活用と育成
CSR活動報告

富士フイルムグループが掲げる成長事業の創出・育成、
グローバル展開の加速を実現するためには、それを支
える人材の育成と多様な人材が能力を最大限に発揮で
きる環境づくりが重要です。そのため、次世代の事業の
変革と成長を担い、グローバル社会における多様性を
前提に"自ら物事を考え、行動できる"グローバル人材・
基幹人材の育成を最重要テーマとし、グループ全体を
通したワールドワイドな視点での人材の発掘、育成、登
用できる仕組みづくり、研修を行っています。 各国から選抜された参加者が集った富士ゼロックスの変革リーダー育成研修

●●● 基本的な考え方

役職者対象 中堅層対象 若年層対象
短期派遣制度 

インドMOT
（技術経営）研修

FUJIFILM Global Leadership Seminar
（グローバルリーダー育成）

欧米ビジネススクール
短期MOT（技術経営）

トレーニー制度

海外留学制度
海外ベーシック研修派遣地別コース

海外マネジメント研修
海外経営人材育成研修

グローバル・コミュニケーション・スキル研修
語学教育制度

FUJIFILM WAY研修（企業理念の浸透）

日本人
社員向け

海外現地法人
社員向け

目指す人材像
「成長と変化に挑む」ことを体現し、そのために「自ら考え、行動する」人材

リアルチェンジ
リーダー

一人ひとりの成長

チャレンジを促す
人事制度

マネジメント/
リーダーシップ

体質強化
短期

グローバル人事力

従業員 経営

長期

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
★変革リーダー育成に対応した各社の研修プログラム開始

●ALL-FXによる研修開始
●ALL-FXによる変革リーダー育成の仕組み構築

●ALL-FXにより
  本格スタート

富士ゼロックス
ALL-FX

（富士ゼロックス
及び関連会社・
販売会社）

国内関連・販売会社

海外（アジア・オセアニア）
関連・販売会社

★

★

★

●富士フイルム　グローバル人材育成研修

●化学・製薬業において重要と考える人権課題
●富士ゼロックスグループの目指す人材像

●変革リーダー人材・グローバル人材育成の展開経緯

「基本的人権の尊重」は、当然果たすべき基本的な概念として認識し、
「富士フイルムグループ企業行動憲章、行動規範」に明確にうたってい
ます。不当な人権侵害、性別、国籍、人種、思想信条、宗教、社会的身分、
身体的特徴などによる差別、ハラスメント行為の禁止、プライバシーの
保護、労働基本権の尊重・擁護、強制労働・児童労働禁止、労働安全衛生
の促進が明記され、巻末にある宣言書にサインをして全員の理解を促
しています。さらに定期的に、人権尊重や差別撤廃を目的とした研修会
を開催、人権教育を推進しています。

「人権デューデリジェンスワークショップ」で発表する
富士フイルムグループCSR担当社員

●●● 基本的な考え方

【エンドースメント】
人権デューデリジェンス ステイタスチェック
経済人コー円卓会議日本委員会は、御社がニッポンCSR
コンソーシアムの人権デューデリジェンスワークショップ
に参加され、活動されたことを確認します。ワークショップ
において、御社（CSRグループ）は、NGOやCSR有識者との
ディスカッションに参加し、化学業および製造業における
人権課題の特定作業を行うとともに、その知見を他業界か
らの参加者と共有しました。今後は、事業戦略、および日々
の業務において人権を尊重した取組みを進めるべく、バ
リューチェーンに沿った形での優先順位の特定を行われ
ることを期待します。

経済人コー円卓会議日本委員会
専務理事兼事務局長

石田  寛  氏
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CSR活動報告CSR活動報告

多様な人材の活用と育成

た。成長と変化を担う次世代の変革リーダー人材（リアル

チェンジリーダー）については、国内外を問わず、一般職・

マネジャー層など各階層から発掘・育成・任用できる仕

組みを構築しています。また、こうした人材育成で研修と

ともに重要視しているのが「ローテーションの活性化」で

FUJIFILM WAY研修の海外展開を開始
富士フイルム共通マインドの浸透を図る

　富士フイルムでは、グループ共通の経営理念やビジョ

ン、社員としてあるべき人材像、取り組むべき仕事のやり

方・進め方をまとめた「FUJIFILM WAY」を海外でも浸透さ

せるために、海外現地法人社員向けの研修を開始しまし

た。北米では2012年5月〜11月で計5回、10拠点の人事部

長を含む現地エグゼクティブ層を対象に研修を行い、中

国では2012年12月に8拠点の人事部長、2013年3月には

幹部層を対象に実施、計150名以上が参加しました。2013

年度は、北米・中国のマネジメント層へ展開、欧州地域で

す。計画的な人事ローテーションで様々な職務、環境を経

験することで、社員が多様で幅広い視点を持ち、個人及び

会社の成長、企業体質の強化につながると考えています。

　2013年度以降、新制度による育成施策を積極的に推進

していく予定です。

のスタートを予定しています。

　グループ経営に参画できるような幹部社員育成を目

指す「Global Leadership Seminar」とは違い、FUJIFILM 

WAY研修は全社員に向けてのものです。海外現地法人社

員の重要な育成施策として、今後は研修に参加したトッ

プ層により、現場スタッフへの浸透・定着を図っていきま

す。さらには、FUJIFILM WAYという共通軸を通じて"One 

Company, One FUJIFILM"を意識し、世界各地のグルー

プ社員が同じ目標に向かって連携を強化していくことを

期待しています。

変革リーダーとしてグローバルに活躍する
次世代リーダー育成プログラムの開始

　富士ゼロックスはリーダー育成研修を見直し、次の50

年に向けた成長と変革を担うリーダー育成のための研修

を改めて2008年度に立ち上げました。さらに2012年度に

●●● 活動トピックス は対象先を販社・関連会社まで拡大して実施しています。

　その中で先行しているのが、経営的視点に立ちリー

ダーシップを発揮できる中堅マネジャークラスを対象とし

た研修です。グローバルに活躍する変革リーダー育成の

研修として、国内のみならず海外の関連会社と合同で実

施しています。2012年度は日本から21名、海外（アジア・

オセアニア）から13名が参加しました。日本は7月、海外は

10月からスタートし、11月に合同ワークショップを開催。

その後2014年8月まで、各国から選抜された参加者がと

もに実践的な経営課題と向き合い、解決策を立案・実行し

ます。すでに実績のある国内マネジメント層も、「グロー

バル」を体感することで一気に視野が拡大、危機感が高ま

り、連携の重要性を強く認識したと述べています。

　今後はその他の階層でも同様のALL-FX（富士ゼロック

ス及び関連会社・販売会社）研修を随時進めていきます。

国・国籍を超えた採用を目指し
海外からのインターンシップ受け入れを拡大

　富士ゼロックス（日本）では現在、計10カ国の多様な

人材が活躍しており、2013年度4月入社の社員のうち約

10％は外国籍社員となっています。こうした海外からの

優秀人材発掘の一つとなっているのが、1998年から導入

したインターンシッププログラム「Visiting Fellowship 

Program」です。中国から毎年10名程度の学生を受け入

れ、中国著名大学との産学連携を深めるとともに、優秀

な技術系人材確保に貢献しています。開始から14年間で

122名が参加、正社員としても25名（2012年4月現在）が採

用されています。

現場力を向上させる「G-up」活動の一環として
中嶋社長自らが参加する「語り合いの場」を開催
　富士フイルムでは、中期経営計画「VISION80」達成に向け
て、各部門・各人が「What」を明確にして課題を着実に解決し、
現場力を向上させる「G-up」活動を2012年夏から開始しまし
た。「G-up」活動のキーポイントの一つである「活動活性化、コ
ミュニケーションの活性化」を目的に、経営層と従業員、組織
を越えた従業員同士がフェイス・トゥ・フェイスでフランクに話
し合う「語り合いの場」を定期的に開催しています。
　2012年8月、富士フイルム本社を皮切りに、国内工場、関係
会社、海外現地法人など各地で開催、2013年5月までに30回
以上、延べ1,000名以上が参加しました。参加者各々の業務課
題や日頃の悩みに対し、中嶋社長が自らの経験に基づき大切
にしている「３つのC（Curiosity：好奇心、Communication力、

Courage：勇気）」の話をするなど、直接、応えることにより、各
人の自主的な解決を促すとともにモチベーションアップにも
つながっています。今後も「語り合いの場」を継続し、従業員の
成長と会社の成長を目指していきます。

多くの社員が中嶋社長とざっくばらんに話し合う場となった

北米、中国で開催し150名以上が参加したFUJIFILM WAY研修

2013年度からアジアからの受け入れを拡大したイ
ンターンシッププログラム

「G-up」のGは、Genba-ryoku（現場
力）、Genki（元気）、Growth（成長）の
頭文字で、これらをすべて上向き（up）
にすることで、「VISION80」達成させ、
会社も自分自身も成長することを表す

　2013年度からは、現場のニーズやダイバーシティによ

る競争力強化の観点から、アジアを中心に優秀な人材の

採用を狙い、他の国からの受け入れも行うことにしまし

た。2013年度はトライアルとして、優秀なICT人材を多く輩

出しているインド、富士ゼロックスの販売・研究の重要拠

点の一つであるシンガポールからの受け入れが決定して

います。この2013年度の実績を基に、今後本格的な展開

を検討していく予定です。

すべての多様な人材を活用する
サステナブルな人事施策に期待

　富士フイルムグループが取り組むビジネス展開に
あわせたグローバル教育、特にリーダー向けプログ
ラムが、現在のマネジメント層だけではなく、次世代、
次々世代の育成まで含めて体系的に構築されている
ことは、極めて高く評価できると思います。それを踏ま
えた上であえて申し上げたいことは、メーカーとしてサ
ステナブルな事業展開を目指すなかで、一般社員を
中心とする中間層の多様な人材活用・育成をより強化
していただきたいという点です。
　グロ―バルで多様な人材育成を考えるとき、日本人
と外国人、リーダー層と一般層という4つの焦点があ
りますが、メーカーには一般社員を中心とする中間層
が極めて多く、現場で物を作り、売っているたくさんの
社員が、理念を共有しプライドを持って働けることが
長期的には最も重要です。企業の生命線だともいえま
す。今後は、中間層の多様なグローバル人材の活性化
や育成にも注力していくことで、本当の意味でグロー
バル企業が取り組むべき“恒常的にサステナビリティ
を生む人事施策”につながるのではないでしょうか。

第三者意見を受けて
　これまで進めてきた次世代経営人材育成の取り組みを高
く評価いただき、ありがとうございます。富士フイルムホー
ルディングスが掲げる重点施策の一つである「ビジネスの
グローバル展開の加速」を力強く進めていく上で欠かすこ
とのできない取り組みと捉えています。
　ご指摘の通り今後中間層のグローバル人材を育成してい
くため、社員に求められる行動指針を示した「FUJIFILM WAY」
の一般層への展開に取り組み、グローバル企業としてのサス
テナビリティにつながる人材育成にも注力してまいります。

 （富士フイルムホールディングス 人事部）

一橋大学 大学院
商学研究科 教授

守島 基博  氏
プロフィール
米国イリノイ大学産業労使関係研究
所博士課程修了。人的資源管理論で
Ph.D.を取得後、カナダ国サイモン・フ
レーザー大学経営学部助教授。慶應
義塾大学総合政策学部助教授、同大
大学院経営管理研究科教授を経て、
2001年より現職。専門は、戦略人事論。

「多様な人材の活用と育成」への第三者意見OPINION

国内・海外の関連会社と合同で中堅マネジャークラス対象の研修を開催

CSR活動報告
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労働安全衛生

「労働安全は事業活動の原点である」という考えのもと、安全最優先で従業員の労
働安全の確保に努め、安全衛生関連の諸法令の順守を徹底しています。

労働安全衛生方針
富士フイルムグループは、従業員の労働安全衛生の確保が企業活動の最重要基
盤であると考え、本方針に基づき事業を展開する。
1. 事業活動において、従業員の労働安全衛生を最優先する。 
2. 従業員の健康維持・増進を積極的に支援する。 
3. 最高水準の労働安全衛生の実現により社会の要請に応える。 
4. 労働安全衛生に関する従業員と会社との円滑なコミュニケーションを図る。 
5. 労働安全衛生に関する従業員教育を積極的に実施する。 安全行動共通ルールの順守活動を評価

され、富士フイルム神奈川事業場が「第
6回レスポンシブル・ケア賞」を受賞

●●● 基本的な考え方

●富士フイルム

　富士フイルムは、労使での安全巡視、社外の専門家を

交えた職場点検、改善、設備の設計・導入・稼働までの各

段階における安全審査、災害防止活動、従業員への啓発

など、事業所ごとに定められた安全方針に基づき、安心し

て健康に働ける職場づくりの取り組みを実施しています。

　2012年度は、これまで各事業所間で行っていた、労災、

ヒヤリ事例及びその再発防止策の情報共有を国内の関

係会社へ拡大させ、知見を共有し、類似災害の発生防止

のみならず、危険源特定や原因究明の手法などの安全活

動の底上げを進めました。

●富士ゼロックス

　2012年度は、「労働災害の防止」、「長時間労働による健

康影響の防止」、「メンタルヘルス関連教育の展開」、「国

内事業所における屋内禁煙化に向けた活動」、「健康指標

の見える化」などを重点目標とし活動しました。労働災害

の防止について、各事業所の安全衛生委員会活動を通じ

て災害原因の究明、再発防止策の検討と周知徹底により

昨年度より労働災害が減少※、今後も注意喚起を継続して

いきます。

　労働安全衛生・健康推進の全般的な活動については、

活動の可視化、特に健康指標の見える化を行い、2013年

度の活動目標設定に反映しました。

※ 富士ゼロックスの労働災害度数率・労働災害強度率は、P63参照

メタボ所見者低減のための健康指導を強化

　富士フイルム九州は、平均年齢28歳の若い会社ながら

有所見者（異常の所見があると診断された人）の85％が

メタボの症状をもつ状況でした。このため有所見者20％

以内という目標を立て、取り組みました。ポイントは体力

測定に加え、筋肉と脂肪の割合などの変化を明確に表せ

る体組成測定データを活用したことです。健診機関、社

内健康管理部門、直属の上長が体制を組み、各人任せに

なっていた改善活動を管理。2週間に1回の体組成測定の

義務づけ、データ入力シートの運用による密なサポート、

社内での運動教室の開催（上長からの業務配慮により参

加）、会社近隣の公共運動施設との複数契約などを実施し

ました。結果、今回の取り組みに参加した26名のうち目標

達成5名、健康診断所見消失者4名、健康診断数値改善者

12名など、大きな成果が得られました。

　今後も2015年までに有所見率20％達成を会社方針と

し、活動を強化していきます。

●●● 2012年度の活動概要 ●●● 活動トピックス

●体組成測定データ結果と指導

調達先でのCSR推進
CSR活動報告

90%以上を目標に、訪問診断にて経営層へ啓発を強化し

ましたが、新規取引先が約7％あったため、達成率は前年

度より若干下がり、93.8%（前年95.6%）となりました。さら

に、これまでの訪問診断の結果、取引先のセルフチェック

と実態に乖離が大きいことがわかった中国において、現

地バイヤーが自身の担当取引先の基礎的な確認を行える

よう、CSR調達基礎訪問教育を実施し、網羅的に確認を行

える体制を構築しました。

　物流分野では、国内すべてのCSR調達対象の物流会社

において、セルフチェックの提出、最重要項目（100項目）

の適合率90％以上の目標をすべての会社が達成しました

（前年度98.5％）。今後は、国内の取り組みの定着に加え、

アジア・パシフィック地域のハブ倉庫から先の物流でセル

フチェックを段階的に進めていく予定です。

●富士フイルム

　2000年より環境に配慮したグリーン調達に取り組んで

きました。その後、CSR調達に向けた検討を開始、2009年

に「富士フイルムグループ 調達方針」の制定を機に、これ

までの「企業グリーン度調査」に企業倫理、人権・労働など

「調達方針」と整合した社会性項目を加えた「CSRセルフ

チェック」に拡大させ、主要取引先70社に先行し調査を試

行しました。取引先各社が自身で行う「CSRセルフチェッ

ク」により、当社のCSRに対する考え方をご理解いただく

とともに、セルフチェックを評価しフィードバックするこ

とで、CSRの維持・改善に取り組んでいただいています。

2012年度は、取引先、富士フイルム調達部門のCSRセルフ

チェックの効率化を狙い、新たにウェブシステムを導入し、

システムを使った調査手順を確立させました。2013年度

は、本システムを用いて、調査の充実を図っていきます。

●富士ゼロックス

　富士ゼロックスは、生産資材に加え物流やその他間接

材（用紙、一般購買物など）などすべての調達活動におい

て、取引先とともにCSR調達に取り組んでいます。

　CSR調達を進めるにあたり、説明会開催、セルフチェッ

クの実施、分析結果に基づいた改善活動計画の策定と

改善活動の支援などを取引先と協働で実施しています。

2012年度、生産資材分野では、取引先の負荷に配慮し、取

引先のセルフチェックと富士ゼロックスの評価の適合率

向上に向け、継続取引先には前年度不適合項目の改善活

動計画書の提出、新規取引先にはすべての項目のセルフ

チェックを依頼しました。最重要項目（57項目）の適合率

●●● 2012年度の活動概要

●●● 基本的な考え方

富士フイルムグループでは、社会的責任や企業倫理の重要性を認識した事業活動を自
社のみならず、取引先にもご理解いただき、ともに発展していくことを目指し、公平で公
正な取り引きの実践とお取引先とのパートナーシップ強化を推進しています。2009年に
はCSRに配慮した調達に対する考えを示した「富士フイルムグループ 調達方針」を制定
し、取引先とともにCSRの向上に努めています。
富士フイルムグループ 調達方針  http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/procure.html

富士ゼロックスがCSR調達を推進するためのツール
「取引先のベストプラクティス事例集」

紛争鉱物への対応
　コンゴ民主共和国（DRC）とその周辺国では、現地武装勢力が
特定鉱物の採掘で収益を得るため、非人道的な犯罪行為を働き、
重大な人権侵害及び環境破壊を引き起こしていると伝えられてい
ます。現地で産出される鉱物には、電機・電子産業に不可欠な金、
タンタル、タングステン及びスズが含まれ、これらの鉱物、いわゆ
る紛争鉱物が現地武装勢力の直接的、間接的な資金源となること
が懸念されています。富士フイルムは、このような不法に採掘、処
理された鉱物の使用、さらには、そのような不法な活動を直接的、
間接的に利するような行為には加担しないことを宣言し、2013年
8月に関連部門の責任、役割を明確にした社内ガイドラインを策
定しました。2013年度から電機・電子、自動車業界等が推奨する
EICC/GeSIテンプレートなどの業界共通の枠組みの活用、さらにそ
の枠組みのサプライチェーン全体への普及を促進していきます。
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本業と社会貢献の連動

富士フイルムグループでは、企業が社会に対して果たすべき責
任として、社会の持続可能な発展に貢献し、良き企業市民として
社会とともに歩み、社会の要請や期待に誠実に応えることを掲
げています。2008年に社会貢献方針を定め、活動の対象として、
「学術・教育」、「文化・芸術・スポーツ」、「健康」、「自然環境保全」
の分野を中心とし、NPO／NGO、地域社会等との協働・連携、そ
して従業員の自発的参加による貢献を大切に活動しています。
富士フイルムグループ　社会貢献方針
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/society.html

テーマ（目的）
●本業を通じた社会貢献
●将来世代の教育支援
●環境保全・
   生物多様性保全

・NPO/NGO
・慈善団体

・地域社会
・教育機関

・公共団体
・従業員・家族

主要分野
●学術・教育
●文化・芸術・スポーツ
●健康
●自然環境保全

連携・協働

●●● 基本的な考え方

　富士フイルムグループでは、事業活動を通じて社会に

貢献するとともに、企業市民として地域社会とも積極的に

交流を行い、社会の持続的発展に貢献する活動を行って

います。事業の特性を生かし、「写真でつながるプロジェク

ト（P53）」や文化財・美術品のアーカイブ化（記録保存）、

拡大教科書の製作支援、古文書復元など、富士フイルムグ

ループならではの特徴的な活動を多く実施している他、環

境教育をはじめとした教育支援活動、地域との共生を図る

様々な活動を行っています。また、ボランティア休暇など

の社内制度も整備し、従業員一人ひとりのボランティアマ

インドを高める仕組み・環境づくりにも注力しています。

　今後も、様々なステークホルダーとのコミュニケーショ

ンやパートナーシップをより重視し、本業を生かした社会

課題の解決に資する社会貢献活動を推進していきます。

●●● 2012年度の活動概要

本
業
を
通
じ
た
社
会
貢
献

●写真でつながるプロジェクト（富士フイルム）
●文化財のデジタルアーカイブ化（富士フイルム）
●“PHOTO IS”10,000人の写真展（富士フイルム）
●アルバムカフェ（富士フイルム）
●古文書復元への取り組み（富士ゼロックス）
●ピンクリボン運動（富士フイルム）

将
来
世
代
の
教
育
支
援

●若者世代への写真教室（富士フイルム）
●拡大教科書製作支援（富士ゼロックス）
●情報塾（富士ゼロックス）

●小林節太郎記念基金（富士ゼロックス）
●版画コレクション（富士ゼロックス）
●スペシャルオリンピックス（富士ゼロックス）

環
境
保
全
・
生
物
多
様
性
保
全

●聞き書き甲子園（富士フイルム）
●「みどりの小道」環境日記（富士フイルム）
●わたしの自然観察路コンクール（富士フイルム）
●「Kid's ISO」プログラム（富士ゼロックス）

●公益信託 富士フイルムグリーン・ファンド（富士フイルム）
●南阿蘇「水田お助け隊」（富士フイルム）
●中国植林ボランティア活動（富士フイルム労働組合）
●里山保全活動（富士ゼロックス）
●自然観察指導員講習会（富士ゼロックス）

●継続的に実施している主な社会貢献活動

神奈川県開成地区の富士フイルムグループ4社合同で
地域の方との環境対話集会を開催
　神奈川県開成地区にある富士フイルム開成地区、富士ゼ
ロックス・富士ゼロックスマニュファクチャリング竹松事業
所、富士フイルムテクノプロダクツは、2012年6月に合同で
近隣の方との意見交換会及び環境報告会を行いました。近
隣の4社が連携することで、グループ全体としての取り組みを
ご理解いただけるよう、今回から合同での開催としました。
　当日は、地域の自治会の方29名の参加を得て、富士フイ
ルム先進研究所の見学、その後、各社から事業活動の紹介と
環境活動の報告を行いました。地域の方々からは、「温暖化
対策、騒音、汚染防止等きめ細かに配慮されている様子が分

新人社員を被災地支援に動員し、本業を生かした復興支援を展開
　富士ゼロックスは新入社員を研修の一環として被災地に派遣し、東日本大震災の復興支
援活動を継続しています。2011年度の宮城県気仙沼大島に引き続き、2012年度は宮城県石
巻市に富士ゼロックスと関連会社から260名を派遣しました。研修という形で一度に多人数
を動員することで支援活動を加速化させるとともに、地域住民や復興支援NGOの方々との
コミュニケーションが、貴重な社員教育の場となっています。約1週間の研修のうち、メイン
の活動となったのは被災文書の洗浄作業です。文書等救済支援のためのボランティア組織
「東京文書救援隊」、現地のボランティア組織「プロジェクト結コンソーシアム」、富士ゼロッ
クスの協働で行われたもので、石巻市内の被災した学校が所有する公文書約24,000枚の復
旧作業に着手、最終的には、47冊・4,500枚（うち製本26冊）の文書が復旧した他、1冊・181
枚はスキャンによる電子化で復旧しました。またこの作業手順を新入社員がマニュアル化、
その後のボランティア活動にも役立てています。
　まだ現地には大量の文書が残されています。富士ゼロックスはプロジェクト結コンソーシ
アムと連携し、社員ボランティアの現地への派遣、社内の復興支援イベント等における文書
洗浄の実施など、今後も継続的に活動していく予定です。

イベントの運営支援を通じて観光復興を支援
　富士ゼロックスは、2012年5月27日に宮城県気仙沼大島で開催された復興支援マラソン
「気仙沼大島ランフェスタ」を支援、87名の社員がボランティアに参加しました。当日は富士
ゼロックスの技術を生かした想い出プリントサービス約2,300枚、フォトカレンダーサービス
約600枚、聴き旅（音声ガイドコンテンツ）などを実施し、参加者への楽しみを提供しました。
　また同じ気仙沼大島での2年ぶりとなる海開きも支援、東北被災地での初めての海水浴
場の再開をサポートしました。12名の社員がボランティアとして参加、更衣室設営や海岸清
掃、同じく海水浴客向けのフォトカレンダーサービス、聴き旅サービスなどを行いました。

写真を通じた支援活動「写真でつながるプロジェクト」（旧写真救済プロジェクト）

　富士フイルムが震災直後からスタートした写真救済プロジェクトは、2012年度は各被災
地の写真返却団体及び全国の写真洗浄ボランティアの支援に重点を移しています。「写真
救済サミット」を定期的に開催し、各団体の連携強化やノウハウの共有を続けています。
　また、九州北部豪雨では福岡県八女市での洪水被害写真の救済活動、インドネシアの洪
水の際にはグローバルウェブサイトでの英文の写真洗浄法の説明が現地で活用されるな
ど、他の災害へも写真救済活動が広がっています。2013年度は、「写真でつながるプロジェ
クト」に名称を変更し、写真を通じた復興支援に重点を移して、写真を活用した「復興活動
アーカイブ」「継続的な現地情報発信」「写真返却促進支援」などをポイントに活動していく
予定です。なお、写真救済プロジェクトサイトは、「第6回 企業ウェブ・グランプリ」の「社会貢
献&CSR部門」グランプリを受賞しています。

放射線の知識を生かして地域とともに復興を推進
　東京電力福島第1原子力発電所から21kmの福島県広野町内に位置する、富士フイルム
ファインケミカルズ広野工場では、放射性医薬品の研究開発・製造・販売を行っている富士
フイルムRIファーマの協力を得ながら徹底的な除染を実施、2012年度は14万㎡の敷地で
国の基準値以下を達成しています。また地域住民等への放射能教育のほか、広野町長や大
学関係者なども参加する「双葉郡復興シンポジウム」を工場内で開催するなど、地域ととも
に復興活動を行っています。
　2012年11月に全国経済同友会の代表幹事円卓会議が福島県いわき市で開催された際
には、完全復旧を遂げた広野工場の視察が行われ、また、2013年3月11日に仙台で開催さ
れた東日本大震災追悼シンポジウムでは、富士フイルムファインケミカルズの川本社長が
パネラーで発表、経済同友会発行の広報誌に掲載されました。

かった」「4社が統一されていると感じた」等の感想をいただ
き、地域の方とのよい意見交換の場になったと評価していま
す。今後もグループで連携し、こうした活動を継続していき
ます。

富士フイルム先進研究所の見学後、各社の報告と地域の方との意見交換を実施

文書復旧のためのドライクリーニングを行
う新入社員（上）と復旧前後の文書（下） 

気仙沼大島ランフェスタの受付（上）及び
海開き前日に砂浜を清掃する社員ボラン
ティア（下）

「写真でつながるプロジェクト」（旧写真救
済プロジェクト）
http://fujifilm.jp/support/fukkoshien/
index.html



54 ◉ FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2013

CSR活動報告

FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2013 ◉ 55

C
S
R
活
動

報
告

特
集

資
料
・

デ
ー
タ

CSR活動報告CSR活動報告

企業の社会貢献は企業理念の具現化として
事業と共にあるもの

　企業の社会貢献は企業理念の具現化として事
業と共にあるものです。その視点から本レポート
を読むと、その気概と覚悟が伝わってきます。東
日本大震災復興支援活動報告はその証左だと思
います。支援の風化が言われるなか、企業として
の使命を果たしてこられた成果と今後への意欲
が読み取れ、「強くなければ生きていけない、や
さしくなければ生きていく資格がない」というレ
イモンド・チャンドラーの言葉を思い出します。ス
テークホルダー・ダイアログ報告も、社会の中の
企業としての役割を確認するものとして重要で
す。今後、このダイアログが各地で展開されること
を期待します。各事業所での活動報告も多岐に亘
り、他地域へのヒントになるものとして貴重です。
ただ、テーマ・分野別に整理して掲載したほうが
わかりやすいのではないでしょうか。
　本業や地域の特性を生かした支援活動は、グ
ローバル展開でも、ステークホルダーの理解促
進のためにも大いに役立つものです。これまでの
個々の社会貢献を、よりテーマに即して進めるこ
とで、「強くやさしい企業」へのさらなる発展を期
待しています。

第三者意見を受けて

　当社グループの社会貢献方針である、「社会とともに歩
み、社会の要請や期待に誠実に応える社会貢献」の志を、
活動報告を通してご理解いただけたことは、今後の活動
推進の励みになりました。これからも各地域のステークホ
ルダーの方々との関わりを一層深め、社会貢献方針に掲
げたテーマに則し、当社グループの特徴を生かした貢献
活動を戦略的に進められるよう、取り組んでいきます。

（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

公益社団法人
日本フィランソロピー協会
理事長

高橋 陽子  氏
プロフィール
心理カウンセラーとして生徒・教師・父
母のカウンセリングに従事。1991年社団
法人日本フィランソロピー協会に入職。
主に、企業の社会貢献を中心としたCSR
の推進に従事。「民間の果たす公益」の
促進に寄与することを目指している。

「本業と社会貢献の連動」への第三者意見OPINION
	 ポーランド  

【文化・芸術・スポーツ】
ポーランド人ジャーナリストとの協働に
よる"Exciting Experience" project 
プロカメラマンや写真誌記者をネパールとイン
ドに派遣。デジタルカメラ「FUJIFILM X-Pro1」の
実証テストを行う一方で、現地の子供たち向け
に写真撮影のワークショップを開催しています。

	 アメリカ
【健康】

乳がん予防・検診を支援する 
キャンペーンを実施
アメリカ全土の富士フイルムグル―プ従業員
による寄付とImages of Health walkへの参
加による募金活動で、National Breast Cancer 
Foundationに 13,480ドルが寄付されました 。

	 日本  
【文化・芸術・スポーツ】

30,000点に拡大し、日本最大級の 
参加型写真展を開催
写真で想いをつなげる参加型写真展として、
2006年より全国各地で開催してきた富士フイル
ム「“PHOTO IS”10,000人の写真展」。2013年は、
より多くの方に写真の価値を実感していただく
ために、規模を拡大して「“PHOTO IS”想いをつな
ぐ。30,000人の写真展」として開催しています。

	 中国
【健康】

中国でもピンクリボン運動を展開
富士フイルムグループでは、乳がんの早期発
見・診断・治療の大切さを啓発する「ピンクリ
ボン運動」を2003年より継続的に支援。中国で
は、2012年も10月を乳がん予防治療月と位置
づけ、2011年から導入したオフィシャルミニブ
ログで乳がん予防を呼びかけました。

	 インド	
【健康】　

女児中絶に反対するマラソン 
「SAVE THE GIRL CHILD」を支援
富士フイルムは、インド国内での女児中絶の傾
向が多いことに反対する運動の一つとして開催
されたマラソンを支援。参加社員も「SAVE THE 
GIRL CHILD」と書かれたTシャツとキャップをか
ぶってアピールしました。

	 ミャンマー
【文化・芸術・スポーツ】

歴史的仏塔内の写真記念館の 
改装・写真修復を実施
ミャンマー・ヤンゴンにある、歴史的仏塔「シュ
エダゴン・パゴダ（Shwedagon Pagoda）」の写
真記念館に展示され、劣化が進んでいた仏塔の
貴重な記録写真を富士フイルムが独自の技術
で修復、併せて写真記念館の改装を実施してい
ます。 3月13日にリニューアルの記念式典が開
催されました。

	 インドネシア
【文化・芸術・スポーツ】

若い世代へ写真の魅力を伝える 
「Fujifilm Goes to School」 
2012年10月にインドネシア・ジャカルタの中学
校で第一回を開催。約40名が参加し、プロのカメ
ラマンからの指導のもと、撮影を楽しみました。

	 マレーシア
【文化・芸術・スポーツ】

若者への写真撮影のワークショップ 
「Youth Photography Camp」
写真撮影への興味を抱いてもらい、写真として
残す重要性を理解してもらうために、富士フイ
ルムが2007年から開催。マレーシア各地の中
学生を対象に実施しており、これまで延べ5,000
名以上の学生が参加しています。

	 中国
【自然環境保全】

活動15周年を迎えた植樹活動 
「緑の協力隊」
中国・内モンゴルのホルチン砂漠でNPOと富士
フイルム労働組合が共同で行っている緑化活
動。日本及び中国の富士フイルムグループ社員
が参加し、毎年行われています。

	 日本  
【学術・教育】

震災後のまちづくりを担う 
次世代リーダー育成を支援
富士ゼロックス宮城は震災時のお客様の声に
応え、2011年より、東北福祉大学からインター
ンシップ生を受け入れています。震災後の新し
いまちづくりを担う次世代リーダー育成を目的
に実施しているもので、他の東北地域の大学か
らの受け入れもはじまっています。

	 マレーシア
【学術・教育】

児童福祉施設をサポートする 
“Make my home beautifulプロジェクト”
虐待を受けたり孤児になった子供たちにシェル
ター（住居）を提供するボランティア福祉施設
“SHELTER”サポートのため、富士ゼロックスマ
レーシアは2011年にシェルターの外装をきれ
いにするプロジェクトを立ち上げました。2012年
度は43名の従業員がペンキ塗りに参加、食料品
の寄付等も行っています。

	 日本
【文化・芸術・スポーツ】

社内に外国人向け観光案内所を開設し、
地域観光に貢献
富士ゼロックス広島では、本社ショールーム内
に外国人旅行者のための「外国人向け観光案
内所」を開設。2012年12月からは、広島市による
「外国人旅行者向け街角観光案内所」の認定案
内所として、多くの観光客に利用されています。

	 タイ
【学術・教育】

日本での拡大教科書の取り組みをタイへ
富士ゼロックスプリンターチャネルオペレーショ
ンズ（タイ）では、2011年から弱視の生徒が使用
する書籍や雑誌など教材を無償製作・配布する
“拡大文字”プログラムを開始。2012年以降は大
学の学生と連携し、拡大文字の季刊誌を出版し
ています。

本業と社会貢献の連動



56 ◉ FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2013

CSR活動報告

FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2013 ◉ 57

C
S
R
活
動

報
告

特
集

資
料
・

デ
ー
タ

CSR活動報告

お客様の声を反映した製品・サービス

富士フイルムグループは、企業理念でうたっているように、「顧客満足（CS：Customer　
Satisfaction）」を経営の基本とし、お客様にとって安全・安心で魅力ある「最高品質の商品、
サービス」の提供を目指しています。お客様に満足していただくためには、お客様の多様な
声を拾い上げ、効果的に商品・サービスに反映できる仕組みが重要です。そのため、お客様
との接点となる窓口でのコミュニケーションを大切にし、迅速・親切・的確・公平性を基本と
した対応を図るとともに、お客様の声を正しく把握し、業務プロセスや製品開発の改善につ
なげる体制を構築しています。

商品でのユニバーサルデザイン取り組み内容をまと
めたユニバーサルデザインブック（富士ゼロックス）

●●● 基本的な考え方

お客様満足度向上に向けた取り組み

●富士フイルム

　様々な事業を展開する富士フイルムは、企業、病院、一

般消費者など多様なお客様があり、それぞれの商品の特

性に適した対応を行っています。各お客様相談窓口では、

お客様からのご提案やご要望を製品主管部門へ連絡し、

製品主管部門はその内容を評価して、製品・サービスの改

善や新製品の開発に反映しています。2012年度には、化

粧品・サプリメントを取り扱うライフサイエンス事業部で、

お客様のご要望をうかがう「お客様ミーティング」を開催

し、お客様から直接ご意見をおうかがいする機会をいた

だくなど、様々な形で顧客満足度アップに向けた取り組み

を推進しています。

●富士ゼロックス

　富士ゼロックスは、CSが企業活動のすべての起点にな

ると考えています。CSを高めるためには、お客様の期待

や要望を知ることが重要です。そのため、お客様との接点

におけるコミュニケーションを大切にし、①お客様統合サ

ポートセンター（主なお問い合わせ窓口）、②VOC（Voice 

of Customer：お客様からの総合的な情報収集の仕組

み）、③公式ホームページ、④各種市場調査、⑤CSプログ

ラム（CS調査に基づく改善活動）の5つの仕組みで、お客

様の生の声を真摯に受け止めています。さらに社内では、

CS向上委員会／お客様接点CS委員会・品質会議／CS会

議の三層の体制を設けてCS活動を推進しています。

　このうち、お客様に提供する商品や営業活動などを評

価いただくCSプログラムは、1975年から継続しています。

これを定期的・継続的に行い、CSの実態を正しく把握し、

業務プロセスや仕組みを改善することで、より高い満足や

長期的な信頼関係の構築に役立てています。またこれら

の調査結果は、お客様を担当する営業部門や保守部門だ

けでなく、開発部門へもフィードバックし、新しい商品開発

に反映しています。

●●● 2012年度の活動概要

マンモグラフィ検査に対する不安感に配慮し
受診者の気持ちに寄り添った製品を開発

　乳がんは女性がかかりやすいがんでありながら、発症

率の高い40歳以上の女性の受診率はまだ31.4％※にとど

まっています。その原因の一つとして、マンモグラフィ撮

影時に乳房を圧迫して固定する際の痛み・不快感が挙げ

られています。マンモグラフィ撮影時には乳房を押し広げ

て固定することが必須なのですが、その際、乳房の最も厚

みがある部分に集中して圧力が加わってしまうことが原

因で、その部分に強い痛みが発生してしまう傾向があるこ

とが分かりました。

　富士フイルムは、こうしたマンモグラフィ検査に対す

る「痛い」という不安感を低減し、より受診しやすい環境

の提供を目指して、乳がん検査用デジタルX線撮影装置

「AMULET」シリーズを展開しています。特に2013年4月に

発売された新構造圧迫板「FS（FitSweet）圧迫板」は、乳房

を圧迫する際の圧力が面内で分散される設計により、乳房

を優しく包み込みながら圧迫固定する構造になっていま

す。今後もお客様の声を取り入れ、受診者への快適性と技

師への操作性、医師への診断しやすい画像提供に配慮し、

乳がんの早期発見につながる製品を展開していきます｡

※ 受診率31.4％：国立がん研究センターがん対策情報センター「国民生活基礎調査
による都道府県別がん検診受診率データ（2010年）」より。

●●● 活動トピックス

多様なお客様に対応するものづくり

●富士フイルム

　製品デザインを担当するデザインセンターのユーザビ

リティデザイングループでは、2001年から“使いやすさ”と

いう観点から製品のユーザビリティ評価を行っています。

製品の対象・用途等様々な要素を考慮して選抜した複数

のユーザーによる評価の他、利用現場での検証などを実

施。グローバルに展開する製品の場合は、国ごとの文化・

環境などの違いなども検証し、分析結果を製品デザイン

に生かしています。例えば印刷工程のワークフローシステ

ム「XMF V5.0」は、日・米・欧の3カ国の現場エンジニアに

使ってもらい満足度・効率性などを検証。長時間の使用に

配慮した配色、視認性の良いアイコン、ミスを減らすため

の必要な画面のみの表示などを採用しました。こうした多

様なオペレーターが使いやすいシンプルで機能的なデザ

インが評価され、XMFは2012年度のグッドデザイン賞を

受賞しています。

　当初はなかなか浸透しなかったユーザビリティ評価

も、現在では開発初期の段階から担当者がプロジェクトに

参加することが増え、医療機器をはじめ様々な分野の製

品開発で定着しています。

●富士ゼロックス

　使えない部分を使える状態にする「アクセシビリティ」、

使いにくい部分を使いやすくする「ユーザビリティ」、対象

となるお客様を広げる「ユーザーダイバーシティ」の3つ

をユニバーサルデザインと考え、商品開発を進めていま

す。当社に寄せられたお客様の声、お客様訪問などで収

集した情報を基に、使いやすさと美しさが両立するデザイ

ンを検討。ISOやJISと連携・反映した社内各種ガイドライ

ンなどを基に、デザイナー自身が行う弱視や車いすの方

の操作性の疑似体験なども交えながら、開発・設計、操作

性テストなどの評価を経た上で商品化しています。

補完関係

2つのCSプログラム 調査結果の活用目的

●A

●C

●C

●P

●A●P

●D

●D

企業比較CSプログラム

富士ゼロックスユーザー
CSプログラム

企業と比較して課題を
抽出するCS改善活動

現場/各機能
全社の改善活動

個々のお客様の評価に
基づくCS改善活動

お
客
様

1）企業比較CS調査
CSの市場ポジションを把握し、強みをさらに
伸ばし、弱みを改善する活動へとつなげていく。

2）富士ゼロックスユーザーCS調査
お客様からの評価をもとに改善を促進し、
個々のお客様との関係性を強化する。

●富士ゼロックスのCSプログラム（CS調査に基づく改善活動）

調査 件数

企業比較CSプログラム 約12,600件

富士ゼロックス
ユーザーCSプログラム 約85,000件

優しく乳房（乳腺）全体に
フィットすることで圧力が
分散され痛みを軽減するFS
（Fit Sweet）圧迫板（写真
上）、受診者にリラックスし
てもらうために撮影室の雰
囲気に合わせたデザイン
を選択できる5種類のデコ
レーションラベル（写真下）

複合機「ApeosPort-IV C3375」（写真左）には、立っていても座っていても操作でき
る高さのUDモデル（3段用紙トレイ）、「DocuCentre-IV C2263」（写真右）には、座り
ながら操作しやすい高さのショートモデルを採用（2段用紙トレイ）

2012年度のお客様満足度調査実施状況
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外部機関の顧客満足度調査で
富士ゼロックスが第1位を獲得

　富士ゼロックスは、『日経コンピュータ』2012年8月16日

号「第17回顧客満足度調査」の「複合機部門」において、3

年連続で総合満足度第1位を獲得しました。

　さらに、CSに関する調査・コンサルティングの国際的な

専門機関である株式会社J.D.…パワー　アジア・パシフィッ

クが発表した「2012年日本ITソリューションプロバイダー

顧客満足度調査SM」の事務機メーカー系事業者セグメント

でも、第1位になりました。同調査は、全国の従業員規模50

名以上の企業を対象に、情報システムの導入・構築事業

者に対する満足度を明らかにするものです。また、同社に

よる「2012年日本カラーコピー機顧客満足度調査SM」及び

「2012年日本カラープリンター顧客満足度調査SM」におい

ても、それぞれ3年連続で第1位になりました。

　富士ゼロックスは、今後も業界トップの評価にふさわし

い商品・サービスをお客様にお届けしていきます。

お客様との新たな価値創造を目指す
お客様共創ラボラトリー
　富士ゼロックスは、お客様の様々な課題解決支援を強化す
るため、神奈川県横浜市に「お客様価値創造センター」「お客
様統合サポートセンター」「お客様共創ラボラトリー」の3つの
場を設けました。その中でも、2010年に富士ゼロックスR&D…
スクエアにオープンしたお客様共創ラボラトリーは、「徹底し
たお客様視点での新たな価値創造」を目指し、これまでにない
新たな価値創造の芽を育てる場として注目を集めています。
　お客様共創ラボラトリーは、「オープンラボラトリー」「セキュ
アラボラトリー」で構成されます。オープンラボラトリーは、お
客様が抱える経営課題やまだ気づいていない潜在的な課題
を明らかにしていく場です。富士ゼロックスが社内やお客様の
経営課題解決のために取り組んだ最新の実践事例と関連技
術を紹介し、次にその事例をベースにお客様の抱える経営課
題を重ね、ディスカッションを行っていきます。セキュアラボラ
トリーでは、オープンラボラトリーのテーマで選抜された新た
な価値創造の種を、お客様、パートナー、富士ゼロックスで検
証・議論を重ねながら、実際のソリューションに結び付けてい
きます。オープンラボラトリーには、オープンから約3年間で約

1,000社・4,000人が訪れました。特に最近ではお客様、営業部
門での認知度も高まり、来訪者が増加しています。
　富士ゼロックスにとっては、お客様（特に経営層の方々）から
直接、経営課題をうかがうことで、これまでにないお客様との
接点・ニーズ把握の機会となっています。また、研究開発部門
の社員にとっては、まだ製品化されていない最新技術を直接
お客様に紹介し、議論する機会をもつことで、新たな気づきと
モチベーションアップにつながっています。
　今後は、自治体や地域の方々との連携も強め、産学官の多
様な知の融合を推進し、社会の課題を解決するイノベーショ
ンの場の構築を目指します。
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「資料・データ」では、富士フイルムグループの活動を客観的か
つ具体的にご理解いただけるように、CSR活動の基礎的な情
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ています。
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コンプライアンス・リスクマネジメントに関する情報

コンプライアンス お客様

取引先

リスクマネジメント

対象 教育内容 2012年度実績

経営層（富士フイルム） コンプライアンス全般（外部講師による） なし（適宜実施）

関係会社の役員 コンプライアンス全般（外部講師による） 1回、参加者80名

役職者（富士フイルム・関係会社）
経営倫理、顧客志向、コミュニケーションなど（CP&RM＊による） 10回、参加者170名

企業不祥事、懲戒事例、相談窓口、リスク報告の仕組みなど（CP&RM＊による） 60回、参加者3,000名

新任役職者（富士フイルム・関係会社） コンプライアンス全般（CSR推進管掌執行役員／CP & RM長による） 各1回、参加者70名／50名

全従業員
（富士フイルム・関係会社、派遣社員も含む） コンプライアンス事例を用いての職場でのディスカッション（役職者による） 全部門

新入社員（富士フイルム） コンプライアンスの基礎知識、社員行動規範、社内規程、相談窓口など
（CP&RM＊による） 1回、参加者150名

種類 取得済みの関係会社

Pマーク＊1 富士フイルムメディカル
富士フイルムイメージングシステムズ
富士フイルムテクノサービス
富士ゼロックスシステムサービス
富士ゼロックス総合教育研究所
富士フイルムイメージングプロテック
富士フイルムメディアクレスト

種類 取得済みの関係会社

ISMS＊2 富士フイルムグローバルグラフィックシステムズ
富士フイルムソフトウエア
富士ゼロックス（グローバルサービス営業本部）
富士ゼロックス国内営業及び国内販売会社
富士ゼロックスインターフィールド
富士ゼロックスシステムサービス
富士ゼロックス情報システム
富士ゼロックス県別特約店11社（12事業所）
富士ゼロックス上海
富士ゼロックスコリア
富士ゼロックス深圳
富士ゼロックスサービスクリエイティブ
富士ゼロックスエコマニュファクチャリング（蘇州）

研修名
対象（富士ゼロックスと国内関係会社）

教育内容 2012年度実績
役員 管理

職
一般
職

契約
社員

他従
業員

ALL-FX行動規範教育 ○ 各行動規範について具体的ケースを用いて解説する集合
教育

1回、参加者463名
この他富士ゼロックス単体
ではキャリア採用者に対し
て12回、計77名が参加

新任役員研修 ○
経営層に必要な役員の義務と責任、会社法、総務リスク、
人事リスクなどの必要なリスクマネジメント全般に関する
集合教育

1回、参加者28名

新任管理者研修 ○
労務管理上のコンプライアンス（労務管理の重要性と必
要性、企業不祥事、職場における規律違反など）の集合
教育

6回、参加者343名

法令基礎教育WBT ○ ○ ○ ウェブサイトを用いた基礎的な法律知識の教育 1回、参加者約23,000名

情報セキュリティ教育WBT ○ ○ ○ ○ ○ ウェブサイトを用いた情報セキュリティに関する基礎教育 1回、参加者約30,000名

■コンプライアンス教育の実施内容（富士フイルム[国内]） ■お客様対応の仕組み（富士フイルムと国内関係会社）

■富士フイルムグループ「調達方針」

■お客様対応の仕組み（富士ゼロックスと関係会社）
■コンプライアンス教育の実施内容（富士ゼロックス[国内]）

■プライバシーマークとISMSの取得状況

＊ CP&RM：富士フイルムコンプライアンス＆リスク管理部

＊1 プライバシーマーク：（一財）日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）より、個人情報について
適切な取り扱いが行われている企業に与えられるマーク。

＊2 ISMS：情報セキュリティマネジメントシステム。個人情報をはじめとする情報全般の管理体
制に関する認証。

ISO10002（苦情対応マネジメントシステム）

お客様の声 検討 お客様の声を反映お客様相談窓口（BtoCのみ）

お問い
合わせ

報告
フィード
バック

ご要望
お客様コミュニケーションセンター	 約10名
ヘルスケアラボラトリー コールセンター	 約130名
技術サポートセンター	 約50名
（ファインピックスサポートセンター、FDiサポートセンター、
 フジフイルムモールサポートデスク）

サービスステーション	 全国5カ所／約70名
国内営業部門／国内販売会社

CS推進室	 約10名

ご提案

ご指摘

ご注文

経営トップ

製品・
サービスの改善

新製品・
新サービスの
採用

部門長

関連部門で
検討

営業・販売
デザイン
開発・研究

各相談窓口で、お客様からのご意見やお問い合わせなど
の情報をデータベース化

ご注文・お問い合わせ件数

年間 約220万件

「お客様の声」…
に戻る

手紙・電話・
Eメール・来社・
お店で

双方向
コミュニケーション

本方針における「調達」は、製品に使用する部品・材料の調達のみならず、間接材
の調達や設備などの保守・管理サービスなども含めた各種取引を対象とします。

I. 調達の基本的な考え方
富士フイルムグループは、国際社会の一員として、最高品質の商品やサービス
を提供することにより、社会の発展に貢献し、人々のクォリティ オブ ライフのさ
らなる向上に寄与したいと考えています。そのために、私たちは次のような基本
的考え方に従って調達を行います。
1. 合理的な選択基準 
優れた物品・サービスを最も競争力のある供給者から調達するため、品質・価
格・安定供給・企業の信頼性などの合理的かつ明確な基準に基づいてお取引
先を選定します。調達取引に係る決定は、調達部門が他部門から独立して行
います。 

2. 開放・公正
調達取引の機会を国内外のすべてのお取引先に平等に開放し、実績のある
お取引先だけでなく、新規お取引先からの調達も積極的に検討します。 

3. 社会的責任（CSR）
コンプライアンス、品質・安全性、環境保全、情報セキュリティ、公正取引・倫
理、安全衛生、人権・労働などCSRに配慮し、社会に貢献する良き市民としての
役割を積極的に果たしていきます。 

お取引先にも以上のような私たちの考え方をご理解いただき、「調達ガイドライ
ン」に示す取り組みを進めていただくことで、お互いの良きパートナーシップと
相互信頼の樹立・維持向上を図っていきます。

II. 調達ガイドライン
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/procure.html

お客様／取引先に関する情報
資料・データ

お客様（ALL VOC）

お客様接点におけるCS改善活動

個々のお客様との関係性強化、苦情・クレームゼロ化/意見・要望に基づく業務プロセス改善など

各機能本部によるCS改善活動

苦情・クレームゼロ化、意見・要望に基づく業務プロセス改善/商品企画力強化など

経営TOPによるCS活動

常務執行役員を議長としたCS会議を通じた全社方針や重要課題解決方法の決定、EA活動など

CSプログラム

日常のお客様の声
（苦情・クレーム、要望、お問い合わせなど）

お客様統合サポートセンター
お客様相談センター（総合） 23,966件
カストマーコンタクトセンター 
・ 保守 2,225,400件
・ 配送 2,559,136件

お客様接点をもつ富士ゼロックス
及び関連会社の従業者

VOC（Voice of Customer）　　272,000件
お客様からの総合的な情報収集の仕組み

各種市場調査
市場動向調査

適宜実施

富士ゼロックスユーザー
CS調査
約85,000件

企業比較
CS調査
約12,600件

公式
ホームページ

お客様を取り巻く
環境変化・経済動向など お客様の評価

PDCA
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人事・労務に関する情報 （富士フイルム）

人事関係 人事関係

労務関係 労務関係

正社員 7,614名
≪内訳≫
一般：5,966名（内  男性：4,799名  女性： 1,167名）
役職者：1,648名（内  男性：1,617名  女性：31名）

非正社員 632名
≪内訳≫
臨時従業員：488名、パート：15名、再雇用：60名、
その他（嘱託・契約社員など）：69名

正社員 9,271名

≪内訳≫
一般：6,880名（内 男性：5,703名  女性：1,177名）
役職者：2,283名（内 男性：2,192名  女性：91名）
執行役員：23名（内 男性：23名  女性：0名）
嘱託：85名（内 男性：53名  女性：32名）

非正社員 747名
≪内訳≫
臨時従業員：252名、パート：9名、再雇用：485名、
その他（雇員など）：1名

平均年齢 平均
勤続年数

平均
扶養人数

平均
年間給与＊1

有給休暇
消化率＊2 離職率＊3

41.8歳 男：17.6年
女：19.1年 1.4名 約830万円 61.6％ 2.7％

平均年齢 平均
勤続年数

平均
扶養人数

平均
年間給与＊1

有給休暇
消化率 離職率＊2

44.1歳 男：19.6年
女：15.2年 1.29名 ─  万円 56.0％ 3.2％

組合員数 組合員構成率 組合員平均年齢
  5,809名 76.3%  39.9歳

組合員数 組合員構成率 組合員平均年齢
6,868名 75.0% 40.9歳

＊1 �平均年間給与については、2012年1月1日〜2012年12月31日の期間で集計。
＊2 �有給休暇消化率については、2010年10月1日～2012年9月30日の期間で集計。

	 　　自然退職+定年退職+自己都合+シニア転進
	 　　（ただし、構造改革による希望退職者は除く）
	 　　富士フイルム単体社員数年間平均

＊ 組合員構成率については、正社員数（7,614名）に対する割合。 ＊ 組合員構成率については、執行役員、嘱託を除いた正社員数（9,163名）に対する割合

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

障がい者雇用率＊1 1.87% 1.72% 1.77% 1.81% 1.96%

再雇用＊2 40名 18名 24名 33名 29名

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
障がい者雇用率＊1 1.88% 1.89% 1.86% 2.19% 2.08%
再雇用＊2 352名 423名 517名 508名 485名

新卒採用
（2013年度） 98名＊1

≪技術系大卒≫
男性：52名　女性：12名
≪事務系大卒≫
男性：26名　女性：7名

キャリア採用 11名＊2 男性：9名　女性：2名

新卒採用
（2013年度） 164名＊1

≪技術系大卒≫
男性：65名　女性：20名
≪事務系大卒≫
男性：41名　女性：38名

中途採用 103名＊2 男性：83名　女性：20名

＊1 �新卒採用については、2013年4月入社の人数を掲載。総数は高卒・短大卒（男子：1名、女子：
0名）を含む。

＊2 キャリア採用については、2012年4月から2013年3月までに入社した人数を掲載。

＊1 �新卒採用については、2013年4月入社の人数を掲載。総数は高卒・短大卒（男子：1名、女子：
1名）を含む。

＊2 中途採用については、2012年4月から2013年3月までに入社した人数を掲載。

＊1 障がい者雇用率については、2013年4月30日時点のデータを掲載。
＊2 �再雇用については、当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに再雇用となった人数を掲載。

＊1 障がい者雇用率については、2013年3月31日現在のデータを掲載。
＊2 �再雇用については各年度末（3月31日）現在の人数を掲載。

＊1 積立有給休暇：失効した有給休暇を最大60日まで積み立てることができ、家族のヘルスケア
や介護、ボランティア活動などに充てることができる休暇。

＊2 �ダブルジョブプログラム：シニア社員の独立を支援するため、業務命令による兼務ではなく、
シニア社員のスキルや経験を活用したい部門のニーズと、専門能力の発揮や新たな仕事へ
のチャレンジを希望する本人の意思とのマッチングにより、現業とあわせて2つの部門の業
務に従事できる制度。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
介護休職 6名（男2、女4） 5名（男3、女2） 5名（男0、女5） 2名（男1、女1） 2名（男2、女0）
育児休職 32名（男1、女31）30名（男1、女29）55名（男1、女54）34名（男2、女32）52名（男5、女47）
ボランティア休職 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
介護休職 5名（男3、女2） 2名（男1、女1） 1名（男0、女1） 2名（男0、女2） 7名（男4、女3）
育児休職＊2 54名（男6、女48）40名（男5、女35）44名（男5、女39）62名（男8、女54）52名（男4、女48）
ボランティア休職＊3 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
介護休暇 11名（男7、女4） 8名（男5、女3） 3名（男1、女2） 5名（男3、女2） 13名（男6、女7）
育児休暇 2名（男2、女0） 1名（男0、女1） 4名（男2、女2） 2名（男1、女1） 2名（男0、女2）
看護休暇 92名（男5、女87）57名（男6、女51）63名（男10、女53）55名（男5、女50）71名（男11、女60）
ボランティア休暇 2名（男2、女0） 0名（男0、女0） 0名（男0、女0）35名（男26、女9） 1名（男1、女0）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
介護休暇＊2 24名（男21、女3）29名（男24、女5）28名（男21、女7）26名（男17、女9）27名（男15、女12）
育児休暇＊3 503名（男296、女207）326名（男142、女184） 226名（男89、女137） 237名（男86、女151） 197名（男72、女125）
ボランティア休暇＊4 47名（男28、女19） 13名（男9、女4） 27名（男18、女9）118名（男94、女24） 50名（男38、女12）
（延べ活動日数） （196日） （30日） （83日） （530日） （135日）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
労働災害度数率＊1 0.00 0.05 0.31 0.00 0.09
労働災害強度率＊2 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
労働災害度数率＊1 0.23 0.24 0.19 0.55 0.31
労働災害強度率＊2 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00

＊ 当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに休職を取得した人数を掲載。

＊ 当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに休暇を取得した人数を掲載。

*1 当該年度（4月1日～翌年3月31日）に休暇を取得した正社員の人数（嘱託含む）を掲載。
*2 介護休暇は、「積立有給休暇（家族介護）」「家族介護休暇」「1日介護休業」の各制度利用者を
掲載。

*3 育児休暇は、「積立有給休暇（子のヘルスケア）」「子の看護休暇」の各制度利用者を掲載。
	 ただし、2008年度は「積立有給休暇（家族ヘルスケア）」という休暇名称だったため、子以外
の対象家族の事由の場合も含まれる。

	 育児休暇に準じる制度として、上記の他に妻の第2子以降出産時に上の子の世話を行うた
めの特別休暇付与(最大5日)があり、2012年度の男性社員の取得人数は59名。

*4 ボランティア休暇は、「積立有給休暇（ボランティア活動）」を取得した人数及び延べ活動日
数を掲載。

＊1 当該年度（4月1日～翌年3月31日）に新たに休職を取得した正社員の人数（嘱託含む）を掲載。
＊2 2011年度の育児休職（男性）は、当該年度内に同一の子について2回育児休職を取得した男
性社員がいるため、実人数は7名。

＊3 ボランティア休職は「ソーシャルサービス制度」の利用者数を掲載。

＊1 労働災害度数率　＝

＊2 労働災害強度率　＝

休業災害被災者数

延労働時間数
×1,000

×1,000,000
延労働時間数

労働損失日数

＊1 労働災害度数率　＝

＊2 労働災害強度率　＝

休業災害被災者数

延労働時間数
×1,000

×1,000,000
延労働時間数

労働損失日数

年度 項　目

2007年度 ●包括同意出向制度の導入

2008年度 ●社員旅費規程改定

2009年度 ●�裁判員制度に対応した人事規程の導入

2010年度 ●育児・介護支援制度の改定

2011年度 ●2012年4月1日付人事制度改定の労使合意

2012年度
●開発職及びSE職の定時外サポート勤務制度の導入
●定年再雇用従業員の採用基準及び評価基準の改定

年度 項　目
2007年度 ●両立支援制度の見直し　●弔慰金規程の見直し

2008年度
●両立支援制度の見直し　
●裁判員制度への対応規程の導入

2009年度
●�適格退職年金制度から確定給付企業年金制度への移行
●退職金制度の見直し　●社員制度の一部見直し

2010年度
●育児休業制度の拡充　　　　　●介護休暇制度の新設
●社員制度の一部見直し　　　 　●看護休暇制度の拡充
●半日休暇取得回数上限拡大

2011年度 ●社員制度改定

2012年度

●出張旅費の改定
●社員制度改定
●海外労働条件の見直し
●定年再雇用制度見直し

出産
 ・ 
育児

1. 産前産後期における支援制度
2. 育児休職制度
3. 育児目的によるストック休暇利用
4. 育児期に就業する者への支援制度
5. 育児休業から復職時の3者面談の実施
6. 看護休暇制度（該当する子が1人：年間6日、2人以上：年間11日）
7. 短時間勤務制度（小学校3年生まで）
8. 不妊治療目的によるストック休暇利用
9. 不妊治療目的による休職制度
10. 所定外労働制限・休日労働の免除措置

介護

1. 介護休職制度
2. 介護休暇制度（要介護者が1人：年間6日、2人以上：年間11日）
3. 介護目的によるストック休暇利用
4. 介護期に就業する者への支援制度

その他

1. ボランティア休職制度／ボランティア目的によるストック休暇利用
2. 自己啓発目的によるストック休暇利用
3. 永年勤続休暇
4. フレックスタイム制度
5. 裁量労働制度
6. 定時退社日（週1日）の設定

出産
 ・ 
育児

1. 産前産後休暇（有給）
2. 育児休職制度（最長満2歳に達する日まで。住宅関連手当相当額の
援助金支給）

3. 配偶者転勤、育児などを理由に退職した社員の再雇用制度
4. 家族のヘルスケアのための積立有給休暇 ＊1

5. 妊娠中及び育児のための勤務時間短縮制度（妊娠時から小学校3
年生まで）

6. 育児のための時間外勤務制限制度（小学校6年生まで）
7. 育児のための深夜業制限制度（小学校6年生まで）
8. 妻の出産時の特別休暇
　（第1子誕生時：2日、第2子以降誕生時：5日）
9. 出生支援休職（不妊治療を目的とした最長1年の休職制度）

介護

1. 家族介護休職制度（最長2年）
2. 家族介護のための勤務時間短縮制度
3. 家族介護のための時間外勤務制限制度
4．家族介護のための深夜業制限制度
5. 1日介護休業制度
6. 家族介護のための積立有給休暇 ＊1

その他

1. フレックスタイム制度
2. 永年勤続表彰特別休暇・リフレッシュ休暇
3. ソーシャルサービス制度(社会奉仕活動のための休職制度）
4. ボランティア活動のための積立有給休暇 ＊1

5. 教育休職制度
6. シニアテーマ休職制度（シニア社員のセカンドキャリア支援）
7. フレックスワーク制度（シニア社員のセカンドキャリア支援）
8. ダブルジョブプログラム＊2（シニア社員のセカンドキャリア支援）

■休職取得者数*

■休暇取得者数*

■休暇取得者数＊1、ボランティア休暇延べ活動日数

■休職取得者数＊1

■ワークライフ・バランスに関する制度

■ワークライフ・バランスに関する制度

■労働組合と会社の合意による制度改定実績■労働組合と会社の合意による制度改定実績

■従業員の構成 ■従業員の構成

■正社員の状況

■正社員の状況

■採用

■採用

■労働組合員の構成 ■労働組合員の構成

■障がい者雇用率・再雇用

■障がい者雇用率・再雇用

■労働災害度数率・労働災害強度率 ■労働災害度数率・労働災害強度率

2013年3月31日現在 2013年3月31日現在

2013年3月31日現在

2013年3月31日現在

2013年3月31日現在 2013年3月31日現在 2013年3月31日現在2013年3月31日現在

●2010年度の「育児介護休業法」の改正に伴い、仕事と育児・介護の両立支援
制度を拡充し、看護休暇制度の拡充や介護休暇制度を新設するなど、いずれ
も法定を上回る制度を整備しています。
●ストック休暇とは、有給休暇の失効分を60日まで積み立てることができ、傷病
やリハビリ、育児、介護、ボランティア目的などで使用可能な制度です。

法律を上回る制度のみ記載しています。

＊3 離職率　=

＊1 �平均年間給与については非公開。

	 　　　自然退職+定年退職+移籍+シニア転進
	 　　　富士ゼロックス単体社員数+出向者数年間平均
＊2 離職率　=

人事・労務に関する情報 （富士ゼロックス）
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CO2排出量

日本 930 

海外

米州（アメリカ、カナダ、ブラジル） 151 

欧州
（オランダ、ドイツ、ベルギー、イギリス、フランス） 102 

中国 137 

中国を除くアジア・オセアニア
（オーストラリア、韓国、シンガポールなど） 19 

グループ合計 1,338 

環境側面に関する情報

重点実施事項 主な取り組み内容

地球温暖化の抑制
①ライフサイクルCO2排出量を2020年
　までに2005年度比で30％削減
②お客様や社会のCO2排出量を2020年
　に700万トン削減

省エネ商品/ソリューション提供 ①お客様使用時の商品消費電力低減技術の開発
②お客様や社会のCO2削減への貢献に向けたシナリオ構築と必要技術の獲得

事業所/物流/サプライヤーの省エネ施策推進
①生産事業所への省エネ設備の導入、モノづくりプロセスの改善・革新による効率改善
②節電施策の継続/強化によるオフィスのCO2削減
③国内外物流の効率改善による物流のCO2削減

天然資源の保全
商品の3R推進

①バイオマスなど次世代環境対応構造材料技術の確立
②部品リユースによる新規資源投入量抑制
③用紙における環境配慮型原材料の積極活用

事業所の資源使用量・廃棄物削減 ①生産事業所の廃棄物削減
②生産事業所の水使用量抑制

化学物質リスクの低減
商品の化学物質リスク低減 ①RoHS/REACH対応等、化学物質リスク削減に向けた管理の強化

事業所の化学物質リスク低減 ①化学物質管理の確実な実施

環境経営推進基盤の強化 ①ライフサイクル全体の環境負荷を把握する仕組みの強化

重点実施事項

地球温暖化対策

地球温暖化対策 省エネルギー対策

物流における環境配慮

重点実施事項 主な取り組み内容

1.エネルギーの効率的活用による地球温暖化対策※

　と動燃費削減の推進

※ 目標：2005年度基準でライフサイクルCO2排出量を
　2020年度までに30％削減

①省エネによるCO2排出量と動燃費の削減推進
　・生産拠点：固定エネルギー削減、少量多品種生産に柔軟に対応できる仕組み構築等によるエネルギー効率向上
　・オフィス拠点：ルール化（空調・照明条件等）による管理の徹底
　・サプライチェーン全体：CO2削減及び省エネ施策・技術開発の強化
②日本の国家政策、エネルギー動向を踏まえたエネルギー戦略の立案
　・自家発有効活用策の立案、エネルギーポートフォリオ戦略の策定
③従業員及び家族へのCO2削減啓発活動の継続展開

2.環境に配慮した製品・サービスの開発と普及
①3Rの推進による資源の有効利用（製品、容器包装材料）
②製品・サービスでの環境貢献効果の見える化、積極的な発信
③スコープ3及びウォーターフットプリントの算定準備

3.化学物質管理のレベルアップ

①サプライチェーンへの製品含有化学物質管理の考え方と仕組みの普及継続
②化学品のリスク情報の積極的な開示
③化学物質の使用、届出、登録に関る知識と経験のグループ全体での活用強化
④法の制改定情報の早期入手とグループ内相互通知の実践強化

4.生物多様性保全の推進 ①生態系に対する安全性評価体制の確立と実践
②生物資源の調達アセスメントの徹底（ABSへの対応準備を含む）

5．環境課題推進基盤
　の強化

（1）事業場の環境保全

FRC 規則に基づいて下記を推進
①法的要求事項、自主管理目標を順守する体制の堅持
②廃棄物適正処理、及び廃棄物ガバナンスの維持・強化
③廃棄物の削減（歩留まり向上、ロス分の再利用、有価物化など）
④欧州、北米生産拠点でのゼロエミッション推進
⑤製膜工程から発生するVOCの排出量削減
⑥冷却水等の再利用促進、節水による水投入量原単位の維持

（2）マネジメントシステム
　  によるリスク管理

①IMS/EMSの活用による業務の品質向上と効率化
②製品安全、労働安全のリスク管理強化
③CSR視点でのサプライチェーンマネジメント強化

（3）情報開示・情報提供、
　  コミュニケーション

①サステナビリティレポート、ウェブサイト等による積極的な情報開示
②ステークホルダーとのコミュニケーションによる社会的要請への適合検証

（4）従業員教育 ①教育・訓練の継続的実施（環境、化学物質、品質、製品安全、労働安全、及び生物多様性の保全）

■富士フイルム2013年度重点実施事項

■富士ゼロックス2013年度重点実施事項

■CO2排出量の推移（富士フイルム：国内主要6工場）国内の化学系主要6工場*のCO2排出量及びCO2原単位の推移

2012年度の6事業場のCO2総排出量は、2011年度に対して4％削
減し、生産に関わるCO2原単位（生産量あたり）は、1ポイント改善しま
した。
状況としては、生産量は前年比微減でしたが、新規生産機立上げや
新商品開発のためのエネルギー使用量は増えました。フラットパネル
材料の生産工程を中心に、排熱回収技術などの継続的な水平展開に
加えて、各事業場の生産プロセスの省エネ推進、非生産時の待機エネ
ルギーや生産量に拠らず消費される固定エネルギー削減、コジェネ
のエネルギー転換効率向上などの施策を計画的に遂行し、対1990年
度のCO2原単位40％改善目標を達成することができました。
＊ �国内の化学系主要6工場（神奈川工場足柄サイト、同小田原サイト、富士宮工場、吉田南工
場、富士フイルムオプトマテリアルズ（株）、富士フイルム九州（株））のCO2排出量は、富士フ
イルムグループ全体（国内外の富士フイルムグループ、富士ゼロックスグループ、富山化学工
業のすべてを含む）の52％に相当（P65参照）

＊ �生産CO2原単位：生産によるCO2排出量/生産量の値を1990年を100として指数表示したもの
	 地球温暖化対策推進委員会管理値：2011年以前の国内電気事業者CO2排出係数使用
＊ �総CO2排出量：2011年度以降は最新（2012年1１月環境省公表）の国内電気事業者の調整後排出係数を使用
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■CO2排出量の割合（2012年度） ■エネルギー使用量＊1の推移

■CO2排出量＊の推移

■国内輸送におけるCO2総排出量＊の推移 ■国内輸送量＊の推移

■輸出用包装資材の重量削減率の推移＊（累計）

■容器包装材料＊使用量の推移（富士フイルム単独）

■輸送効率改善によるCO2削減量と削減率＊（国内物流）
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■国内・富士フイルムその他グループ
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■海外・富士ゼロックスグループ

■富士フイルム（国内：主要6工場）　
■富士フイルム（国内：その他）　
■富山化学工業　
■富士ゼロックス（国内）　
■富士フイルム（海外）　
■富士ゼロックス（海外）　
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（基準年）
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2012 年度

2011 年度

2,273 235

5,130

3,928

8,081

8,177

1,892
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4,871
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4,365

7,131

1,682
30
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1,935
27
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27,824 25,890 24,963 26,847 25,824

2,176
25

5,525

8,984

2,523

6,475

25,707

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

CO2
総排出量 49,825 41,031 40,936 41,450 44,278

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

輸送量 182 162 164 175 194

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

包装資材削減率 3.5 5.9 5.7 3.4 10.1

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

総使用量 23.3 19.4 19.0 18.5 18.2

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

CO2排出削減量
（t-CO2／年） 5,810.1 6,691.0 7,004.0 6,969.9 7,753.6

CO2削減率（％） 10.4 14.0 14.8 14.4 14.9

＊ �このCO2総排出量は、富士フイルムロジスティックスが関わった富士フイルムグループ各社
分をすべて含めて算出。また、2006年度より改正省エネ法による把握方法に切り替え（空車の
走行部分は含めないなど）

＊ �輸送量の算定範囲は、改正省エネ法報告に従った所有権範囲と同一

＊ ��2012年度に富士フイルムロジスティックスが取り扱った輸出用包装資材の総重量は
1,647,127.4トン。削減重量185,389.3トン、年間の削減率は10.1％。昨年度に比べ削減率が
アップした主要因は、インド向け輸出梱包の仕様を変更（木箱→段ボール）したことによる

＊ �ダンボール、紙材、紙器、金属材料、プラスチック成形品、プラスチックフィルム・シート、ガラ
スの合計

＊ ��2012年度も特定荷主と連係してCO2削減活動を推進。効果的な施策としては物流拠点の見直
しに伴う輸送距離の短縮及び2段積みによる積載効率の向上、エコドライブによる燃費向上
などが挙げられる。削減量は事業所ごとに実施しているCO2削減施策の積み上げ値より算出

2005
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

日本・生産 1,084 923 884 937 918 905 

日本・非生産 28 30 29 28 24 25 

海外・生産 345 318 291 342 347 382 

海外・非生産 30 38 30 28 29 26 

グループ合計 1,487 1,309 1,233 1,335 1,319 1,338 

＊ 算定方法：
省エネ法に準拠し、エネルギー使用によるCO2排出量を算出。買電については各電力会社の
排出係数を使用

（単位：千t-CO2／年）

（単位：t-CO2／年） （単位：百万t・km）

（単位：％）

(単位：千t／年）

2005
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

日本・電力量 8,177 7,131 6,477 7,008 6,353 6,475 

日本・重油等＊2 8,081 4,365 3,482 2,784 2,587 2,523 

日本・ガス＊3 3,928 7,535 8,606 9,877 9,509 8,984 

海外・電力量 5,130 4,871 4,687 5,217 5,220 5,525 

海外・重油等＊2 235 96 30 27 24 25 

海外・ガス＊3 2,273 1,892 1,682 1,935 2,132 2,176 

グループ合計 27,824 25,890 24,963 26,847 25,824 25,707 

＊1  �単位発熱量については省エネ法に準拠
＊2  �A重油、C重油、灯油、軽油、ガソリンの合計
＊3  �天然ガス、液化天然ガス（LNG）、都市ガス、ブタン、液化石油ガス（LPG）の合計

（単位：TJ）

（単位：千kL）■2012年度の重油等使用量＊の内訳

＊製造における使用のみ

重油 灯油 軽油 ガソリン

日本 57.3 3.9 0.1 0.0

海外 0.0 0.0 0.6 0.1

グループ合計 57.3 3.9 0.7 0.1

CO2削減率（％） ＝
CO2削減量

CO2総排出量＋CO2削減量

包装資材削減率（%）　＝
削減重量

総資材重量＋削減重量

※環境パフォーマンスデータの対象組織は、原則的に連結財務諸表の範囲で、環境負荷の大きさを基準に設定
しています。ただし、一部の販売及び生産（組み立て）子会社は含まれていません。
　特に表記のないものは、上記の集計範囲で行っています。	
　なお、「グループ合計」の値は、それを構成する各小計の合算値と必ずしも一致していない場合があります。

■2012年度の地域別CO2排出量＊（製造）

＊算定方法は「CO2排出量の推移」と同じ

（単位：千t-CO2／年）
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環境側面に関する情報

会社・事業所名 富士フイルムテクノプロダクツ（株）　花巻サイト
内容 排水水質に関する花巻市公害防止協定値超過

対応 浄化槽内の消毒筒の調整により早期に自主基準値（＜協定値）
以下に安定。花巻市へ直接測定結果報告と対応を説明		

会社・事業所名 富山化学工業（株） 富山事業所		
内容 総合排水出口でVOC基準値超過		

対応

構内解体工事の影響と特定し事態の終息を宣言できるまで中
止。油分離槽内及び施設周辺側溝の徹底清掃、工事終了後も排
水出口の測定を継続。類似事例の対策強化・排水の濃度監視を
継続。富山市へ第一報と一連の是正処置終了報告		

会社・事業所名 FUJIFILM Diosynth Biotechnologies U.S.A.,Inc
内容 一時的な排水基準値超過

対応
排水に悪影響を及ぼす化学成分を常時監視し、一定以上の濃度
になった場合、廃棄物収集タンクに集め、認可された業者によっ
て適正に処理

会社・事業所名 FUJIFILM Diosynth Biotechnologies U.S.A.,Inc
内容 一時的な排水基準値超過		

対応
工程ごとに特定廃水の処理方法を明確化。環境安全課による毎
日の目視チェック・確認とともに、各工程から排出する廃水計測
システムを導入		

省資源対策 化学物質排出量削減

■水の投入量、リサイクル量及び排水量の推移

■揮発性有機化合物（VOC）の大気排出量の推移

■廃棄物発生量、再資源化量及び最終処分量の推移

■削減に取り組んだVOCと大気排出量の削減量＊（富士フイルム単独）

■大気汚染物質排出量の推移

■水質汚濁物質負荷・排出量＊1の推移

■廃棄物の主なリサイクル方法
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2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

SOx排出量
日本 66 46 18 22 20 
海外 3 1 6 1 1 
グループ合計 69 47 25 24 20 

NOx排出量
日本 612 454 445 470 391 
海外 84 43 41 40 66 
グループ合計 695 497 485 510 457 

ばいじん
排出量

日本 6.4 3.6 2.7 3.0 5.9 
海外 4.1 2.1 1.3 0.7 0.6 
グループ合計 10.5 5.7 4.1 3.7 6.5 

特定フロン
排出量＊

CFC-11 0.76 0.20 1.13 0.10 0.20 
CFC-12 0.01 0.00 0.04 0.02 0.00 

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

COD負荷量＊2
日本 85.6 76.4 84.1 93.2 85.0 
海外 18.7 17.9 15.3 21.7 24.4 
グループ合計 104.3 94.3 99.4 115.0 109.5 

BOD負荷量＊3
日本 45.5 46.7 45.5 46.7 43.6 
海外 4.8 7.1 5.5 6.2 2.9 
グループ合計 50.3 53.8 51.0 52.8 46.5 

総窒素排出量 日本 290.3 286.5 282.3 254.5 259.0 
総リン排出量 日本 5.0 3.7 9.1 5.2 2.5 

2000
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

日本 31.1 11.2 9.6 10.3 10.1 7.6 
海外 1.7 1.9 1.6 1.8 1.8 1.8 
グループ合計 32.8 13.1 11.2 12.1 11.9 9.4 

物質区分 物質名 削減量（t） 2000年からの
削減率（％）

PRTR法届出対象物質 ジクロロメタン 263 74 

自主管理対象物質

メチルアルコール 1,459 83 
酢酸エチル 341 84 
メチルエチルケトン 172 83 
アセトン 118 92 

�＊ グループ合計

�＊1 公共水域に排出した量
＊2 �COD（化学的酸素要求量）：水の汚れを示す指標。水中の汚れ（主に有機性汚濁物質）が、酸
化剤によって酸化されるときに消費される酸素の量を指す

＊3 �BOD（生物化学的酸素要求量）：水の汚れの程度を表す尺度の一つで、汚れを分解する微生
物がどのくらい水中の酸素を使ったかを指し、酸素の減った量で表す

�＊ 比較的軽微なものを除く

�＊ 2000年度実績に対する2012年度までの削減量

2000
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

発
生
量
＊1

日本 36.2 34.3 29.5 30.0 30.3 34.5 
海外 12.7 29.7 34.8 39.1 38.1 42.6 
グループ合計 48.9 64.0 64.3 69.1 68.4 77.1 

再
資
源
化
量

日本 28.6 33.1 28.9 29.0 29.7 32.0 
海外 1.0 21.9 24.8 25.7 31.1 35.0 
グループ合計 29.6 55.0 53.7 54.7 60.8 67.0 

最
終
処
分
量
＊2

日本 7.6 1.2 0.6 1.0 0.6 2.5 
海外 11.7 7.8 9.9 13.4 7.0 7.6 
グループ合計 19.3 9.0 10.5 14.4 7.6 10.1 

�＊1  外部委託量
＊2  �単純焼却または単純埋め立てした量

（単位：千t／年）

（単位：t／年）

（単位：t／年）

■有価物量＊の推移
2000
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

日本 43.0 55.4 51.9 56.8 54.6 37.5
海外 9.3 27.4 22.1 21.2 21.3 28.4
グループ合計 52.3 82.8 74.0 78.0 75.9 65.9

�＊ 有価物とは、生産により生じた副産物のうち、有償で販売したものと定義。

（単位：千t／年）

（単位：百t／年）

廃棄物 リサイクル方法
プラスチック（分別品） パレット、配管、衣服、断熱材
プラスチック（混合品）／フィルター 高炉原料
磁気テープ 高炉原料・畳床材・断熱材
水酸化アルミ 硫酸バンド
無機汚泥・研磨剤 セメント、路盤材、建築用資材
有機溶剤 塗料用シンナー
酸・アルカリ 中和剤
可燃性廃棄物の混合品 固形燃料、発電・温水製造
蛍光灯 グラスウール、水銀
電池 亜鉛、鉄精錬
残飯・生ゴミ・有機汚泥 肥料、飼料
書類、空箱 再生紙
鉄、アルミ、銅など、金属類 金属精錬

■PCBを含む＊機器などの保管・管理状況（2012年度）

�＊ 微量PCBは含まず

PCBを含む機器などの区分 単位
保管・管理数量
日本 グループ合計

高圧トランス 台 9.0 23.0 
高圧コンデンサー 台 311.0 401.0 
廃PCB油など kg 201.1 201.1 
汚泥など m3 10,394.1 10,394.1 
蛍光灯の安定器 台 14,215.0 14,215.0 
蛍光灯以外の低圧コンデンサー 台 117,092.0 117,092.0 
低圧トランス 台 2.0 2.0 
ウエス kg 909.6 909.6 
その他機器 台 16.0 16.0 

汚染防止対策

法規制への対応

■2012年度の環境関連の法規制に対する順守状況とクレーム

■2012年度の環境関連の法令違反・クレーム内容とその対応＊

■土壌・地下水汚染の調査と浄化 
　（富士フイルム及び国内関係会社と富士ゼロックス及び国内関係会社）

土壌・地下水汚染に関して自主的な環境調査を実施しています。
生産事業所で使用され、環境基準値が定められている物質について
は、使用・在庫管理及び排水管理、地下水の定期的なモニタリングを
実施し、不測の事態に迅速な対応がとれる管理を行っています。

http://www.fujif i lm.co.jp/corporate/environment/preservation/site/
leakage/

http://www.fujixerox.co.jp/company/csr/stakeholder/environment/target.
html

2012年度の環境関連の法令違反は8件（内海外6件）、クレームは6
件（すべて日本国内）でした。法令違反の事例は主に排水系で一時的
に許容値を超えてしまい対処を要したものが多く、全件直ちに対策を
講じています。関連施設を含め、従来以上の管理を徹底し再発防止に
努めます。	

日本 海外 グループ合計
法令違反件数（内 対応済み件数） 2（2） 6（6） 8（8）
クレーム件数（内 対応済み件数） 6（6） 0（0） 6（6）

※環境パフォーマンスデータの対象組織は、原則的に連結財務諸表の範囲で、環境負荷の大きさを基準に設定
しています。ただし、一部の販売及び生産（組み立て）子会社は含まれていません。
　特に表記のないものは、上記の集計範囲で行っています。	
　なお、「グループ合計」の値は、それを構成する各小計の合算値と必ずしも一致していない場合があります。

■PRTR法への対応（富士フイルム及び国内関係会社）

PRTR法（化学物質管理促進法）で届出対象になっている物質以外
に、日本化学工業協会が定めた自主管理物質を中心に、富士フイル
ムが自主的に管理対象とする物質を加え、排出量削減に取り組んで
います。富士フイルムと国内関係会社での使用量が1t／年以上の物
質についての情報（使用量・大気排出量・公共用水域への排出量・下
水への移動量・事業所外への移動量・リサイクル量）を下記のウェブ
サイトで開示しています。

http://www.fujif i lm.co.jp/corporate/environment/preservation/site/
atmosphere/prtr.html

■ゼロエミッション

富士フイルムでは2003年度にゼロエミッションを達成し、引き続
き廃棄物管理レベルの向上に努めています。今後の課題は、富士フ
イルムの海外生産拠点である関係会社及び新しく富士フイルムグ
ループに加わった会社でのゼロエミッション達成です。課題達成のた
めに次の関係会社を中心に指導を続けていきます。

1. プラントの立ち上げや廃止で発生する廃棄物ゼロエミッション化
されていない国内外の関係会社

2. 廃棄物発生量が多い国内外の関係会社
3. 生産量が増加しているゼロエミッション率が未だに低い国内外の
関係会社

なお、富士フイルムと富士ゼロックスにおけるゼロエミッションの
定義は事業特性の違いから若干異なりますが、おおむね「事業活動
で発生するすべての廃棄物を再資源化し、廃棄物の単純焼却、単純
埋め立てをゼロにすること」と定義しています。

2000
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

投
入
量

日本 56.1 48.1 45.2 46.1 47.7 45.7 
海外 4.2 7.0 6.9 7.1 6.9 7.0 
グループ合計 60.3 55.1 52.1 53.2 54.6 52.7 

リ
サ
イ
ク
ル
量

日本 18.2 80.2 73.7 85.6 82.5 74.6 
海外 0.0 0.0 0.3 0.3 0.2 0.2 
グループ合計 18.3 80.2 74.0 86.0 82.6 74.7 

排
水
量

日本 48.5 46.3 45.1 48.3 49.8 43.8 
海外 4.0 5.6 5.5 5.9 5.8 5.9 
グループ合計 52.6 51.9 50.6 54.1 55.5 49.7 

＊1 �冷却水の使用も含める
＊2 �事業活動で使用した水、雨水、その他含む

（単位：百万t／年）

＊1  

＊2  
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サステナビリティ会計（労働環境・社会会計、環境会計）

労働環境・社会会計 労働環境・社会会計

環境会計 環境会計

■2012年度の概要

●労働環境の整備や社会貢献に要した費用をステークホルダー別に
分類集計したものです。
●従業員に対しては、労働安全衛生の確保や、社員教育をはじめとし
た人材育成などに力を注いでいます。
●コミュニティに対しては、日本写真保存センター設立支援や日本自
然保護協会へのフィルム等商品寄贈などの費用が含まれています。
　また「社会への文化芸術振興」として、写真文化の保存と発信基地
としてのフジフイルム スクエアやフォトコンテストの費用も含まれ
ています。

■2012年度の概要

●環境保全コスト

全体で4%減少しました。約10％が設備投資、約90％が費用となり、内
訳は昨年度とおおむね同等です。

［設備投資］
対前年度比で5億円・10%の増加となりました。約75％はフラットパ
ネルディスプレイ材料製造設備の省エネを含めた地球環境保全に関
する投資でした。

［費用］
効率化を進めたことで、対前年度比で26.9億円・6％の減少となりまし
た。研究開発コストに関する費用が全体の約40％を占めています。

●環境保全効果

社内・社外への経済効果ともに、対前年度比で増加となりました。

［社内への経済効果］
対前年度比で9億円・4%の微増となりました。

[社外への経済効果]
お客様への効果の増加により、対前年度比で184億円・18%の増加と
なりました。

■お客様への効果

お客様への効果は、お客様が購入いただいた新製品を使用した場
合と、お客様が旧製品を使用した場合の環境負荷量を比較して、効果
を金額に換算したのもです。
2012年度のお客様への効果の合計は、前年度に比べて193億円・
22%の増加となりました。製版フィルム不使用のPS版は、世界各地域
での出荷量が増えたことなどにより、お客様効果が大幅増加となりま
した。オフィスプリンターについては、EA-EcoトナーとIH定着の組み
合わせによる省エネ技術の導入が進み、節電効果が増加しました。

≪対象期間≫
2012年度（2012年4月1日～2013年3月31日）

≪集計範囲≫
富士フイルムグループ国内68社（富士フイルムホールディングス、富士フイル
ム、富士フイルムの関係会社19社、富士ゼロックス、富士ゼロックスの関係会社
45社、富山化学工業）

≪基本事項≫

●労働環境・社会会計の目的
従業員の労働環境の整備及び社会貢献に費やした金額を集計し、富士フイルム
グループとしてこれらの分野の取り組み状況を把握します。

●集計方法
当該年度の支出（投資も含む）を集計しました。投資設備に関する減価償却費は
含まれません。なお、従業員への教育や社会貢献などは、一部環境会計と重複す
る数字も含まれます。

≪対象期間≫
2012年度（2012年4月1日～2013年3月31日）

≪環境会計集計範囲≫
富士フイルムグループ国内72社（富士フイルムホールディングス、富士フイル
ム、富士フイルムの関係会社19社、富士ゼロックス、富士ゼロックスの関係会社
49社、富山化学工業）

≪基本事項≫

●環境会計の目的
①社内外の関係者に、物量面、経済面の定量化された正しい環境情報を提供す
ること。
②経営者層及び事業場統括者の意思決定に役立つ、数値化された環境情報を
提供すること。

●集計方法
参考にしたガイドライン：環境省発行「環境会計ガイドライン（2005年版）」
①減価償却費は、3年間の定額償却によって算出しています。
②環境保全以外の目的が含まれているコストは、支出目的による按分計算によ
り集計しています。
③�社内への経済効果：汚染賦課金、エネルギー、原材料、水などは前年度との差
額、回収、リサイクルなどは当該年度の実質的効果金額を計上しています。

④�社外への経済効果：SOx、VOC、CO2については前年度との差額、リサイクルに
ついては、当該年度の推定的効果金額を計上しています。

製　品
金　額

2010年度 2011年度 2012年度
1. 高密度磁気記録材料 -1,178 8,392 5,597 
2. 製版フィルム不使用のPS版 23,651 39,468 65,212 
3. 液晶ディスプレイ用フィルム 23,136 21,694 14,797 
4. オフィスプリンター 11,310 19,649 22,943 
合　計 56,919 89,203 108,549 

（単位：百万円）

ステークホルダー 目　的
コスト合計

2011年度 2012年度

従業員

労働安全衛生 1,523 1,635 
人材育成 3,346 2,801 
多様性の確保 528 483 
働きやすい職場づくり 1,219 1,340 

お客様 お客様対応・安全確保 501 361 
将来世代 将来世代への教育活動 0 0 
コミュニティ
（地域社会・行政）

地域社会との調和 189 99 
社会への文化芸術振興（国内） 727 746 

国際社会 国際社会の文化・社会への配慮 50 46 
NGO・NPO NGO・NPOとの協働 25 11 
調達先 製品への配慮 57 56 
合　計 8,166 7,579 

■労働環境・社会会計の内訳

■2012年度の環境会計

■就業時間内のボランティア

2010年度 2011年度 2012年度

ボランティア時間 1,372時間 10,175時間 4,700時間

ボランティア費用 4百万円 41百万円 12百万円

※ボランティア活動について
従業員が就業時間内に行った地域の清掃などのボランティア活動の時間とそれに相当する賃
金及びその活動にかけた経費を集計。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

環境保全コスト 環境保全効果
設備投資 費用 社内への経済効果 社外への経済効果

2011年度 2012年度 2011年度 2012年度 2011年度 2012年度 2011年度 2012年度
1. �事業エリア内…
コスト 3,585 4,659 8,086 9,123

 ①公害防止 415 333 2,739 2,639

汚染賦課金の
削減 6 -3

SOx排出削減＊1 0.000 0.000
SOx排出削減量 -4t 5t
NOx排出削減量 -25t 130t
VOC排出削減＊2 9 152
VOC排出削減量 25t 435t

 ②地球環境保全 2,773 4,182   2,737 3,893 省エネルギー 1,893 926
CO2排出削減＊3 51 9
CO2排出削減量 58千t 20千t

 ③資源循環 397 144 2,611 2,591

原材料削減 11,808 11,281 リユース･…
リサイクルによる…
産業廃棄物削減＊4

削減量＊6

10,742

107.4千t

9,758

97.6千t

水資源削減＊5 -618 1,581
回収・リサイクル
　銀 1,593 1,586
　高分子材料 881 1,249 
　アルミ材料 144 98 アルミ原材料の再利

用CO2排出削減量
34 18

　その他 383 575 4万t 3万t

2. �上･下流コスト…
市場からの回収 9 0 7,386 7,373 下取り機器からの

部品回収 5,869 5,630

3. 管理活動コスト 43 21 9,820 8,045

4. 研究開発コスト 1,374 830 18,945 17,238
お客様への効果の
詳細はP68の表に
記載しました。

89,203 108,549

5. 社会活動コスト 0 6 109 45

6. �環境損傷対応…
コスト …
汚染賦課金

9 6 204 37

合　計 5,020 5,521 44,551 41,861 21,959 22,924 100,038 118,487

�＊1 SOx排出削減：16円／t
　 米国環境省の2013年3月のSOx排出権オークションの落札価格 0.17ドル／t
＊2 �VOC排出削減：350千円／t
　 （社）産業環境管理協会「有害大気汚染物質対策の経済性評価報告書」平成16年2月
＊3 �CO2排出削減：459円／t
　 （2013年3月　EU排出権2013年先物取引価格 3.78ユーロ／t）
＊4 �廃棄物埋め立て処理コスト:100円／kg
＊5 �上水200円／t、下水200円／t
＊6 �廃棄物発生量のうち再資源化量及び有価物量	
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社外からの評価

■格付け・SRI調査の状況

富士フイルムホールディングスは、「持続可能な発展」に向けたCSR
活動を積極的に推進している企業グループとして、外部機関より以下
の評価を受け、社会的責任投資（SRI）の銘柄に組み入れられていま
す。また、社外の格付け調査において、右表の評価を受けています。

Dow Jones Sustainability Indexes 2012への組み入れ FTSE 4Good Global Indexへの組み入れ モーニングスター社会的責任投資株価指数への組み入れ
（2013年6月20日現在）

評価名 富士フイルムホールディングスの評価
第7回CSR企業ランキング

（2013年  東洋経済新報社） 2位/1,128社（550.0点）

第16回「企業の環境経営度調査」
（日本経済新聞社）

5位／製造業438社
化学石油分野6年連続1位

第7回「企業の品質経営度」調査 
（日本科学技術連盟） 2位／217社、優秀企業賞

サステナビリティ評価2012（SAM社
Sustainable Asset Management） SAM ブロンズ・クラス

CDP（Carbon Disclosure Project ） スコア85　ランクC

対　象 賞の名称や評価内容 授与団体

富士フイルム（株） 平成24年度省エネ大賞 省エネ事例部門　資源エネルギー庁長官賞 主催：（一財）省エネルギーセンター
後援：経済産業省

富士フイルム（株）　神奈川工場 レスポンシブル・ケア賞（RC賞） （一財）日本化学工業協会・日本レスポンシブ
ル・ケア協議会

富士フイルム（株）　吉田南工場 ｢平成24年度（財）全国危険物安全協会理事長表彰｣ （一財）全国危険物安全協会

富士フイルム（株）　吉田南工場 平成24年度「全国発明表彰 経済産業大臣発明賞」を受賞 （公財）発明協会

富士フイルムRIファーマ（株）　千葉事業所 セーフティードライバーズちば2012　「優秀事業所賞」受賞 （一財）千葉県安全運転管理協会

富士フイルムファインケミカルズ（株）　平塚工場 安全衛生功労賞受賞 （公財）神奈川労務安全衛生協会

富士フイルムファインケミカルズ（株）　広野工場 安全衛生功労賞受賞 社団法人富岡労働基準協会

富山化学工業（株）　富山事業所 「第3回富山県ものづくり大賞」の大賞受賞 富山県

富士ゼロックス（株） 「グリーンIT推進協議会会長賞」受賞 グリーンIT推進協議会

富士ゼロックス（株） 「エコプロダクツ大賞推進協議会特別賞（節電大賞)エコプロダクツ部門」受賞 エコプロダクツ大賞推進協議会

富士ゼロックス（株）R&D事業所 「2012年度グッドデザイン賞」受賞 （公財）日本デザイン振興会

富士ゼロックス（株）R&D事業所 「第21回地球環境大賞フジサンケイグループ賞」受賞 フジサンケイグループ

富士ゼロックス（株）新潟事業所　 「新潟県環境保全優良事業所」表彰 新潟県環境保全連合会

富士ゼロックス（株）富山事業所 「（財）日本緑化センター会長奨励賞」受賞 （一財）日本緑化センター

富士ゼロックス（株）竹松事業所 （公社）神奈川県環境保全協議会環境保全表彰（個人） （公社）神奈川県環境保全協議会

FUJIFILM Manufacturing U.S.A., Inc. Dennis Waters was named the NWTF JAKES National Volunteer Award 
National Wildlife Turkey Federation 
(NWTF) on February 15, 2013 at the NWTF 
Convention and Sport Show

FUJIFILM Manufacturing U.S.A., Inc. 2012 Made in SC Excellence in Corporate Responsibility Award SC Manufacturers' Alliance

FUJIFILM Manufacturing U.S.A., Inc. 2012 Excellence in Pretreatment Gold Award Greenwood Metropolitan District 

FUJIFILM Electronic Materials U.S.A.,Inc.
(Rhode Island)
FUJIFILM Electronic Materials (Europe)NV

Preferred Quality Supplier Award Intel Corporation

FUJIFILM Manufacturing Europe B.V. 2nd prize "water innovation prize 2012"  "Unie van Waterschappen " ( union of 
water boards )

FUJIFILM Imaging Colorants Limited Gold Medal for Occupational Health & Safety The Royal Society for the Prevention of 
Accidents (RoSPA)

FUJIFILM Speciality Ink Systems Limited Sustainable Innovation, Coatings Care and Training Awards British Coatings Federation

FUJIFILM France SAS Imprim'Vert Certificate ("Green printing certification") P2i: pole d'innovation de l'imprimerie. 

FUJIFILM Europe GmbH Climate Certification Dual System Germany "green dot" 

富士フイルム光電（深セン）有限公司 深セン市の省エネ・廃棄物削減の優良企業として、深セン市のクリーン生産（清潔生産）
企業と認定

Habitation and  Environment Commission 
of Shenzhen 
Economy,Trade and Information 
Commission of Shenzhen Municipality
Science,Technology and Innovation 
Commission of Shenzhen Municipality

富士フイルム光電（深セン）有限公司 ENTERPRISE CREDIT EVALUATION           China Culture&Office Equipment 
Association

蘇州富士フイルム映像機器有限公司 「蘇州市清潔生産企業」に評価 蘇州国家高新技術産業開発区
経済発展と改革局

蘇州富士フイルム映像機器有限公司 「蘇州市新区循環経済試験企業」に評価 蘇州市人民政府

FUJIFILM Hunt Chemicals Singapore Pte.Ltd.
（2012年時の社名） Singapore Chemical Industry Council Responsible Care Awards 2012 Singapore Chemical Industry Council(SCIC)

富士ゼロックス（株）シンガポール Human Resource Magazine（HRM） Awards 2012 「最優秀環境活動賞」受賞 Human Resource Magazine（HRM）Asia

富士ゼロックス（株）中国 CBN Weekly 「CSR革新者賞」受賞（個人） CBN Weekly

富士ゼロックス（株）香港 「香港環境優秀賞卸売・小売部門金賞」受賞 中華人民共和国香港特別行政区環境保護運
動委員会及び環境保護署

■2012年度の主な受賞や評価 関連ページ　P.17、35、38、39、57

　富士フイルムホールディングス サステナビリティレ

ポート2013は、報告内容が一層体系化され、グルー

プCSR経営の特徴を余すところなく分かりやすく伝え

ることに成功しています。これは、巻頭の特集に据え

たキーワードである「イノベーション」が全体を貫く背

骨の役割を担うことで、これに連なる各取り組みの位

置づけが明確になり、報告の一貫性が強化された成

果といえましょう。

　貴グループのCSR経営の特徴として、その側面の

多様性を挙げることが出来ます。これは、トップコミッ

トメントにおいて鮮明に打ち出されているように、イ

ノベーションを通じて事業領域を不断に拡大してき

た歴史の帰結です。事業領域が広がれば直面する社

会的課題が増えるのは当然のようにも見えますが、実

際にそうなるには、優れた技術力という前提と、何より

生み出したイノベーションがサプライチェーンの構成

メンバーやマーケットにより受容されるプロセスが必

要です。従って、CSR経営が多面的であるという事実

の背後には、イノベーションを成功に導いた多方面

に亘る高度なコミュニケーションの蓄積が存在してい

ることになります。今回の報告書では、今まで明示さ

れてこなかったこの関係性が、経鼻内視鏡や無処理

CTPの普及などを素材に見事に再現されており、文

字通り本業を通じて実現されるCSR像を印象的に伝

えてくれています。もともと貴グループの報告書は、広

範なステークホルダーの声を丹念に収集・反映させ

る点で他に類を見ない個性を備えていますが、今回、

競争力と関連づけて提示されたことにより、社会構成

員とのコミュニケーションを重視する理由が改めて印

象づけられたように思います。

　また、情報の取捨選択の判断基準としてグループ経

営に与える「重要性」を強調している点も、多彩なCSR

側面にメリハリをつけることで差別化要素になってい

ます。重要性（マテリアリティ）の観点から選び出され

たコンテンツはどれも示唆に富みますが、特に、①高

度な環境配慮設計をベースに自社製品による環境貢

献効果の見える化を進める努力、②グローバル企業

らしく、人権や従業員の健康といったわが国の企業に

とっては比較的新しいテーマにも十分配慮している

点、③CSRセルフチェックとフィードバックを通じた高

度なサプライチェーン管理の取り組み、などが印象に

残りました。いずれも、現在多くの企業が直面している

課題であり、広く経済界というステークホルダーに向

けた良質な情報発信と捉えることが出来ます。

　多岐に亘るCSR側面をマテリアリティで重み付け

し、ステークホルダーとの対話を通じてその妥当性の

検証を行う努力により、今回の報告も非常に完成度

の高い内容になっています。従って、今後の期待も、

この延長上に位置づけるのが妥当でしょう。まず、各

側面で中期的に目指す目標が今のところ定性的な記

述中心になっています。これを可能なところから数値

化しKPI（重要業績評価指標）として提示することは

一考に値するものと思われます。KPIとして何を選定

するは難しい課題ですし、達成度の評価が一目瞭然

となる怖さなどはありますが、ステークホルダーとの

密接なコミュニケーションを重視する貴グループの

強みを一層発揮できる、透明性や再現性に優れたア

プローチといえるのではないでしょうか。また、今回の

報告では編集方針に「グローバル」を掲げている通り

海外事例の紹介が豊富に紹介されていますが、前半

の国内情報に比べれば、より一層の体系化が望まれ

るところです。コミュニケーションツールとしての完成

度を一層高められることを期待しております。

（株）日本政策投資銀行
環境・CSR部長

竹ケ原 啓介  氏

プロフィール
1989年日本開発銀行（現（株）日本政策投資銀行）入行。
フランクフルト首席駐在員等を経て2011年5月より現職。
「DBJ環境格付融資プログラム」を開発するなど、企業の非
財務的な価値を企業評価に反映させる業務に取り組んで
いる。中央環境審議会「環境と金融に関する専門委員会」委
員、内閣官房「環境未来都市推進委員会」委員、環境省「環
境産業市場規模検討会」委員など

第三者意見
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富士フイルムグループの事業概要 富士フイルムグループの組織概要

イメージング ソリューション

インフォメーション ソリューション

ドキュメント ソリューション

イメージング ソリューション部門は、カラー
フィルム、デジタルカメラ、フォトフィニッシ
ング機器、写真プリント用カラーペーパー・薬
品・サービスなどから構成されています。

インフォメーション ソリューション部門は、
メディカル機器・医薬品・ライフサイエンス製
品、グラフィックシステム、フラットパネルディ
スプレイ材料、記録メディア、光学デバイス、
電子材料などから構成されています。

ドキュメント ソリューション部門は、オフィ
ス用複写機・複合機、プリンター、プロダクショ
ンサービス、ソリューション・サービス、用紙、
消耗品などから構成されています。

富士フイルムグループは、社会の文化・科学・技術・産業の発展、さらに人々の健康や地球環境の保持に幅広く貢献し、社

会とお客様に信頼されるグローバル企業を目指しています。私たちは、「イメージング ソリューション」「インフォメーション 

ソリューション」「ドキュメント ソリューション」部門での積極的な事業展開を通じ、人々の生活の質の向上に寄与して、社会

に貢献していきます。

富士フイルムグループは、2006年10月に持株会社体制に移行し、富士フイルムホールディングス株式会社を中心とする

グループ経営を展開しています。

富士フイルムホールディングス連結子会社は、こちらをご覧ください。
http://www.fujifilmholdings.com/ja/business/group/index.html

持株会社　富士フイルムホールディングス株式会社

富士フイルムグループの組織構造（2013年3月31日現在）

主な海外拠点
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■ 2012年度 事業別売上高構成比 ■ 連結売上高※ ■ 連結営業損失

■ 連結営業利益（損失） ■ 2012年度 仕向地別
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25.7％
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17％
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26％
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■ 会社名	 ：富士フイルムホールディングス株式会社

■ 代表者	 ：古森 重隆

■ 本社所在地	 ：東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）

■ 設立	 ：1934年1月20日

■ 資本金	 ：40,363百万円（2013年3月31日現在）

■ 従業員数　	 ：149名（2013年3月31日現在）

■ 連結従業員数	：80,322名（2013年3月31日現在）

■ 連結子会社数	：282社（2013年3月31日現在）

■ 2012年度 地域別連結従業員構成比
　（2013年3月31日現在）

米州
7.5％

欧州
6.3％

アジア他
37.2％ 日本

49.0％

富士フイルム
株式会社

富士ゼロックス
株式会社

富山化学工業
株式会社

富士フイルムビジネス
エキスパート株式会社

関係会社 関係会社

シェアードサービス会社事業会社

関係会社

持株会社

100％ 100％75％ 66％

富士フイルムホールディングス株式会社

FUJIFILM Middle East FZE●

FUJIFILM UK Ltd.●

Sericol Ink Limited●

FUJIFILM Holdings France SAS●

● FUJIFILM Europe GmbH

Fuji Xerox of Shenzhen Ltd.

Fuji Xerox Eco-Manufacturing 
(Suzhou) Co., Ltd.

●

●

●

●

●

●

●
FUJIFILM (China) Investment Co., Ltd.
Fuji Xerox (China) Ltd.
Fuji Xerox of Shanghai Ltd.

Fuji Xerox Asia Pacific Pte. Ltd. 
FUJIFILM Asia Pacific Pte. Ltd.

Fuji Xerox Australia Pty. Ltd.

Fuji Xerox Eco-Manufacturing Co., Ltd.

FUJIFILM Holdings 
America Corporation

FUJIFILM do Brasil Ltda.●

北米エリア
25社

中南米エリア
8社アジアパシフィックエリア

60社

欧州エリア
52社

中国・香港・台湾・韓国エリア
39社

中東・アフリカエリア
3社

2013年7月31日現在
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「鉄釣燈篭」
鎌倉時代・14世紀
重要文化財　京都国立博物館 所蔵
※表紙の写真は、左に全図、右に部分図2点を使

用しています。

鉄鍛造、六角形の大きな釣燈篭で、火袋に
七宝繋と松皮菱文、それに亀甲文と種子を
浮かし、扉に金剛力士像をあらわしている。
正面右手下方に「白山中宮元応元年己未六
月日 尾州玉井 大工貞澄」の透彫銘があっ
て、作者と作期、及び白山中宮長滝寺にあっ
たことが分かり、今日知られる製作年代の明
らかな釣燈篭のうち最古の作品である。そ
の形はおおらかで古式を伝え、透文様・猪目
など細部の装飾が巧緻である。鎌倉時代の
金工意匠の特色がよくあらわれている。

写真提供：©KYOTOMUSE（京都国立博物館）

■ 本レポートについてのお問い合わせ先

総務部  CSRグループ
〒107-0052  東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）
電話 03-6271-2065　FAX 03-6271-1190
http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/contact/index.html

◎表紙の掲載作品について

写真や映像を通じて、文化・芸術を記録保存して後世に伝えることは、富士
フイルムグループの本業を通じた社会貢献活動のひとつです。京都国立
博物館のご協力により、所蔵品の一部を本レポートの表紙に掲載させて
いただきました。

京都国立博物館
〒605-0931 京都市東山区茶屋町527   Tel.075-525-2473（テレホンサービス） 
http://www.kyohaku.go.jp/jp/index_top.html

京都国立博物館は、1897年（明治30年）に京都東山の山麓に開館した100年余の歴史を
もつ博物館です。京都に伝来した美術作品や文化財、また日本・東洋の古美術品や埋蔵
文化財などを収蔵しています。
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ISO26000対照表

ISO26000の
中核主題 課題 取り組み項目 サステナビリティレポート

2013での掲載ページ

組織統治 組織統治 トップコミットメント 
コーポレート・ガバナンス 
CSRマネジメント
人権の尊重
IRイベント

P.2-3
P.24
P.25-29
P.46
-

人権 1.デューデリジェンス
2.人権に関する危機的状況
3.加担の回避
4.苦情解決
5.差別および社会的弱者
6.市民的および政治的権利
7.経済的、社会的および文化的権利
8.労働における基本的原則および権利

人権の尊重
調達先でのCSR推進
本業と社会貢献の連動
人事・労務に関する情報（富士フイルム）
人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）

P.46
P.51
P.52-55
P.62
P.63

労働慣行 1.雇用および雇用関係
2.労働条件および社会的保護
3.社会対話
4.労働における安全衛生
5.職場における人材育成および訓練

多様な人材の活用と育成
労働安全衛生
人事・労務に関する情報（富士フイルム）
人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）

P.47-49
P.50
P.62
P.63

環境 1.汚染の防止
2.持続可能な資源の使用
3.気候変動緩和および適応
4.環境保護、生物多様性および自然生息地の回復

ドキュメント事業
高機能材料事業
グラフィックシステム事業
社会・環境に与える影響
地球温暖化対策の推進
環境に配慮した製品・サービスの開発と普及
資源の有効利用
生物多様性の保全
化学物質管理のレベルアップ
本業と社会貢献の連動
環境側面に関する情報
サステナビリティ会計
グリーン・ポリシー（環境方針）

P.14-17
P.18-19
P.20-22
P.30-31
P.34-36
P.37-39
P.40-41
P.42-43
P.44
P.54
P.64-67
P.68-69
-

公正な
事業慣行

1.汚職防止
2.責任ある政治的関与
3.公正な競争
4.バリューチェーンにおける社会的責任の推進
5.財産権の尊重

社会・環境に与える影響
コンプライアンス＆リスクマネジメント
調達先でのCSR推進
コンプライアンス・リスクマネジメントに関する情
報
お客様／取引先に関する情報
知的財産の考え方

P.30-31
P.32-33
P.51
P.60
P.61
-

消費者問題 1.公正なマーケティング、情報および契約慣行
2.消費者の安全衛生の保護
3.持続可能な消費
4.消費者に対するサービス、支援並びに苦情および紛争解決
5.消費者データ保護およびプライバシー
6.必要不可欠なサービスへのアクセス
7.教育および意識向上

ヘルスケア事業
ドキュメント事業
高機能材料事業
グラフィックシステム事業
お客様の声を反映した製品・サービス
お客様／取引先に関する情報
統合マネジメントシステム
品質方針

P.10-13
P.14-17
P.18-19
P.20-22
P.56-58
P.61
-
-

コミュニティー
への参画およ
びコミュニティ
の発展

1.コミュニティへの参画
2.教育および文化
3.雇用創出および技能開発
4.技術の開発および技術へのアクセス
5.富および所得の創出
6.健康
7.社会的投資

本業と社会貢献の連動
サステナビリティ会計

P.52-55
P.68-69

富士フイルムホールディングスでは、2010年11月に発行された国際規格ISO26000「社会的責任に関する手引き」の
7つの中核課題に則った情報開示がなされているかなど、確認のために対照表を作成しています。
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GRIガイドライン対照表

項目 指標 サステナビリティレポート2013
での掲載ページ

サステナビリティレポート2012
での掲載ページ

1.戦略および分析

1.1 組織にとっての持続可能性の適合性とその戦
略に関する組織の最高意思決定者（CEO,会長
またはそれに担当する上級幹部）の声明

P.2-3「Top Commitment」　　 P.2-3「Top Commitment」

1.2 主要な影響、リスクおよび機会の説明 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

2.組織のプロフィール

2.1 組織の名称 P.73「富士フイルムグループの組織概要」 P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.2 主要な、ブランド、製品および/またはサービス P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.6-7「富士フイルムグループの事業とCSR」

P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.6-7「富士フイルムグループとCSR」

2.3 主要部署、事業会社、子会社および共同事業な
どの、組織の経営構造

P.73「富士フイルムグループの組織概要」 P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.4 組織の本社の所在地 P.73「富士フイルムグループの組織概要」 P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.5 組織が事業展開している国の数および大規模
な事業展開を行っているあるいは報告書中に
掲載されているサステナビリティの課題に特に
関連のある国名

P.73「富士フイルムグループの組織概要」
P.10-13「ヘルスケア事業」
P.20-22「グラフィックシステム事業」
P.24「コーポレート・ガバナンス」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.40-41「資源の有効利用」
P.44-45「化学物質管理のレベルアップ」
P.47-49「多様な人材の活用と育成」
P.51「調達先でのCSR推進」
P.52-55「本業と社会貢献の連動」

P.73「富士フイルムグループの組織概要」
P.10-11「インドでのデジタルX線画像診断機器
普及を目指して」
P.19「アジア・パシフィック地域全体で、廃棄物
ゼロを達成」
P.35-36「地球温暖化対策の推進（オランダ工場
内での風力発電による電力供給を開始、米国・
カンザス市の印刷インク工場に太陽光発電設
備を導入）」
P.48「多様な人材の活用と育成（富士ゼロック
ス香港、及び深圳における手厚い従業員ケアが
評価）」
P.51-53「本業と社会貢献の連動」

2.6 所有形態の性質および法的形式 P.73「富士フイルムグループの組織概要」 P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.7 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客/受
益者の種類を含む）

P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.8 以下の項目を含む報告組織の規模
・従業員数
・純売上高（民間組織について）あるいは純収入
（公的組織について）

・負債および株主資本に区分した総資本（民間
組織について）

・提供する製品またはサービスの量

P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」
P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.72「富士フイルムグループの事業概要」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」
P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

2.9 以下の項目を含む、規模、構造または所有形態
に関して報告期間中に生じた大幅な変更

・施設のオープン、閉鎖および拡張などを含む
所在地または運営の変更

・株式資本構造およびその資本形成における維
持および変更業務（民間組織の場合）

P.73「富士フイルムグループの組織概要」 P.73「富士フイルムグループの組織概要」

2.10 報告期間中の受賞歴 P.70「社外からの評価」
P.10-13「ヘルスケア事業」
P.14-17「ドキュメント事業」
P.18-19「高機能材料事業」
P.25-29「CSRマネジメント」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及」
P.52-55「本業と社会貢献の連動」
P.56-58「お客様の声を反映した製品・サービ
ス」

P.70「社外からの評価」
P.39「環境配慮設計（省エネと利便性を両立した

「IH定着技術」が2011年の各賞を受賞）」
P.48「富士ゼロックス香港、および深圳における
手厚い従業員ケアが評価」
P.49「労働安全衛生（安全面で成果を発揮した
富士フイルム神奈川事業場の「安全行動共通
ルールの遵守活動」）」
P.52「本業と社会貢献の連動（映画作品を高画
質なまま長期保存する技術でアカデミー科学
技術賞を受賞）」
P.55「ステークホルダー・コミュニケーションの
充実（わかりやすさ、使いやすさ、情報の多さで
株主・投資家情報ウエブサイトが各賞を受賞）」
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3.報告要素

報告書のプロフィール

3.1 提供する情報の報告期間（会計年度/暦年など） P.4-5「編集方針」 P.4-5「編集方針」

3.2 前回の報告書発行日（該当する場合） P.5「編集方針」 P.5「編集方針」

3.3 報告サイクル（年次、半年ごとなど） P.4-5「編集方針」 P.4-5「編集方針」

3.4 報告書またはその内容に関する質問の窓口 裏表紙
富士フイルムホールディングス ホームページ

「CSR（企業の社会的責任）に関するお問い合せ」

裏表紙
富士フイルムホールディングス ホームページ

「CSR（企業の社会的責任）に関するお問い合せ」

報告書のスコープおよびバウンダリー

3.5 以下を含め、報告書の内容を確定するためのプ
ロセス
・重要性の判断
・報告書内のおよびテーマの優先順位づけ
・組織が報告書の利用を期待するステークホル

ダーの特定

P.4「編集方針」
P.25-29「CSRマネジメント」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.4「編集方針」
P.54「ステークホルダー・コミュニケーションの
充実（ステークホルダーとの対話の手段）」

3.6 報告書のバウンダリー（国、部署、子会社、リー
ス施設、共同事業、サプライヤーなど）。

P.4-5「編集方針」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

P.4-5「編集方針」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

3.7 報告書のスコープまたはバウンダリーに関する
具体的な制限事項を明記する。

P.4-5「編集方針」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

P.4-5「編集方針」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

3.8 共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシン
グしている事業および時系列または報告組織
間の比較可能性に大幅な影響を与える可能性
があるその他の事業体に関する報告の理由。

記載なし 記載なし

3.9 報告書内の指標およびその他の情報を編集す
るために適用された推計の基となる前提条件
および技法を含む、データ測定技法および計算
の基盤。

P.4-5「編集方針」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計」

P.4-5「編集方針」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計」

3.10 以前の報告書で掲載済みである情報を再度記
載することの効果の説明およびそのような再記
述を行う理由（合併/買収。基本となる年/期間、
事業の性質、測定方法の変更など）。

記載なし 記載なし

3.11 報告書に適用されているスコープ、バウンダ
リーまたは測定方法における前回の報告期間
からの大幅な変更。

該当なし 該当なし

GRI内容索引

3.12 報告書内の標準開示の所在地を示す表。 GRIガイドライン対照表 P.73「富士フイルムグループの組織概要」
GRIガイドライン対照表

保証

3.13 報告書の外部保証添付に関する方針および現
在の実務慣行。サステナビリティ報告書に添付
された保証報告書内に記載がない場合は、外
部保証の範囲および基盤を説明する。また、報
告組織と保証の提供者との関係を説明する。

P.4「編集方針」
第三者意見

P.4「編集方針」
第三者意見
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4. ガバナンス、コミットメントおよび参画

ガバナンス

4.1 戦略の設定または全組織的監督など、特別な業
務を担当する最高統治機関の下にある委員会
を含む統治構造（ガバナンスの構造）。

P.24「コーポレート・ガバナンス」 P.30「コーポレート・ガバナンス」

4.2 最高統治機関の長が執行委員を兼ねているか
どうかを示す（兼ねている場合は、組織の経営
における役割と、このような人事になっている
理由も示す）。

P.24「コーポレート・ガバナンス」 P.30「コーポレート・ガバナンス」

4.3 単一の理事会構造を有する組織の場合は、最
高統治機関における社外メンバーおよび/また
は非執行メンバーの人数を明記する。

P.24「コーポレート・ガバナンス」 P.30「コーポレート・ガバナンス」

4.4 株主および従業員が最高統治機関に対して提
案または指示を提供するためのメカニズム。

P.24「コーポレート・ガバナンス」 P.30-31「コーポレート・ガバナンス」

4.5 最高統治機関メンバー、上級管理職および執行
役についての報酬（退任の取り決めを含む）と
組織のパフォーマンス（社会的および環境的パ
フォーマンスを含む）との関係。

P.24「コーポレート・ガバナンス」 P.30「コーポレート・ガバナンス」

4.6 最高統治機関が利害相反問題の回避を確保す
るために実施されているプロセス。

記載なし 記載なし

4.7 経済、環境、社会的テーマに関する組織の戦略
を導くための、最高統治機関のメンバーの適性
および専門性を決定するためのプロセス。

P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

4.8 経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらに
その実践状況に関して、組織内で開発したミッ
ション（使命）およびバリュー（価値）についての
声明、行動規範および原則。

P.2-3「Top Commitment」
P.6-7「富士フイルムグループの事業とCSR」

P.2-3「Top Commitment」

4.9 組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンス
を特定し、マネジメントしていることを最高統治
機関が監督するためのプロセス。関連のあるリ
スクと機会および国際的に合意された基準、行
動規範および原則への支持または遵守を含む。

P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画

4.10 最高統治機関のパフォーマンスを、特に経済
的、環境的、社会的パフォーマンスという観点で
評価するためのプロセス。

P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

外部のイニシアティブへのコミットメント

4.11 組織が予防的アプローチまたは原則に取り組
んでいるかどうかおよびその方法はどのような
ものかについての説明。

P.25-29「CSRマネジメント」
P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.28-29「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

4.12 外部で開発された、経済的、環境的、社会的憲
章、原則あるいは組織が同意または受諾するそ
の他のイニシアティブ。

P.46「人権の尊重」 記載なし

4.13 組織が以下の項目に該当するような、（企業団
体などの）団体および/または国内外の提言機
関における会員資格。

・統治機関内に役職を持っている
・プロジェクトまたは委員会に参加している
・通常の会員資格の義務を越える実質的な資金

提供を行っている
・会員資格を戦略的なものとして捉えている

P.37「環境に配慮した製品・サービスの開発と
普及」
P.44「化学物質管理のレベルアップ（富士フイ
ルム）」
P.46「人権の尊重」

P.44「化学物質管理のレベルアップ（サプライ
チェーン全体の情報共有を目指し調達品の含
有化学物質情報管理を開始）」

ステークホルダー参画

4.14 組織に参画したステークホルダー・グループの
リスト

P.26-27「ステークホルダーとのコミュニケー
ション」

P.54-56「ステークホルダー・コミュニケーション
の充実」

4.15 参画してもらうステークホルダーの特定および
選定の基準

P.25-27「CSRマネジメント」 P.54-56「ステークホルダー・コミュニケーション
の充実」
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4.16 種類ごとのおよびステークホルダー・グループ
ごとの参画の頻度など、ステークホルダー参画
へのアプローチ。

P.25-29「CSRマネジメント」 P.54-56「ステークホルダー・コミュニケーション
の充実」

4.17 その報告を通じた場合も含め、ステークホル
ダー参画を通じて浮かび上がった主要なテー
マおよび懸案事項と、それらに対して組織がど
のように対応したか。

P.10-13「ヘルスケア事業」
P.25-29「CSRマネジメント（ステークホルダーと
のコミュニケーション）」
P.38,52「Column ステークホルダー・ダイアロ
グ」
P.46「人権の尊重」
P.36,39,43,45,49,55「第三者意見を受けて」

P.54-56「ステークホルダー・コミュニケーション
の充実」
P.27,37,43,45,48,53「第三者意見を受けて」 

マネジメント・アプローチおよびパフォーマンス指標

項目 パフォーマンス指標
（◎中核/○追加）

サステナビリティレポート2013
での掲載ページ

サステナビリティレポート2012
での掲載ページ

経済

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」）

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」）

方針 P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」）

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」）

追加の背景状況情報 P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
P.72「富士フイルムグループの事業概要」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」「事業な
どのリスク」）

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.72「富士フイルムグループの事業概要」
富士フイルムホールディングスホームページ

（「中期経営計画」「株主・投資家情報」「事業な
どのリスク」）

経済的パフォーマンス

◎EC1 収入、事業コスト、従業員の給与、寄付およびそ
の他のコミュニティへの投資、内部留保および
資本提供者や政府に対する支払いなど、創出し
たおよび分配した直接的な経済的価値。

P.68-69「サステナビリティ会計」
P.72「富士フイルムグループの事業概要」

P.68-69「サステナビリティ会計」
P.72「富士フイルムグループの事業概要」

◎EC2 気候変動による、組織の活動に対する財務上の
影響およびその他のリスクと機会。

P.14-17「ドキュメント事業」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.42-43「生物多様性の保全」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」

P.16-19「環境イノベーションで、CO2時排出量
30％削減へ挑戦」
P.20-22「太陽エネルギーの効率的利用を、フィ
ルム技術でサポート」
P.34-37「地球温暖化対策の推進」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」

◎EC3 確定給付（福利厚生）制度の組織負担の範囲。 記載なし 記載なし

◎EC4 政府から受けた担当の財務的支援。 記載なし 記載なし

市場での存在感

○EC5 主要事業拠点について、現地の最低賃金と比較
した標準的新入社員賃金の比較の幅。

記載なし 記載なし

◎EC6 主要事業拠点での地元のサプライヤー（供給者）
についての方針、業務慣行および支出の割合。

記載なし 記載なし

◎EC7 現地採用の手順、主要事業拠点で現地のコミュ
ニティからの上級管理職となった従業員の割合。

記載なし 記載なし

間接的な経済的影響

◎EC8 商業活動、現物支給、または無料奉仕を通じて
主に公共の利益のために提供されるインフラ
投資およびサービスの展開図と影響。

P.52-55「本業と社会貢献の連動」 記載なし

○EC9 影響の程度など、著しい間接的な経済的影響の
把握と記述。

記載なし 記載なし
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環境

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

方針 P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

組織の責任 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

研修および意識向上 P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及」

P.42-43「生物多様性保全」
P.45「化学物質管理のレベルアップ（管理体制
を強化する化学物質管理監査を海外生産事業
所で実施）」

監視およびフォローアップ P.44-45「化学物質管理のレベルアップ（富士ゼ
ロックス）」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

P.31「コーポレート・ガバナンス（統合マネジメ
ントシステム（IMS）の活用）」
P.45「化学物質管理のレベルアップ（管理体制
を強化する化学物質管理監査を海外生産事業
所で実施）」
P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

追加の背景状況情報 P.25-29「CSRマネジメント」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

原材料

◎EN1 使用原材料の重量または量。 P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64「環境側面に関する情報（重点実施事項）」

◎EN2 リサイクル由来の使用原材料の割合。 P.18-19「高機能材料事業」
P.40-41「資源の有効利用」
P.66「環境に関する情報（省資源対策）」

P.16-19「環境イノベーションで、CO2排出量
30％削減へ挑戦」
P.38-40「環境配慮設計」
P.41「資源の有効利用」

エネルギー

◎EN3 一次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消
費量。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64-66「環境側面に関する情報」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64-67「環境側面に関する情報」

◎EN4 一次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費
量。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64-66「環境側面に関する情報」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64-67「環境側面に関する情報」

○EN5 省エネルギーおよび効率改善によって節約され
たエネルギー量。

P.14-17「ドキュメント事業」
P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及（2012年度の活動概要）」
P.64-65「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」
P.34-37「地球温暖化対策の推進」
P.39「環境配慮設計（省エネと利便性を両立した

「IH定着技術」が2011年の各賞を受賞）」

○EN6 エネルギー効率の高いあるいは再生可能エネル
ギーに基づく製品およびサービスを提供するた
めの率先取り組みおよび、これらの率先取り組み
の成果としてのエネルギー必要量の削減量。

P.18-19「高機能材料事業」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及（2012年度の活動概要）」
P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」

P.64-67「環境側面に関する情報」
P.68-69「サステナビリティ会計（環境会計）」
P.34-37「地球温暖化対策の推進」
P.39「環境配慮設計（省エネと利便性を両立した

「IH定着技術」が2011年の各賞を受賞）」

○EN7 間接的エネルギーの消費量削減のための率先
取り組みと達成された削減量。

記載なし 記載なし
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水

◎EN8
水源からの総取水量。 P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に

与える影響」
P.66「環境側面に関する情報」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.66「環境側面に関する情報」

○EN9 取水によって著しい影響を受ける水源。 記載なし 記載なし

○EN10
水のリサイクルおよび再利用が総利用水量に
占める割合。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.66「環境側面に関する情報」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」

生物多様性

◎EN11 保護地域内あるいはそれに隣接した場所およ
び保護地域外で生物多様性の価値が高い地域
に、所有、賃借、または管理している土地の所在
地および面積。

記載なし 記載なし

◎EN12 保護地域および保護地域外で生物多様性の価
値が高い地域での生物多様性に対する活動、
製品およびサービスの著しい影響の説明。

P.42-43「生物多様性の保全」 P.42-43「生物多様性の保全」

○EN13 保護または復元されている生息地 記載なし 記載なし

○EN14 生物多様性への影響をマネジメントするため
の戦略、現在の措置および今後の計画。

P.25-29「CSRマネジメント」
P.42-43「生物多様性の保全」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.42-43「生物多様性の保全」

○EN15 事業によって影響を受ける地区内の生息地域
に生息するIUCN（国際自然保護連合）のレッド
リスト種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リ
ストの数。絶滅危険性のレベルごとに分類する。

記載なし 記載なし

排出物、廃水および廃棄物

◎EN16 重量で表記する、直接および間接的な温室効果
ガスの総排出量。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」
P.64-67「環境側面に関する情報」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」
P.64-67「環境側面に関する情報」

◎EN17 重量で表記する、その他関連のある間接的な温
室効果ガス排出量。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」

◎EN18 温室効果ガス排出量削減のための率先取り組み
と達成された削減量

P.14-17「ドキュメント事業」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及」

P.16-19「環境イノベーションで、CO2時排出量
30％削減へ挑戦」
P.34-37「地球温暖化対策の推進」
P.38-40「環境配慮設計」
P.64-67「環境側面に関する情報」

◎EN19 重量で表記する、オゾン層破壊物質の排出量。 P.67「環境側面に関する情報」 P.67「環境側面に関する情報」

◎EN20 種類別および重量で表記するNOx,SOxおよびそ
の他の著しい影響をおよぼす排気物質。

P.67「環境側面に関する情報」 P.67「環境側面に関する情報」

◎EN21 水質および放出先ごとの総排水量。 P.66「環境側面に関する情報」 P.66「環境側面に関する情報」

◎EN22 種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量。 P.66「環境側面に関する情報」 P.66「環境側面に関する情報」

◎EN23 著しい影響をおよぼす漏出の総件数および漏
出量。

P.67「環境側面に関する情報」 P.67「環境側面に関する情報」

○EN24 バーゼル条約付属文書I、II、IIIおよびIVの下で
有害とされる廃棄物の輸送、輸入、輸出あるい
は処理の重量および国際輸送された廃棄物の
割合。

P.40-41「資源の有効利用」 記載なし

○EN25 報告組織の排水および流出液により著しい影
響を受ける水界の場所およびそれに関連する
生息地の規模、保護状況および生物多様性の
価値を特定する。

記載なし 記載なし
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製品およびサービス

○EN26

製品およびサービスの環境影響を緩和する率
先取り組みと、影響削減の程度。

P.14-17「ドキュメント事業」
P.18-19「高機能材料事業」
P.20-22「グラフィックシステム事業」
P.28-29「CSRマネジメント」
P.34-36「地球温暖化対策の推進」
P.37-39「環境に配慮した製品・サービスの開発
と普及」
P.40-41「資源の有効利用」
P.68-69「サステナビリティ会計」

P.16-19「環境イノベーションで、CO2時排出量
30％削減へ挑戦」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.34-37「地球温暖化対策の推進」
P.38-40「環境配慮設計」
P.68-69「サステナビリティ会計」

○EN27
カテゴリー別の、再生利用される販売製品およ
びその梱包材の割合。

記載なし 記載なし

遵守

◎EN28 環境規制への違反に対する相当な罰金の金額
および罰金以外の制裁措置の件数。

P.67「環境側面に関する情報（法規制への対
応）」

P.67「環境側面に関する情報（法規制への対
応）」

輸送

○EN29 組織の業務に使用される製品、その他物品およ
び原材料の輸送および従業員の移動からもた
らされる著しい環境影響。

P.30-31「富士フイルムグループが社会・環境に
与える影響」

P.32-33「富士フイルムグループの環境負荷の
全体像」

総合

○EN30 種類別の環境保護目的の総支出および投資。 P.68-69「サステナビリティ会計」 P.68-69「サステナビリティ会計」

労働慣行とディーセント・ワーク（公正な労働条件）

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」
P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

方針 P.25-29「CSRマネジメント」
P.47-49「多様な人材の活用と育成」
P.50「労働安全衛生」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.46-48「多様な人材の活用と育成」
P.49「労働安全衛生」

組織の責任 P.25-29「CSRマネジメント」 P.31「コーポレート・ガバナンス（統合マネジメ
ントシステム（IMS）の活用）」

研修および意識向上 P.47-49「多様な人材の活用と育成」 P.46-48「多様な人材の活用と育成」

監視およびフォローアップ P.50「労働安全衛生」 P.31「コーポレート・ガバナンス（統合マネジメ
ントシステム（IMS）の活用）」

追加の背景状況情報 P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

雇用

◎LA1
雇用の種類、雇用契約および地域別の総労働
力。

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」
P.73「富士フイルムグループの組織概要」

◎LA2
従業員の総離職数および離職率の年齢、性別お
よび地域による内訳。

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

○LA3
主要な業務ごとの、派遣社員またはアルバイト
従業員には提供されないが正社員には提供さ
れる福利。

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

労使関係

◎LA4
団体交渉協定の対象となる従業員の割合。 P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」

P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」
P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

◎LA5
労働協約に定められているかどうかも含め、著
しい業務変更に関する最低通知期間。

記載なし 記載なし



─ 9 ─

労働安全衛生

○LA6
労働安全衛生プログラムについての監視およ
び助言を行う公式の労使合同安全衛生委員会
の対象となる総従業員の割合。

記載なし 記載なし

◎LA7
地域別の、傷害、業務上疾病、損失日数、欠勤の
割合および業務上の総死亡者数。

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

◎LA8

深刻な疾病に関して、労働者、その家族または
コミュニケーションのメンバーを支援するため
に設けられている、教育、研修、カウンセリング、
予防および危機管理プログラム。

P.50「労働安全衛生」 P.48「多様な人材活用と育成」

◎LA9
労働組合との正式合意に盛り込まれている安
全衛生のテーマ。

記載なし 記載なし

研修および教育

◎LA10 従業員のカテゴリー別の、従業員あたり年間平
均研修時間。

記載なし 記載なし

○LA11 従業員の継続的な雇用適性を支え、キャリアの
終了計画を支援する技能管理および生涯学習
のためのプログラム。

P.47-49「多様な人材の活用と育成」 P.46-48「多様な人材の活用と育成」

○LA12 定常的にパフォーマンスおよびキャリア開発の
レビューを受けている従業員の割合。

記載なし 記載なし

多様性と機会均等

◎LA13 性別、年齢、マイノリティグループおよびその他
の多様性の指標に従った、統治体（経営管理職）
の構成およびカテゴリー別の従業員の内訳。

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

◎LA14 従業員のカテゴリー別の、基本給与の男女比。 記載なし 記載なし

人権

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

方針 P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.46「人権の尊重」

P.28-29「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」

組織の責任 P.25-29「CSRマネジメント」
P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.28-29「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」

研修および意識向上 P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.47-49「多様な人材の活用と育成」

P.28-29「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.48「多様な人材の活用と育成」

監視およびフォローアップ P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」
P.51「調達先でのCSR推進」

P.28-29「コンプライアンス・リスクマネジメント
の質的向上」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

追加の背景状況情報 P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

P.62「人事・労務に関する情報（富士フイルム）」
P.63「人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）」

投資および調達の慣行

◎HR1
人権条項を含むあるいは人権についての適性審
査を受けた、重大な投資協定の割合とその総数。

記載なし 記載なし

◎HR2
人権に関する適正審査を受けた主なサプライ
ヤー（供給者）および請負業者の割合と取られ
た措置。

P.51「調達先でのCSR推進」 記載なし

○HR3
研修を受けた従業員の割合を含め、業務に関
連する人権的側面に関わる方針および手順に
関する従業員の研修の総時間。

記載なし 記載なし
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無差別

HR4 差別事例の総件数と取られた措置。 記載なし 記載なし

結社の自由

◎HR5 結社の自由および団体交渉の権利行使が著し
いリスクに曝されるかもしれないと判断された
業務と、それらの権利を支援するための措置。

記載なし 記載なし

児童労働

◎HR6 児童労働の事例に関して著しいリスクがあると
判断された業務と、児童労働の防止に貢献する
ための対策。

記載なし 記載なし

◎HR7 強制労働の事例に関して重大なリスクがあると
判断された業務と、強制労働の廃止に貢献する
ための対策。

記載なし 記載なし

保安慣行

○HR8 業務に関連する人権の側面に関する組織の方針
もしくは手順の研修を受けた保安要員の割合。

記載なし 記載なし

先住民の権利

○HR9 先住民の権利に関する違反事例の総件数と、取
られた措置。

該当なし 該当なし

社会

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

方針 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

組織の責任 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

研修および意識向上 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

監視およびフォローアップ P.25-29「CSRマネジメント」
P.68-69「サステナビリティ会計（労働環境・社
会会計）」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.68-69「サステナビリティ会計（労働環境・社
会会計）」

追加の背景状況情報 P.25-29「CSRマネジメント」
P.68-69「サステナビリティ会計（労働環境・社
会会計）」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.68-69「サステナビリティ会計（労働環境・社
会会計）」

コミュニティ

◎SO1

参入、事業展開および撤退を含む、コミュニティ
に対する事業の影響を評価し、管理するための
プログラムと実務慣行の性質、適用範囲および
有効性。

記載なし 記載なし

不正行為

◎SO2
不正行為に関連するリスクの分析を行った事業
単位の割合と総数。

該当なし 該当なし

◎SO3
組織の不正行為対策の方針および手順に関す
る研修を受けた従業員の割合。

P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

記載なし

◎SO4 不正行為事例に対応して取られた措置。 記載なし 記載なし

公共施策

◎SO5
公共政策の位置づけおよび公共政策開発への
参加およびロビー活動。

該当なし 該当なし

○SO6
政党、政治家および関連機関への国別の献金
および現物での寄付の総額。

該当なし 該当なし

非競争的な行動

◎SO7
非競争的な行動、反トラストおよび独占的慣行
に関する法的措置の事例の総件数とその結果。

該当なし 該当なし
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遵守

◎SO8
法規制の違反に対する相当の罰金の金額およ
び罰金以外の制裁措置の件数。

P.67「環境側面に関する情報（法規制への対
応）」

P.67「環境側面に関する情報（法規制への対
応）」

製品責任

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
プ
ロ
ー
チ

目標とパフォーマンス P.2-3「Top Commitment」
P.25-29「CSRマネジメント」

P.2-3「Top Commitment」
P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」

方針 P.25-29「CSRマネジメント」
P.32-33「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.28-29「コンプライアンス/リスクマネジメント
の質的向上」

組織の責任 記載なし 記載なし

研修および意識向上 P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.31「コーポレート・ガバナンス」

監視およびフォローアップ P.25-29「CSRマネジメント」 P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.31「コーポレート・ガバナンス」

追加の背景状況情報 P.25-29「CSRマネジメント」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

P.24-27「富士フイルムグループ中期CSR計画」
P.31「コーポレート・ガバナンス（統合マネジメ
ントシステム（IMS）の活用）」
P.60「コンプライアンス・リスクマネジメントに
関する情報」

顧客の安全衛生

◎PR1

製品およびサービスの安全衛生の影響につい
て、改善のために評価が行われているライフサ
イクルのステージ、ならびにそのような手順の
対象となる主要な製品およびサービスのカテ
ゴリーの割合。

富士フイルムホールディングスホームページ
（品質方針：統合マネジメントシステム（IMS)

の活用）

P.31「コーポレート・ガバナンス（統合マネジメ
ントシステム（IMS）の活用）」

○PR2
製品およびサービスの安全衛生の影響に関す
る規制および自主規範に対する違反の件数を
結果別に記載。

該当なし 該当なし

製品およびサービスのラベリング

◎PR3
各種手順により必要とされている製品および
サービス情報の種類とこのような情報要件の対
象となる主要な製品およびサービスの割合。

記載なし 記載なし

○PR4
製品およびサービスの情報ならびにラベリング
に関する規制および自主規範に対する違反の
件数を結果別に記載。

該当なし 該当なし

○PR5
顧客満足度を測る調査結果を含む、顧客満足
に関する実務慣行。

P.56-58「お客様の声を反映した製品・サービス」
P.61「お客様/取引先に関する情報」

P.61「お客様/取引先に関する情報」

マーケティング・コミュニケーション

◎PR6
広告、宣伝および支援行為を含むマーケティン
グ・コミュニケーションに関する法律、基準およ
び自主規範の遵守のためのプログラム。

記載なし 記載なし

○PR7
広告、宣伝および支援行為を含むマーケティン
グ・コミュニケーションに関する規範および自
主規範に対する違反の件数を結果別に記載。

該当なし 該当なし

顧客のプライバシー

○PR8
顧客のプライバシー侵害および顧客データの
紛失に関する正当な根拠のあるクレームの総
件数。

該当なし 該当なし

遵守

◎PR9
製品およびサービスの提供および使用に関す
る法規の違反に対する相当の罰金の金額。

該当なし 該当なし

掲載ページの記載について
記載なし：管理している指標であるが、レポート内に明確に定量情報を掲載していない場合。
該当なし：経営自体に関係ない指標および、管理の必要がない指標の場合。




